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はじめに

２０５０年の世界人口はわずか６年間の間に100億人から８９億人へと推計値が改正

された。最近発表された国連の１９９８年修正値である。１１億の減少へと下方推計さ

れた。このことは人類の人口問題解決に向かっての努力の輝かしい成果といってよ

い◎

しかし、手放しで安心してはおられない人口の重大側面がある。それは人口モメ

ンタムと呼ばれる現象である。それは過去の高い出生率の時代に生まれたいわゆる

団塊の世代の赤ちゃんが大量の結婚年齢期人口に達するということである。当分の

間何十年間は毎年、多い時は8000万以上の人口が追加されるということである。

合計特殊出生率の低下は著しく、先進諸国の大部分が置換水準以下に達している

だけではない。アジアの途上国でもすでにシンガポールを始め、中国、韓国、タイ

等の諸国では置換水準以下の出生力を実現している。

人口爆発という人類最大の危機にもほのかな明るい道筋が見え始めている。しか

し他方において、このかすかな光明をも打ち消すような地球規模的不安定要因が加

速度的に増大している。それは食糧問題であり、環境悪化の問題であり、あるいは

また世界政治の無秩序化の問題である。

私共の1つの戦略は、このような世界規模の複合的危機解決の手掛かりをアジア

に求め、またアジアの手掛かりとして中国、インドに求めたことである。現在１２億

の中国、１０億のインド、そして２０５０年にはそれぞれ１５億、合計３０億が占める地

球規模的意義は単に人口の大きさのみではない。人口転換、経済成長におけるその

行動はアジア､延いては世界の動向に重大な影響力をもっているものと考えられる。

巨大人口国の中国が出生力コントロールにおいて、世界に例のない、専門家の予

想しえないシステムを展開し、また他方において社会主義体制から市場自由主義体

制を導入し、みごとな高度成長を遂げつつあることは、批判の余地は別として、そ

れは現実の事実であり、アジアの新しい１つの発見として重視する必要がろう。



インドまた然り゜中国とはあらゆる点において著しい差異、特徴をもちながら、

新しい発展への道を順調に登り始めている。出生力コントロールに先端をきったイ

ンドもいくたのこんなんな政治的、社会的制約のため、出生力低下は中国に比較し

著しくおくれてはいるものの、ようやく加速的展開の段階にはいっている。それを

支援するかのように、近代的工業化が始動し始めている。

本研究では以上のような観点を考慮に入れ、開発・成長の抑制からの脱出の可能

性について、アジア、そして中国・インドを焦点として分析したものである。日本

の今後の役割、貢献についても示唆するところがあれば幸いである。

終わりに、本書作成事業にあたり、多大なご支援をいただいた日本財団僧野綾

子会長）並びに国連人口基金（ナフイス・サデイック事務局長）に深く感謝申し上

げる。

平成１１年３月

(財）アジア人口・開発協会

理事長中山太郎
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括：２１世紀の鍵を握るアジア総

日本大学人口研究所

名誉所長黒田俊夫





総論：２１世紀の鍵を握るアジア

「成長の限界」’)を「超えた」２〕人類

人類が未憎有の増加を引きおこした1960年代を背景にしたローマ・クラブの「成

長の限界」（1972）は人口の増加と経済成長の持続がもたらす人類の終末の警告を

発した。人口の増加にもかかわらず、科学技術の進歩による食糧生産能力の著しい

増大、豊かな生活水準の達成に安住していた世界は“まさか，,、“大げさすぎる,,

と反応した。

しかし、「成長の限界」は人口の爆発的増加に対する深刻な関心を高める重要な

１つの契機となった｡人口増加抑制論は国連を中心とする耐えまざる努力によって、

符余曲折を経ながらも成果をあげつつある。

人口増加を決定する出生力の低減は著しく、すでに人口再生産の度合いをあらわ

す合計特殊率でみると、置換水準以下にまで低下して国は現在５１ケ国（その人口は

世界の44％）に達し、また2015年には８８ケ国に達し、その人口は世界人口の３分

の２に達するとも推計されている。ここで注目すべき点は、いわゆる先進諸国では

ほとんどすべて、子供は２人以下の置換水準となり、さらに途上国においても韓国、

中国、シンガポール、タイ等においてこの低水準の出生力に到達していることであ

る。したがって、人口増加抑制がさらに強化されれば、ローマクラブが1972年に警

告した人口増加の問題の解決に成功しつつあるといってもよいであろう。

「成長の限界」から２０年後の1992年の「限界を超えて」は、成長の限界を超え

る段階に達してはいるが、解決の可能性を示すいくつかの新しい発展もみられるこ

とを指摘している。「人間が必要不可欠な資源を消費し、汚染物質を産出する速度

は、多くの場合すでに物理的に持続可能な速度を超えてしまった」3)しかし、いま、

直ちにこのような行動を深く反省し、大幅に改善しようとする人間の知性、創造力

が残されている、と期待感を示している。
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深まる不透明と不安

人口爆発に対応する世界的な努力の進展に対し皮肉な展開を示してきたのは、人

間活動・行動の高度化、広範化による地球規模的な環境悪化、異常気象による洪水、

かんばつ、地球温暖化の脅威等である。このような地球規模的大変動の影響をさら

に一層深刻化させたのは、冷戦後における世界政治の混乱である。

このような複合的危機を代表するものは、食糧問題である。近代化、工業化、都

市化の急激な進展は、食糧生産に必要な土地、フロンティアの急激な縮少、水の不

足、土地の劣化をひきおこしている。戦後に達成した農業生産性向上の余地も消滅

し、なお増加を続ける人口に対する食糧供給力の可能性が緊急課題として登場して

きた。

世界には飢餓に苦しむ人口が１０億人以上に達するといわれる。世界人口は１９８７

年に50億に達し、1999年には６０億に達しようとしている。わずか１２年間に１０億

人の増加である。食糧生産性の増大がなければ、さらに１０億人の飢餓人口を著しく

増加することが予測されよう。

しかし、この食糧生産の増加の余地については悲観論と楽観論がある。悲観論の

代表は国際的にも有名になったレスター・ブラウン４)である。詳細な実証分析によ

って、食糧不足は不可避であることを立証している。たとえば、穀類の需給につい

て1950年と1990年を比較し、2030年を予測しているが中国では263百万トンの生

産に対し、消費は４７９百万トンとなり、差引２１６百万トンの不足が生ずる。同じく

インドでは２０３０年に４５百万トンの不足となると予測している。この中国の不足分

の穀類は今日の世界の穀類総輸出量よりも多いという｡5)ブラウンも食糧危機を警告

するだけでなく、破局を回避するためのい〈たの提案を行っていることはいうまで

もない。その対策の1つとして人口の安定化を早急に実現することを提案している

ことは、当然であるが注目すべきである。

しかし、他方において楽観論的見解も少なくはない。その1人はＡ、Ｈ・トフラ

ーである。`)ブラウン同様、日本でもよく知られた専門家である。現状は決して過去

より悪くはないこと、バイオテクノロジーの生端技術による開発などによる食糧生

産の増加の可能性、インドが1960年代に穀物生産量が年間９３００万トンに達し、頭
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打ちとみなされながらも、今日’億9100万トンの穀物を生産し、1960年代の人口５

億より何億も多い人口を扶養しているといった事実を示し、未来に対する明るい展

望を描いている。強い期待と希望をもった楽観論的視点である。

以上のような多少どちらかに偏した議論であるが、どちらがより正しいかは明ら

かにすることはできない。かつて、ポンガーツ（JohnBongaarts）はあまり楽観すぎ

ることも悲観すぎる見解はとるべきではなく、適度に楽観ないし悲観が望ましいと

言った。しかし、２１世紀の展望はますます不透明さを深くしている。

残された５０年

前途に対する不透明さの要素はふえる一方だが、一寸先が見えなくなったわけで

はない。それは人口の分野における明るい展望である。１９９２年の推計では２０５０年

の世界人口は100億であったが、６年後1998年推計では８９億と下方修正が国連に

よって行われた。’’億の下方修正は人類の前途にとってプラスの指標である。下方

修正の重要な要因である出生力の低下は､従属人口指数の著しい低下を２１世紀の前

半にもたらすことになり、危機の重圧を緩和し、望ましい対策の促進を可能にする

ことになる。

しかし、反面において過去における高出生率は若い人口の激増一それは雇用拡大

に成功すれば成長の活力となり、雇用機会の造成に失敗すれば社会不安をひきおこ

す－，と人口の高齢化をもたらすことを忘れてはならない。世界人口に占める６５歳

以上人口の割合は2000年には７％、２０５０年には15.1％(日本の現在の水準)に達する

ことが推計されている。さらに、人口増加率の低下は予想されてはいるが、２１世紀

前半の半世紀はなお膨大な人口増加が毎年追加されることは、特に重要な考慮を要

する点である。

世界人口はまもなく６０億に達しようとしている。アジアの人口も３７億に接近し

ようとしており、６０％以上を占めている。その中で注目を要するのは中国とインド

の２巨大人口国である。中国人口は２０００年には１２億7600万、インド人口は１０億

680万と推計されているが、両者で２２億８０００万の巨大人口である。この２ケ国の

人口はヨーロッパ人口の３倍を超えている。アジア人口の６２％をしめている。いい
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かえれば、アジア人口は世界人口の６１％、中国、インド人口はアジア人口の６２％を

しめている。

人口の大きさの観点から、アジアは世界を、中国、インドはアジアを代表するば

かりでなく、その人口行動はそれぞれの地域を反映し、また他の地域への波及とい

った影響をもっている点において重大な存在である。

事実、アジアは人口政策、特に家族計画による出生抑制において世界を牽引する

役割をもってきた。1963年の第１回アジア人口会議は国連の場での人口コントロー

ル論のタブーを打破したが、インドは指導的役割を演じた。アジアにおける人口増

加抑制政策の全面的な合意が世界の統一行動への前進に大きく貢献したことはいう

までもない。

アジアにおける人口転換の完成は日本によって実現されたが、やがて若干の時間

的おくれをみながら東アジア諸国に、そしてさらに東南アジア諸国に急速に波及し

ていった。東アジアではモンゴリアを除いてすべて合計特殊出生率が置換水準以下

の低水準に達している。東アジア全体の指標もＬ８８で置換水準以下にある。開発途

上国でこのような出生力の劇的な低下は全く予想されなかった。東南アジアにおい

てもシンガポールとタイは置換水準以下の出生力を達成している。この地域のその

他の国々にもそれぞれ低下傾向をたどっている。

インドの位置する南・中央アジアではスリ・ランカのみが置換水準直前の出生力

低下を実現している。この地域の大国インドではなお３．３９の高い合計特殊出生率を

示している。しかし、1970-1975の時期には５．４であったから、２０年間に平均子供

数は２人減少したことになり、注目すべき成果をあげている。インドは戦後いち早

く家族計画政策を政府の政策としてとりあげた先行国で有る。宗教、地方分権、多

言語、カスト制度等いくたの困難な諸条件下での家族計画の民衆への浸透は決して

よういではなかった。末端行政における行き過ぎた－部の行動は政治上の混乱、家

族計画行政の停滞をひきおこした。このことはインドにおける出生力低下の速度を

鈍化させた。

しかし､最近における着実な出生力低下はさらに持続することは確実である｡1992

-93年のインドの全国家族健康調査(NationalFamilyHealthSurvey-NIrIS-）に
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よると、１３－４９歳の既婚女性の平均希望子供数は２．９人であり７)、現状はなおかな

り高い。他方、インド経済は浮上傾向を示しており、特に南部における先行地域の

経済発展は、インドの出生力低下を推進することがよそうされる。

世界一の大人ロ中国の出生力低下はまことにめざましく、その事実が疑問視され

るほどであった.1949年の解放後の中華人民共和国は社会主義国であり、人口につ

いての社会主義思想が家族計画の浸透を阻害した。しかし、食糧自給や経済成長に

及ぼす人口増加の影響を重視した政府は「２人っ子」政策を推進した。ついに、１９７９

年世界を驚かした「１人っ子」政策に踏みきった。徹底した行政の指導、宣伝・教

育による人民の説得と合意の下に、出生力低下はみごとに成功している。合計特殊

出生率は最近すでに置換水準を割って１．９２（1990-1995、国連）に到達している。

経済成長率も近年１０％前後を持続している。

２０５０年には中国人口は１５億1600万、インドの人口は中国を超え１５億3200万と

推計されている。宗教、民族、文化を異にする３０億5000万の２大国の人口行動は、

アジアの機関車として、また世界の牽引車として大きな影響力を持つことが予想さ

れる。
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第１章

人ロと水資源

都市化 工業化●

社団法人日本家庭問題研究協会

副会長降矢憲一





１水資源の状況変化

世界の人口にとっての水資源は降水量から蒸発、吸収を差引いた河川流量として

は４３兆㎡、人口１人当たりで7,000,3と国連で計測されている。最近の地球環境の

変化によるものを別にすれば、かなり長期にわたって安定的に維持されてきた。

しかし、水を資源という視点からみれば、人口が容易にしうる流量は９兆㎡で、

これにダムなどの貯留３５兆㎡を加えた12.5兆ｍ3が存在するわけだが、現実に使

用されているのはその約５０％とされている。さらに人口にとっての資源という意味

でｌ人当たりの使用可能量としてみれば、近年の人口増を反映して１９７０年と９５年

の４分の１世紀の間に４０％の減少となっている。もちろんこの４０％減は現実の使用

量減ではなく、利用効率、有効化などでカバーされていて、この数値が、そのまま

水不足の程度につながるものでないことはいうまでもない。水の使用率がマクロ的

には５０％という大きな余裕限界をもっていることも指摘しておきたい。

水が資源であることに関してもつ、もう１つの決定的な条件は、その存在が地域

的に偏在していることである。世界の陸地面積の４０％を占める乾燥地には水資源量

は僅か2％しか存在しないことである。この地域的偏在性は多様的であって、水資源

を有効活用できたか否かは古来、人類の発展・文明の程度に地域特性が大きく影響

したことはいうまでもない。

こうした水資源の地域偏在性と人口分布とから、アジアは水の流量で世界最大な

がら１人当たりで最小であるという現実が存在するのである。アジアはモンスーン

地帯として降水量に恵まれているが、降水量は人口１人当たりでは世界平均の

26,871,3に対し、中国5,907,3、日本5,160㎡、インド5,061,3とそれぞれ大きく下

回っている。他方、タイ13,985㎡、フィリピン12,738㎡と降水量で恵まれているが

水資源の有効利用で前３国を上回っているか否かはまた別の問題である。

長期間にわたって比較的安定的に推移してきた水資源に、近年深刻な影響を与え

る問題が発生してきている。それは地球環境の変化である。

人口増を伴う工業化、都市化によって、エネルギーの消費増加が生じ、CO2増加
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を主因とする温室効果で気温が上昇する。その程度と今後の予測に関しては現状で

は必ずしも確度の高いものではないといえなくもないが、変化の方向は明らかであ

る。降雨量の減少、河川流量の減少、地下水の減少、地下水の塩水化などの影響経

路がそれであり、他方では気温上昇による水需要の増加が影響することから生ずる

水資源の余裕度の低下である。

こうした水資源の量的変化は現実の人口増による影響に比べれば小さいともいえ

なくもない。しかし、今後も継続する人口増(半世紀で5o億)という条件をつきつけ

られて、国連の持続可能開発委員会は「２１世紀の最大の問題の１つが水資源問題、

つまり地球現模での水不足」を提唱するに至ったのである。１９９２年の国際会議

(ICWE)では「水と持続可能な開発に関するダブリン宣言」を発することになったし、

９４年には国連総会で３月２２日を「国連水の日」と定め、迫り来る水資源の危機へ

の民衆的対応を啓発するなどに取組みはじめたのである。

世界人口の地域的変化、地球環境の変化の地域的差異などによって水危機に対す

る感応度は異なるが、工業化の先行する先進国も人口増加の顕著な途上国も危機意

識は共通している。

２工業化と水資源

定着した農業生産による食糧の安定供給に恵まれた時代はおよそ１万年にわたっ

たとされているが、人類はこの間に、約500万人から５億人に増加した。しかし人

口の増加が驚異的な増加に移行したものは１７世紀にはじまる工業化であり、僅々数

百年で１０倍化というものとなった。この速度はさらに加速して２０世紀末の６０億人

から国連人口予測にみられるように２１世紀中頃には100億人に達しようとしている。

こうした人類の発展、人口の増加には農業の発展による扶養力の増大に支えられ

たものであることはいうまでもない。しかし、工業化は後章でふれるように農業程

ではないが水資源に徐々に影響を与えつつあり、維持可能な成長のための工業のあ

り方が問われるようになってきている。以下で、工業化の水資源に与える影響につ

いて、みることにしよう。
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世界の工業化に遅れていた東アジア太平洋地域も植民地化の鞆を離れた２０世紀

後半に入って急速な経済発展を工業化を軸として開始した。６０年代の輸入代替産業

政策から７０年以降の輸出振興政策への転換という若干のタイムロスはあったが､国

民経済に占める製造業のシェアが農業のそれを上回る、いわば農・非農転換は、韓

国で７０年代、８０年代に入るとタイ・フィリピン・マレーシア・インドネシアの諸

国で揃い、スタートの遅れた中国も例外でなくなった。

こうした工業化の水資源への影響も端的である。世界の水使用量(1995年)で工業

用水のシェアをみると、欧州などの先行で２３％と農業それの３分の１になっている

が、アジア全体では９％とまだかなり低いシェアに止まっている。しかし、工業化の

発展段階に応じて日本は３３％、韓国１６％などと地域的な差異がみられる。現在進行

し、将来も着実に継続されていくことが見込まれる工業化の水資源への影響を検討

するために、以下で、工業化の変化と水資源のシェアの変化、工業用水のシェアと

の時系列的な関連をみることにしよう。

サービス経済化の反映で、製造業のシェアが、既に頭打ち状態になっている日本

では、最近の３０年間に工業用水のシェアは18.7％から17.0％へと僅かながらも低下

している。日本についで工業化が速かった韓国では、最近の２０年間の製造業シェア

の上昇２０ポイントに対し工業用水のシェアは4.3％から9.4％へと倍増している。ま

た、インドネシアは急速な工業化(３０年で２倍化)によって産業用水のシェアは経済

計画の目標ながら、倍増している。このように国によって工業用水の生産増に対す

る弾力性に差があるのは工業の発展段階を反映したものであって、工業用水の需要

内容の差をみておかなければならない。

工業用水の定義は日本の水資源白書によれば、ボイラー用水、原料用水、製品処

理用水、洗浄用水、温調用水など多岐にわたっていて、産業別には化学工業、鉄鋼

業、紙パ産業が、用水多消費３業種となっている。日本ではこれら３業種を含む基

礎資材型業種で水使用量合計の８４％を占めている。

こうした産業の水資源依存のパターンは各国でも共通しており、工業化の段階に

よる差が上述したような水資源に占める工業用水のシェアの動向に反映している。

また、日本の近年における工業用水の横ばい的傾向には、回収率が水多消費業種で
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80～90％と高いこと、海水利用率が２０～25％と高いことなど工業用水の省資源的対

応がかなり進んでいることも見逃がせない。近年の工業化のテンポが速く、量的に

はアジアにおけるシェアとして日本を上回る中国の水資源への対応には日本の省資

源的経験の応用が期待されるのである。

工業用水が、生産増加に対して比較的低い弾力性をもち、近年の日本のように工

業用水のシェアが安定的に推移していることは既にみてきたところである。しかし、

このような工業用水の需要にはそれなりの対応があることを指摘しておきたい。工

業生産に占める水コストは公的供給システム(水道)によるものに限れば、市民の消

費生活におけるコストシェアを大きく下回って、水多消費業種でも例外ではない。

こうした状況にありながら、工業用水は、農業用水の自然流量依存で有効利用が低

いのに比べ格段に違う対応が現に達成されているのである。回収率は日本の場合、

1975年以降、ほぼ一貫して上昇しており、業種による差はあるものの工業用水全体

としてみると1977年以降70％をこえ、最近年の95年では77％に達している。この

ような水資源節約対応によって水資源からの新たな補給である淡水補給量は絶対量

としても７５年以降、長期的に減少傾向に入っている。

回収率の上昇要因としては①地下水採取規制からのプレシャー、②渇水への対応

③排水規制からの促進などが指摘されているが、そのいずれもが水資源の有効利用

という基本的な戦略に沿うものであり、工業技術の特徴を活用したものであること

は評価されて然るべきであろう。

コスト面の負担が小さいために途上国の工業用水の使用に当っては、水原単位と

いう観念が低く、例えば、水多消費産業の代表である紙パルプ産業で日本と中国を

比較すると、バルプトン当たり水消費量は日本(1989年)の１２０トンに対し、中国で

は400トンと３倍をこえる大差がある。もっとも、日本でも２０年前の1970年では

270トンと多く、最近の20年間の対応がかなり顕著な成果をあげていることは認め

られるのである。今後、途上国における工業化が速度を早めることは当然ながら予

測されるわけだが、この場合、省水資源技術の援助、移転の必要性は高まろう。
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３都市化と水資源

都市は古代においては交易の搬点として形成されてきた歴史もあるが、本格的な

都市化(都市在住人口の比率)の進展は、近年の産業社会への移行以来のことである。

世界の都市化率は1975年の30％から８０年40％、９５年に45.3％と著しいものがある。

産業の立地には原料立地、消費地立地など、産業の性格によって差異があること

は否定できないが、都市化と工業化とは相乗効果をもつものとしていわば楯の両面

であり、経済的側面での工業化と社会的側面での都市化は密接に関連している。

都市化のテンポで、アジアが西欧より遅れていたことは上述の理由で説明できる

であろう。しかし、アジアの都市化も別表にみられるよう、７０年代以降、まさに工

業化の本格化と歩調を合せるように急速に上昇してきたc2OOO年予測では、国別に

は都市国家であるシンガポール、香港の100％は別格としても、日本の８７％、韓国

の７９％をはじめアセアン諸国も３０～50％、やや遅れていた中国も3696と見込まれて

いる。

こうした都市化の進展を反映して､生活用水の水使用量に占めるシェアも９０年で、

世界の８％に対し、アジアも６％とかなり接近するまでになってきている。国別には

日本の１７％、韓国の１１％を筆頭に中国６％、インド３％などとなっている。

アジア全体としての生活用水のシェアは時系列的には必ずしも正確には把握され

ていないが、日本を例にとると、最近の２０年間、７０年から９０年までの間に都市化

率は７１２から７７．０へと６ポイント上昇しているが、この間、生活用水比率はゆるや

かなる上昇傾向をみせている。この間の生活用水使用量でみると、確かに５o％の増

加となっているが、1人１日平均使用量でみると２５％、年平均１％弱程度の増に止ま

っている。こうした一定水準の充足による水消費の飽和的傾向が都市化の進展程に

生活用水のシェアを押上ないのでいる要因として働いているといえる。

しかし､都市人口の増加によってもたらされる都市用水の増加は２１世紀にかけて

著しいものがあり、アジアの人口大国である中国とインドについてみると、前者で

は1988年から2000年への10年強で2.2倍となり､後者ではやや増加率は低いが1990
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年から2000年にかけて1.4倍､さらに2025年には１９倍となるとする資源研究所の

予測もある。国連の調査によれば、途上国における水供給の状態として、適切な水

供給を受ける人口の比率は都市部の87％に対し農村部では３３％に止まっているとさ

れ、都市化による水供給の条件は都市化を阻害する要因とはなっていないことを示

唆している。

都市化をめぐる、このような状況から考えられることは、都市化が人口の生活、

消費の水準の上昇を伴い、水資源に占める都市用水のシェアを引上げる効果をもつ

のみではないということである。

農業用水、工業用水に対応する生活用水は狭義の家庭用水(飲料、調理､洗濯など）

のほか都市活動用水がある。飲食店、ホテルなどの営業用水、公衆トイレなどの公

共用水、消火用水などが含まれる。この都市活動用水は都市のインフラ的性格をも

つものであり都市化が進展する場合は必要な投資であって、近年の途上国の都市化

に伴う生活用水の需要増加にはこのような側面があることは軽視できない。

都市インフラの整備が工業化と都市化の相乗効果を高め、水需要増が生活用水と

工業用水を含む都市用水の確保の資源開発を促進し､都市近郊の農業地域に影響し、

極端な場合、農地の減少に及んでいることが東南アジアなどでもみられるようにな

ってきていることは注目されなければならないであろう。

都市化と水需要の関係で忘れてならないのは、都市の規模の問題である。都市の

発達には生産、流通、交通など地域特性も含めた多様な要因が働き、適正規模とい

う点からも、都市の規模の格差も発生する。しかし、近年の産業化、都市化の相乗

効果による巨大化の傾向は顕著である。こうした都市の巨大化による水供給の確保

は水資源に関する依存性にも変化を生じさせ、一般的には自然流量依存から、水資

源開発型へと移行する。ダム建設を含めた水源確保は勢い計画性を強めるところと

なり、水量の確保に関しては分散する中小都市よりも優位に立つとも考えられる。

こうした条件から都市化が水資源の面から阻止されることは現状からは考えにくい。

しかしながら、都市化が進み、大規模化すればする程、都市の人口は水に関して、

より有利な条件に恵まれるようになるかといえば必ずしもそうではない。参考別表

に示すように、市民の生活用水に対する満足度は、概して、大都市になる程低下し
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ている。東京都の場合、満足が646％と高いとはいえ、町村の92.5％を大きく下回

る一方、不満は30％で町村の６９％の４倍強と多くなる。満足・不満足の内容は多岐

にわたるが、水質にかかわるところが大であることは見逃がせないといえよう。

水資源開発が限界に接近して水質が劣化すること、これに衛生的な側面が加わる

消毒処理などで飲料水としての質の低下は一般的にも指摘されている。加えて、後

述するような水危機時への対応の弾力性が乏しくなることによる時限的ながらも量

的確保面の問題も生ずることは見逃がせない。市民の消費生活における生活用水の

コスト負担は0.6％と極めて低く、また需要の価格弾力性も低いものであることが、

行政サイドからの水資源開発への資金投入の積極性を阻害することがないであろう

力封。

４水危機への対応

水資源が長期的には比較的安定的に推移してきていたが、今世紀に入ってからの

人口増加によって人口1人当たり水資源はこの半世紀に４０％減少している。今後の

人口増予測によれば、この１人当たり水資源の減少はさらに加速し、これに近年の

地球環境の変化の影響を考慮すると、現在の水資源使用率が地球レベルで５０％とい

う条件を前提としても、地域偏在`性を加味すれば、部分的な水危機は不可避である。

国連も２１世紀中頃には水不足国が現在の３１ケ国から８０ケ国となり、人口では現在

の５億人から２８億人へ、また、比率では４０％に達することが予測される中で、さき

に述べたような危機宣言に発せられているのである。

水危機はどのように状況で発生するのであろうか。量的な面では貯蓄量の減少に

よる渇水、地下水の枯渇であり、これに地震、堆砂などによる貯留施設の機能低下

がある。他方、質的な面としては短期的には水質悪化による事故、燭度増加を伴う

洪水があり、長期的には富栄養化、地下水汚染などが考えられる。

さらに水供給システムの面では、地震、停電、地面の陥没などによる輸送機能の

阻害、処理機能の阻害などが考えられる。こうした危機状況は水管理やインフラへ

の投資が先行している国でももちろんのこと、途上国のように変化する水需要に対
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する供給システムの建設に追われる場合には不可避的に頻発することが予想される

のである。近年、中国の黄河下流域で限定された期間とはいえ渇水状態が発生して

いること、長江の大洪水での甚大な被害などは水資源管理の面からも見逃せないと

ころである。

農業用水に関するような長期化する危機状況とは、その性格にして異なるとはい

え、比較的短期的には工業用水の工業生産、ひいては経済成長への影響も無視しう

るものではないし、生活用水の面では市民生活への面では量より質の面でのより深

刻な影響が指摘されるのである。水危機→食料危機というループは地域的特徴もあ

って鮮明であるが、工業化都市化の水危機は変化はゆるやかではあるが、その規模

は地球環境的意味でも遥かに大きい。

工業化が経済を豊かにすることによって、人口の扶養力を高めたがその結果とし

ての人口の増加が工業を支える水資源に大きなインパクトを生じさせ、都市化が工

業化と相俟ってエネルギー消費増大を通ずる地球環境の変化をひき起して水資源の

存在条件にも影響するという、いわば危機の循環が解決すべき課題となってきてい

るのである。
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(参考資料）

表１世界各国の降水量

壁
年降水量

(mm/年）

年降水総量

（億m3/年）

面積

(千km2）

人口

(万人）
国名

オーストラリア

カナダ

ニュージーランド

旧ソ連

スウェーデン

インドネシア

アメリカ合衆国

世界

サウジアラビア

タイ

オーストリア

フィリピン

旧ユーゴ

スイス

イラン

スペイン

フランス

ルーマニア

中国

イタリア

日本

インド

イギリス

旧西ドイツ

エジプト

クウェート

(注）ｌ日本の年降水量は昭和４１年～平成７年の平均値。人口は平成７年総務庁統計局国勢調査による。

２世界及び各国の年降水量については１９７７年開催の国連水会議における資料、人口(】986年の年

央推計値)及び面積については国連世界統計年鑑(1985/86)による。
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表２用途別水使用量のシェア(日本）

生活用水

１４．２

１５．９

１６．９

１８．２

１８９

配｜”｜醗一卿一麩

国土庁「日本の水資源」（平成10年版）

表３アジアの国別工業化の推移

インドネシア蝿一伽一昨一Ｍ｜蝿一卿

⑲
｜
配
一
羽
一
羽
一
羽

世銀年報、アジア開銀資料

表４工業生産額にためる水道費用(%）

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５

０１４７

0.287

0.334

0.177

．1０３ 0.126製造業

紙パルプ

化学

鉄鋼

0.204 0.168 0.234

0.285 ０．２９１ ０２８］

００７４ ０１４８ Ｏ」３９

水資源白書(平成10年版）
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表５都市化率の推移

東アジア 東南アジア

１４．７

１７．４

20.0

２３．１

２８．１

34.0

函一四一叩一四一卿一豚

1６．７

24.5

28.2

32.6

342

37.0

世界銀行世界開発報告

表６生活用水に対する満足度

町村

満足

まあ満足

どちらでもない

やや不満

不満

叩一ｍ一Ｍ一幻一型

１８９

101

１０９

(資料）総理府「人と水のかかわりに関する世論調査」（1995）
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地球環境と水資源 ･食料生産

宮崎公立大学

学長内嶋 善兵衛





1．はしがき

地球惑星科学の最近の研究結果によると、半径約6,380kｍの地球がほぼ現在の大

きさになったのは４６億年前から１億年以内であったといわれる。そして、約４０億

年前に原始海洋内に生命体が生まれた。それ以来、生命の糸は途切れることなく続

き、いま我々が目にするような多様な生物種の生息する生物圏へと発展・進化して

きた。

天変地異による何回かの生物群の集団絶滅があったにもかかわらず、４０億年の長

きにわたって生命の糸が続いているのは、我々の生存する地球上の環境が次の基本

的条件を満たしていることに起因するということができる。

①地表近くの温度が生物の生存に適する０～40℃域に保持されてきた。

②地球上に液体の大量の水が存在し、地球環境を有害な太陽紫外線から守り続け

てきた。

一方、人類を含めて地球上の全生物は、その生存エネルギーを緑色植物の光合成

活動によって生成される乾物内に固定された太陽エネルギーに頼っている。

緑色植物群の光合成活動は、入射する太陽エネルギー量、温度環境そして水資源

に密接に関係している。爆発する世界人口をひかえて、人類の生存エネルギーの獲

得すなわち食料生産は近未来における最大の難問である。この解決には、土地資源

の有限という壁もあるが、淡水資源の獲得とそのより効率的利用という課題がひか

えている。

そこで、本小論では地球環境と食料生産の立場から地球の水資源の問題を簡単に

論じてみたい。

2．地球環境と水

最近の評価によると、地球上には13.5～13.7億k㎡の水があり、その９７％は平均

水深3,700ｍの海洋(面積約361億ha)内に満々とたたえられている。それゆえ、宇宙
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からみた地球は、他の惑星とちがって青々とした水の惑星に見える。これが地球を

生命の星とし､人類という不思議な生物種を育てた大きな原因ということができる。

そこで、ここでは水の存在が、生物の生存できる地球環境の形成にどのように関係

しているかを簡単に説明する。

1）大気の温室効果と大気中の水蒸気

簡単な放射エネルギー収支式を用いると､現在の太陽定数(=1367Ｗ/m2＝1.96cal／

（cm２．ｍｍ))の下でも、大気を持たない裸の地球の表面近くの温度は次のように計

算される（たとえば小倉、1997）。

裸の地球:-18℃

一方、地球上に展開されている気象観測所のデータ処理から、大気に包まれた

現在の地球の表面近くの年平均温度は下のようになる。

現在の地球:＋15℃

両者の比較から分かるように、濃密な大気で包まれた現在の地球は、大気を持

たない裸の地球より３３℃も高温に維持されている。これは地球大気の温室効果

のためである。それゆえ、大気の温室効果は、地表近くの温度環境を生物の生存

適域に維持してくれている命の大恩人ということができる。いま、地球温暖化と

の関係で、大気の温室効果は若干敵視されているが、それは人類の生産活動によ

って温室効果が、自然生態系と人類社会の適応可能な速度以上で強まるという心

配のためである。

よく知られているように地球大気は様々なガスの混合で､全質量はＳ３ｘ１Ｏ１８ｋｇ

になる。その９０％は１５kｍ以下の対流圏内にあり、それ以上の成層圏内にある大

気量は1096である。そして、全大気量の999％は50kｍ以下の大気層内にある。

大気を構成するガス類は次の二つに大別される。

①準定常成分:窒素、酸素、アルゴン、ネオンなど

②温室効果成分:水蒸気、二酸化炭素、メタン、オゾンなど

準定常成分は大気の９９％近くを占め、その含有率が場所.季節.高さでほとん

ど変化しない特徴をもっている。一方、温室効果成分は変動成分ともよばれ、地
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表の状態.人間活動の強弱･季節などによって大きく変化する。

大気中の定常成分と温室効果ガス成分は太陽から地球へ入射する太陽光線に

対して共に高い透過率をもっている。大気を透過した日射エネルギーは地球表面

に吸収されて熱エネルギーに変換され、様々な仕事をしたあと、日射エネルギー

より波長の長い赤外放射として大気中へ放出される。定常成分は赤外放射に対し

ても高い透過率をもっている。一方、温室効果ガス類は赤外放射をよく吸収し、

そのエネルギーを自らの絶対温度（＝℃+27315）の４乗に比例する形で、赤外

放射エネルギーとして放出する。

このために、地表上の気層内に温室効果ガスが含まれていると、入射する日射

エネルギーの他に、温室効果ガスからの赤外放射エネルギーが付加される。そし

て、それに対応するだけ地表近くの温度が上昇してくる。これが大気の温室効果

である。各温室効果ガスが現在の大気の温室効果にどのように寄与しているかが、

表１に示されている。

表’にみられるように、約３３℃の大気温室効果は大気中の温室効果ガス類か

ら付加される下向きの赤外放射エネルギー（約155Ｗ/m2）によってもたらされて

いる。そのほぼ2/３は大気中に水蒸気として含まれている水のためである。いま、

世界的に問題になっている二酸化炭素(CO2)は約,/３に担っているにすぎない｡大

気温室効果への両ガスの寄与の違いには、赤外線域での吸収率の差も関係してい

るが、主要な原因は下のような両ガスの存在量の違いである。

大気中の水蒸気量：］２兆4000億トン

大気中の二酸化炭素量：２兆6280億トン

上の説明から分かるように、地球表面近くの温度環境を生物の生存適域(｡～

40℃)に維持するのに大きな役割を果たしている大気温室効果のなかで、大気中

に存在する水一水蒸気は主導的な部分を担っている。

しかし、現在の地球温暖化のなかで大気中の水蒸気量の増減が問題にならない

のは、大気中の水蒸気量が気温の関数であり、温度変化の結果として決まるため

である。￣方、二酸化炭素濃度は、人類による化石燃料の大量使用によって上昇

し続け、直接的に大気温室効果を強め気温の上昇をもたらすために、現在世界的
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に大きな注目を集めている。

気候を緩和する水の働き

水は下のような特別に大きい比熱と蒸発潜熱をもっている。それゆえ、水は暖

まりにくく、また冷えにくい。水が相変化(液体一気体)する時には莫大な熱エネ

ルギーが関与するので、水蒸気の形成・移流・凝結によってエネルギーの移動が

活発に行われる。

水の比熱：4,218JKIkgl＝LOcay(℃.g）

水の蒸発潜熱：Z5xlO6Jkgl＝597cal/g(0℃で）

このような水の特別な物理的性質によって、地球上の気候は大幅に緩和され、

生物生存に好適な気候域が広く地球上に形成されている。

その様子を明示するために、つぎに地球のエネルギー収支を簡単に説明する。

地球全体として年間エネルギー収支を表わすと図Ｉのようになる。いま、地球の

惑星アルベド(=太陽エネルギー反射率)を０３とおくと、惑星地球と地球表面の単

位面積が吸収する年間太陽エネルギー量は下のようになる。

惑星地球吸収量（ｑ･)＝179kcal

地球表面吸収量（ｑ)＝118kcal

その差６１ｋcalは地球大気に吸収されたエネルギー量である。地球表面吸収の

すべてが地表近くの気象現象に使用されるわけではない。その一部は地表から赤

外放射(1)として大気中へ放出されている。このＩを差し引いたエネルギー量が地

表近くの気象現象のエネルギー源、すなわち純(正味)放射量(Rn)である。それは

下のように表わされる。

Ｒｎ＝Qa-I＝118-39＝７９kcal（１）

この７９ｋcalの純放射量はつぎのように配分されている。すなわち、地球表面

に与えられた年間純放射量の83.5％は水の惑星表面から水を蒸発させるのに、残

り16.5％は太陽熱で暖まった地球表面からより低温の大気への伝熱に配分され

ている。

水の蒸発（躯）＝66kcal

2）
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大気への放熱（P)＝１３kcal

それゆえ、地球表面での熱エネルギー配分を特徴づけているポーエン比(Bowen

ratio)を求めると次のようになり、地球のマクロな気候条件は湿潤で、植物生産

Ｐ/肥=13/６６＝0.19（２）

したがって生物の生存に適していることが分かる。

地球表面からの水の蒸発(=1139mm/年)に使用された６６ｋcalは、水蒸気が大気

中で凝結し降水となるときすべて放出される。さきの節で説明した大気中の水蒸

気量(１２兆４０００億トン)は、地球上での水の蒸発と大気中での凝結・降水によっ

て維持されており、動的平衡状態にある。この凝結熱(fr＝６６ｋcal)は、地球大気

の吸収した日射エネルギー(61ｋcal)､地表面から大気中への伝熱(１３kcal)および地

表から大気中への赤外放射(３９kcal)と一緒になって、逸出赤外放射(L=179kcal)と

して宇宙空間へ放出されている。

上では地球全体として説明したが、地球は半径6,380ｋｍの球で、入射する太

陽エネルギー量・大陸の分布・海洋の分布などは緯度帯によって大幅に違ってい

る。しかし、多くの観測から分かるように、地球上の気候は意外と緩和されてい

る。それは大気圏内および海洋内に地球規模の流れ－大気大循環と海洋大循環が

形成され、多量の熱を南北に輸送しているためである。その様子が図２に示され

ている。

図2-aは地球の吸収する太陽エネルギーと地球の放出する赤外放射の緯度帯変

化を示している。北緯３５｡～南緯３５゜の緯度帯域では、吸収太陽エネルギー量が

放出赤外放射量を上回っている。一方、北緯35゜以北と南緯35.以南では逆に放

出赤外放射量が上回っている。それゆえ、大気大循環と海洋大循環による低緯度

から高緯度への熱エネルギーの輸送がなければ､低緯度帯は時間につれて高温化

し、高緯度帯は寒冷化するはずである。

しかし、観測結果は低緯度帯が25～30℃、中緯度帯が15～0℃、高緯度帯が、

O～-15℃にあることを示している。これは低緯度域の余剰熱エネルギーが大気・

海洋内の大循環によって高緯度帯へ輸送され、図２－ａに示したエネルギー不足を

補っているためである。図２－b,ｃは大気圏内での顕熱と潜熱の輸送を、２－．は海洋
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内での熱エネルギーの輸送を表わしている。図にみられるように、莫大な熱が北

半球では北へ、南半球では南へ大気の流れと海流によって輸送されている。熱輸

送は海流よりも大気圏内での流れの方がより効果的である。これは大気圏内の熱

輸送が空気のもつ熱エネルギー(顕熱)と水蒸気のもつ潜熱エネルギーの両者によ

って行われるためである。

上の説明から分かるように、水のもつ物理的な特徴（大きな比熱と蒸発潜熱）

とその流動,性によって、水は地球上の温度環境を均一化し、その地理的変化の幅

を小さくしている。そして、生物の生存に適した地球環境の形成と維持に大きな

貢献をしている。これは水が単なる資源ではなく、地球環境の形成要因であるこ

とを物語っている。それゆえ、水はまさに生物の生息地(habitat)そのものでもあ

る。

3．植物生産・食料生産と水

1）自然植生の生産力と地球環境

植物生産は、地球上に生きる全生物の生存の源である。この原則は４０億年に

近い生命の歴史を貫いており、今後も作用し続けるものと思われる。それゆえ、

植物生産の担い手一緑色植物群は全生物を過去から現在まで、そして未来へと物

言わず担い続けてゆく「緑のアトラス」とよばれている。

この緑のアトラス（巨人）に全生物を担うフォースを与えているのは、約1.5

億kｍの宇宙の彼方から地球へ絶間なく供給される太陽エネルギーである。そし

て、フォースの大小は次式で与えられる植生の純一次生産力(NPP,トン乾物/(ha・

年))によって表される。

ＮＰＰ＝ＧＰＰ－Ｒ（３）

ここでＧＰＰとＲは植生の総－次生産力と呼吸損失量である。

多くの実測データの処理および光合成活動のモデル的考察から、自然植生の純

一次生産力(NPP)は次のモデルで評価できることが分かった(Uchijima・

sei､0,1985)。
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ＮＰＰ＝[O29exp(-0.216RDI2)]Ｒｎ （４）

ここでRDI(=Rn/'r)は気候乾燥度を示す放射乾燥度、Ｒｎとｒは年間純放射量(kcal）

と年間雨量(c､)､’は水の蒸発潜熱(kcal/gH20)｡上式はRDIの増加(乾燥化)につれ

て、放射エネルギーの乾物生産量への変換効率が急減することを示している。ま

た、一定のＲDI値では乾物生産量が純放射量に比例して増すことを示している。

(4)式を用いて気候要素(RDLRn)を変数としてＮＰＰ値および植生タイプを示す

グラフモデルを作成すると図３のようになる。図にみられるように、RDI＜1.5

域の多湿気候帯では、低いＲｎでの針葉樹林から高いＲｎでの熱帯雨林まで森林帯

が連なり、純一次生産力も約５トンから２５～３０トン/(ha･年)まで増大している。

一方､RDI＞１５の乾燥気候域では植物への水分供給が急減するので、純一次生産

力も急減し、植生タイプも森林草原・草原そして半砂漠一砂漠へと変化してくる。

純一次生産力も５トン以下へと急減し、RDI＞３０域では1トン/(ha･年)以下とな

り生物学的には辺境である。

現在の気候条件下での14898億haの陸地のもつ植物生産量を評価するために、

自然植生の純一次生産力(NPP)の地理的分布を求め図４に示した。図にみられる

ように、温度環境・水分供給・日射エネルギーの組み合わせを反映して、ＮＰＰは

極北地帯･ツンドラ帯そして亜熱帯高圧帯での1.0t/(ha･年)以下から赤道帯にある

熱帯雨林地での25～30[/(ha･年)まで広い範囲に変化している｡図中の陰影域は10t

以上の高生産地帯を示している。広大な地球の陸地上で高生産地帯が意外に狭い

ことが分かる。

これを定量化するため、各NPP値域ごとの面積頻度分布曲線を作成した（表２

参照）。

lot/(ha･年)以上の高生産地は全陸地(14889億ｈａ)の36.1％にすぎない。とくに

25t/(ha･年)以上の亜熱帯・熱帯雨林は、わずか3.5％にすぎない。一方、１V(ba･年）

以下の生物学的辺地は22.5％もある。このことは、現在の地球上での温度資源・

水資源・太陽エネルギー資源の組合せ、したがって地球上での大陸と海洋の地理

的分布が植物生産にとって、あまり好適でないことを示している。来世紀に予想

される人為的な地球温暖化が、図４および表Ｚの結果にどのような変化をもたら
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①自然植生地は多くの生存エネルギーの生産・供給の場である。

②自然植生地は野生生物にとって安全な生息地である。

ト
群落水利廟効率-』菫籍一

群落蒸散効率＝＿趣212生塗＝

2）

地面蒸発

群落水利用効率=群落蒸散効率×(１－蒸発散）（６）

多くの研究者によって種々な作物種の蒸散効率が報告されている。それらの平均

値を示すと表３のようになる。表にみられるように、Ｃ3作物群の蒸散効率はＱ

作物群のそれの約1/２で、水の利用効率の低いことが分かる。
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C3作物群内では根粒菌を寄生させるマメ科植物では効率が約１５％低くなってい

る。、

上表値を用いると、乾物１tを生産するに要する蒸散量は次のようになる。

Ｃ4作物：315ｔＣ３イネ科作物：Ｓ９９ｔ

Ｃ３マメ科作物：694ｔｑその他作物１５７０ｔ

いま、栽培期間での地面蒸発を蒸発散量の０２とおき、(6)式を利用すると、乾物

1tを生産するに要する耕地の水需要量は、上の値の1.25倍になる。

自然植生の大部分はＣ３植物群であることを考え、群落水需要量を600t/t乾物

と仮定すると、さきに説明した各生産量の生産に消費する水資源量は次のように

評価できる。この必要水資源のすべては、陸地上への降水によって補給されてい

譲蹴:JIIiil州

いる。

1991年の資料によると、約１８７億トンの穀類生産のために704億hａ（内Ｌ１３

億ｈａは灌慨あり）の耕地を使用している。いま、収穫係数の総平均値を0.4と仮

定すると、18.7億トンの穀類生産には次の乾物量を生産しなければならない。

総乾物生産量＝２５×18.7＝46.75億トン

さきに説明した群落水需要（600t水/t乾物）を用いていると２兆８０５０億トンの

水資源を使用していることになる。これは各作物の栽培期間に約400ミリの水資
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源が必要なことを意味している。この水は栽培期間中の降水と他流域からの導水

によって補われるが、上に示したように灌概耕地は穀類生産用耕地の１６％にす

ぎない。

KendallandPimentel(1994)は、２０５０年の食糧シナリオとして表５を提示してい

る。耕地面積の拡大はかなり困難で、楽観的シナリオでも現状より２０％増反で

きるにすぎない。常識的シナリオでは逆に１２％減反している。上記のシナリオ

に基づいて、耕地の水需要量を推算すると下のようになる。それゆえ、来世紀半

ばの食糧を確保するには、穀類生産用の耕地の現在の水需要量（400ミリ/ha）の

13倍(悲観的シナリオ)からＬ7倍（常識的シナリオ）の水資源が必要である。

;擬ｌｌｉ農'１｝櫛＝
しかし、増大する世界人口と生活水準の上昇、そして世界気候の人為的温暖化

の進行を考えると、つぎのようなことが予想され、農用水資源の確保はきわめて

困難になるだろう。

①温暖化に伴う降水状態の変動性の増大（シャワー型の降雨の増加、無降水期

間の長期化、降水の利用率の低下など）

②温暖化に伴う地面・植被面からの水分蒸発の増大

③表層土壌の急激な乾燥化

④生活用水・工業用水需要の増大（とくに発展途上国で）

一方、CO2濃度の上昇は作物の蒸散水効率（Ｗ/T,Ｗ:乾物生産量;T:蒸散量）の改

善をもたらすので、耕地の群落水需要量は上で使用した値より小さくなることも

予想される。

､

4．おわりに

地球環境は、人類を含む全生物群にとって次の四つの働き（機能）を果たしてい

る（内嶋、1990）。
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①生存活動を営み、次世代を育てる

②生存に必要なエネルギー・物質を生産し貯蔵する

③エネルギー・物質および老廃物を運搬する

④遺体・老廃物を分解・処理し再利用に備える

この四大機能を地球環境に与えているのは、大腸から入射し続ける太陽エネルギ

ーであり､莫大な量の水の存在であり、そして約40億年の進化の歴史をもつ生物(と

くに植物群）の働きである。

しかし、いま地球は一つの生物種一人類の異常な増殖と活動という脅威にさらさ

れている。それは優れた大脳の働きによって開発された「地球資源化技術」によっ

てもたらされている。これは地球のすべて（空間・現象・物質・生物）を、自らの

豊かな生活のための資源としか考えず、利用しつくす文明体系であり実践である。

すでに上に述べたように､水の惑星一地球は４０億年の進化の歴史をもつ全生物群の

唯一の安全な生息場所であり、そのための様々な資源が準備されている星である。

それゆえ、近未来における地球環境と水資源・食料生産との関係を考えるにあた

って､最も大切なことはこの有限の地球上で人類と４０億年の進化史の重味をもつ多

くの生物群とが、いかにして持続的共生を図るかという課題である。人類の肥大す

る物質欲望の大胆な抑制なしには、この課題を解決し水の惑星一地球上で人類と他

生物群との持続的共生を確立することは困難であろう。
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表１種々な温室効果ガスの大気温室効果への寄与(MitchelL1989）

赤外放射の強さ(Ｗ/m2）
～100

５０

１．７

Ｌ３

Ｌ３

ｑＯ６

０．１２

容積比(ppmv*）温室効果ガス

水蒸気

二酸化炭素

メタン

ー酸化二窒素
オゾン

フロン(CFC-11）

フロン(CFC-12）

０～3000

３５０

１．７

０．３

３０ｘｌＯ－３

０２２ｘ１０Ｆ３

０３８×１０F３

*ppmは１００万分の１

表２陸上植生の純一次生産力の面積頻度分布

（SeinoUchiiima,1992）

２０～２４９１５～１９９5.0～９９ １０～１４．９ＬＯ～４．９NPP域
一

％

25～３０
￣

３．５100

表３数種作物群の平均蒸散効率(Arkley,1982より計算)単位ｇ乾物/kg蒸散量

Ｃ3マメ科作物
エンドウ、アカク

ローバー，
ベッチ、アルファ

ルファ、スイート
クローバー

Ｃ3作物
ナタネ、

ジャガイモ、
ワタ

ｃ3イネ科作物
イネ、エンパク、
コムギ、オオムギ、

ライムギ

ｃ4イネ科作物
キビ、ソルガム、
トウモロコシ、

スーダングラス

作物群

1.751.44蒸散効率 1.673,18
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表４地球上の陸地の水収支(Vosk｢esensky，１９７４より作表）

大陸

(含む諸島〉

、■■■用

四四需閉■､亜■■

6９００

表52050年の世界食糧シナリオ(Kendall･PimenteL1994）

￣函一
一一一一
一一■－
－
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図１地球の年間熱収支(Budyko，1978）

単位：kcal/(cmz・年）
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地球の各緯度帯における放射エネルギー収支(a)と大気圏・水圏内での熱輸送

(b,c,d)(小倉、１９９７より作図)、熱輸送の正は北向き、負は南向きを表わす。
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図３環境因子一植生分布一純一次生産力のグラフィックモデル

（Ｏｈｔａｅｔａ1.,1993より作図）
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図４自然植生(陸上)の純一次生産力（トン乾物/ヘクタール･年)の地理的分布
（内嶋・清野、１９８８より）
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図５トウモロコシ畑の乾物生産と収穫係数の土壌への湿りの影響
（Ustenkql963より作図)。
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第２章

中国の人ロ

吉林大学東北亜研究院人口研究所

副所長尹豪





Ｌ人口政策・計画生育政策

中国の人口政策及び計画生育政策は、他の開発途上国によく見られるような家族

計画とは異なり、徹底した人口抑制と人口管理政策という性格を持っている。

1970年代初めから中国では本格的な人口抑制が行なわれ、持続的にその効果をあ

げている。基本国策となっている人口政策の基本内容は、人口の数量を抑制し、人

口の素質を向上させることである。中国の人口抑制政策は、主として中央から地方

の末端レベルに至る計画生育機構という行政組織のネットワークを通して実施され

ているのが大きな特徴であり、他の国では類をみないものである。

今まで、中国では社会主義社会の出産問題において、社会の全体利益と個人及び

家庭の利益が一致しているという理念のもとで、社会全範囲において出産の計画化

を図って、「計画生育」という中国独特の人口政策を推し進めてきた。中国の計画

生育政策は、出産抑制、晩婚、晩育、少産、優生がその主な内容となっており、そ

の目的は計画的に人口の増加を抑制しようとするものである。

中国の人口政策は模索段階を経て、挫折を繰り返し、形を整えて実施され、効果

を挙げるまでに、実に３０年以上の時間が流れている。

建国以来の中国の人口政策を顧みれば、1950年代には計画生育が実施されておら

ず、ただ人口抑制思想が提起され、模索と準備が為されていた。1960年代前半にな

って人口政策が提起され、初期の施行に踏み出したが、文化大革命の始まりととも

に人口政策の推進は中断されてしまった。1970年代初め以来、人口政策が形として

現れ、次第に完成され、定着し、計画生育を通して広範な実施と効果を見るに至っ

ている。

1953年から大規模な経済建設が始まったが、その年に行なわれた建国後最初の人

口センサスの結果、人口急増が識者たちの関心を呼び起こし、人口抑制の声が出始

めた。それ以来の数年間は人口問題への関心から人口抑制の必要性が認識され、人

口抑制への努力に踏み出そうとしていたのである。しかし、政治情勢の変化により、

1958年以降人口抑制の主張は弾圧され、多くの識者たちが被害をうける悲劇が起こ
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ってしまう。その代表的な人物があの有名な馬寅初であった。結局、政治的過ちに

より、人口問題への認識と人口抑制への努力が挫折してしまい、軌道に乗りつつあ

った経済発展も大きな打撃を蒙るようになった。

1958年の急進的な大躍進運動が失敗に終わり、それに続く数年間の経済的困難は

中国社会に大きな衝撃を与えた。経済的困難と社会的不安定という人為的要因から

一時的に人口増加率の急激な低下が現れたが、1962年以降に経済が回復するにとも

ない、その反動として人口増加率が大幅に上昇してきた。その結果、人口圧力が再

び関心を呼び、人口抑制への必要性に迫られたのである。翌年には幾つの省と市に

計画生育委員会という政府の行政機関が設置され、1964年には国家予算項目の中に

「計画生育支出」が設定され、同じ年に国務院計画生育委員会が設立されるように

なった。このように次第に軌道に乗り出した人口政策は、1966年の文化大革命の勃

発により中断されてしまった。文化大革命時期に人口問題はタブーとなり、人口抑

制のための人口政策を云々することは不可能なことであった。人口政策のための計

画生育が明確に打ち出され､持続的に実施されるようになったのは，970年代初めか

らである。1973年に人口が国民経済発展計画の中に組み込まれ始めた。同じ年に国

務院計画生育指導小組が設立され、「計画的に人口を増加させる政策」としての中

国の人口政策が明確な形で成り立つようになった。

この時期の人口政策は、主として「晩．稀．少」という三本柱から成っていた。

「晩」とは、晩婚を意味し、男女の初婚年齢を伸ばすようにした。「稀」とは、二

人の子供の間の出産間隔を四年前後にすることであり、「少」とは、－夫婦が二人

以上の子供を生まないようにすることである。￣方、1970年から避妊薬品と器具の

無料供給制度が実施され、1973年には全国で三分の＿の農村において男女不妊手術、

ＩＵＤ装着と人工中絶に必要な設備と器具が装備されるようになった。この時期は、

文化大革命がまだ終わっていなかったが、種々の行政手段を通じて人口抑制が行な

われていたのである。

十年間も続いた文化大革命は１９７６年に終わり、１９７８年の新憲法に「国家は計画

生育を提唱し、推し進める」と明示され、同じ年に「一夫婦に子供一人が－番望ま

し〈、多くて二人まで」という方針が明確に提出された。１９８１年に中国の人口政策
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Iよ「人口の数量を抑制し、人口の素質を向上させる」という内容を鮮明にし、その

翌年に計画生育は中国の基本国策の一つであることが宣言され、今世紀末までに中

国の人口を１２億以内に抑制するという人口抑制目標が正式に打ち出された。１９７０

年代初めに人口政策が実施され、10年余りの努力を経て計画生育が既婚夫婦の義務

として憲法に明示されるに至り、中国の人口政策はほぼゆるぎないものとなった。

1980年から「子供一人の出産を極力に提唱し、二人の出産を厳格に抑制し、多子を

禁じる」方針が打ち出されたが、「二人目の子供の出産」については、各省、市レ

ベルで具体的な規定がなされており、地域によって若干異なるところもある。中国

で実施している人口政策は「一人っ子政策」であるといわれるが､厳密に言うと「一

人っ子奨励政策」なのである。

計画生育管理ネットワークの中で､中国の人口政策は強力かつ効果的に遂行され、

成功裡に人口抑制を行なってきている。しかしながら、近年における社会経済の著

しい変化、とりわけ官民一体となって取り組んでいる市場経済化にともなって、新

しい複雑な局面が現れており、計画生育管理も多くの新たな課題に直面している。

基本国策としての中国の計画生育の位置付けは今も変りが無い。今後市場経済化

が進むにつれて、現行の人口抑制政策を次第に広義の社会政策に組み込み、人口政

策をソフトランディングさせていくのには長い時間が必要であろう。

2．人口高齢化

建国以来の約二十年間、中国ではずっと高い出生率が続いて来たが、1970年代か

ら出産抑制が行なわれ、また７０年代終わりから８０年代初めにかけて、さらに国策

としての「一人っ子政策」が推し進められてきた。その結果、出生率は急速かつ持

続的に低下してきたｃ出生率の持続的な低下は、人口転換をもたらし、その過程は

また人口の年齢構造の変動をも引き起こし、人口は高齢化へと向かっていくように

なった。中国の人口高齢化は全体的にはまだ低い水準にあるが、局部的にはだいぶ

進んでいる地域もあり、将来の高齢化対策及び地域の社会政策等は新たな課題に直

面するようになる。中国の人口高齢化は、経済がまだそれほど発達していなく、－
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人当たり所得がまだ低い段階で、社会保障制度が不備な状況下で高齢化が進むとい

うことに大きな特徴があると言える。

建国後の半世紀近く、中国の出生率は一時的には変動したものの、趨勢的には低

下してきた。特に、1970年代以降の低下は著しいものである。平均合計特殊出生率

をみると、１９５０年代は5.87,1960年代は５６８とほぼ同じ水準にあった。１９７０年以

降は着実に低下を続け、７０年代の年平均合計特殊出生率は４０１であり、１９８０年代

は年平均2.50を下回るようになっていた｡1990年の第四次人口センサスによると、

中国の合計特殊出生率は２．２５であるが、もっとも低い北京では１．３３であり、最も高

いチベットでは全国平均水準の倍近い４２２に達していた。全国で三分の－の地域が

人口の置換え水準を下回り、かなりの低出生力水準に達していたのである。

出生率の低下とともに、死亡率も引き続き低下して、人口の平均余命も上昇して

きた。1957年、中国人口の平均余命は、男子が55.8歳で女子が55.9歳であったが、

1981年には男子が66.3歳、女子が69.3に上昇し、１９９０年にはさらに男子が67.6歳、

女子が709歳に上昇した。

出生率の持続的で急速な低下と平均余命の引き続く上昇は、将来中国人口の急速

な高齢化を意味するものである。中国では地域間の年齢構造にさまざまな格差が見

られる。都市・農村間の人口移動もその一因であろうが、主な理由は出生力水準の

差異にあるものと思われる。中国の高齢化水準は全体的にはまだ低いものであるが、

都市と農村の間、地域間の格差が大きい。今後中国の人口高齢化が非常に速いスピ

ードで進むことが予想されるが、その理由は二十数年来人口抑制を行なった結果、

出生力が持続的に低下したためである。

人口抑制政策による出生力の低下は人口の年齢構造の変動をもたらしている。表

ｌに示されているように、中国の年齢構造係数を見ると、６５歳以上の高齢人口は

1990年には5.6％であったのが、１９９５年には6.7％に達し、老年人口指数も１９９５年

には１０％台に昇っている。国連の中位推計（WorldPopula(ionProspects:Thel996

Revision）によると、中国の６５歳以上の高齢人口の割合は2020年には10.8％となり、

2030年には14.4％、さらに２０５０年には19.2％となる見通しである。中国の高齢化

水準は他の先進国に比べればまだ低いものであるが、地域間の格差が大きい。例え
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ぱ、１９９５年の場合、６５歳以上の高齢人口が全国平均では6.7％であるのに対し、高

齢化が最も進んでいる上海では11.4％に達している。また、総人口の規模が大きい

ため、中国の高齢人口の数量も膨大なものである。国連の同中位推計によると、６５

歳以上の高齢人口は2000年には8,550万人に、２０２０年には１億5,647万人、さらに、

2030年には２億1,596万人に達することが予想される。このような膨大な数量に昇

る高齢人口は医療、保健及び介護等において社会に多くの課題をつきつけてくるこ

とはほぼ間違いないことであろう。

人口抑制政策を実施してきた中国では、出生率がすでに低下しており、「計画生

育」という基本国策のもとで、今後も引き続き人口増加を抑制していくことになる

ため、人口の年齢構造に大きな変化をもたらすほど出生率が上昇することは考えに

くい。その結果、過去に引き続いて今後も低出生率が続けば、遠くない将来に急激

な人口高齢化が訪れてくることは必至である。人口高齢化にともなって、医療、年

金等の社会保障制度の整備が至急の課題となる。人口の急速な高齢化は社会、経済

の発展にも強いインパクトを与えるようになる。将来に予想される人口高齢化はま

た将来の人口政策の再考をも促しかねない。

中国は低い経済水準のもとで急激な高齢化社会を迎えることになる。現在中国全

体では、約８割の高齢者は年金がなく、高齢者の社会保障は一部の高齢人口に限ら

れている。中国老齢科学研究センターが1991年に行なって調査によれば､都市では

729％の高齢者が年金をもらっているのに対し、農村ではわずか5.7％の高齢者が年

金をもらっている。現在、中国の都市、農村の高齢者の実際生活水準は低く、また

都市と農村、年齢、性別の間に大きな格差が存在している。また、多くの高齢者が

家族によって扶養されているのが実態である。中国の現状からして、短期間では国

家が高齢者の扶養問題を解決することが不可能であるが、社会経済の発展につれ、

社会が年金基金を増加させ、社会保障制度を確立していくことが求められている。

中国では1995年に､社会の統一計画と個人口座を結び付ける方法で年金保険制度

を実施していく方針を正式に打ち出している。基本年金保険に加入した勤労者は全

員個人口座を開設し、個人の納付する保険料は個人口座に記入され、企業の納付す

る保険料の一部分も個人口座に記入される。企業の納付した保険料の一部分は社会
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の統一基金として、退職者の年金を支払う。そして、今世紀末までに、各種企業の

勤労者及び自営業者に適応でき、年金保険範囲と資金源を拡大させ、多種類の年金

保険制度を実施し、勤労者基本年金保険、企業補足年金保険、社会統一計画と個人

口座を結び付ける総合的な年金保険システムを確立していくことが目標となってい

る。

現状では、全国の多くの地域で社会統一計画と個人口座を結び付けるという原則

で年金保険制度を実施しているが、地域間で社会統一計画の範囲も異なり、省レベ

ルで統一計画を実施しているところもあり、また市レベルで統一計画を実施してい

るところもある。改革の実態も地域間で格差があり、社会保険組織を設立して年金

保険の社会化を図っているところもあり、従来どおり企業が年金を支払っていると

ころもある。また、全国的にみると、幾つの年金保険の管理体制に分かれている。

民政部は農村の年金保険を、労働部（機構改革前）は都市勤労者の年金保険、人事

部は公務員の年金保険を管轄しているなどである。産業別にもまた幾つかの年金保

険が存在している。

中国では、現在進められている経済の市場化にともなって、今後も年金保険制度

の引き続く改革と模索が続けられることになる。

3．今後の人口動向一人口増加

建国当初の1949年、中国の人口はおよそ５億4000万であったが、1990年には’’

億4000万を超えるようになり、さらに1997年末には１２億3600万に達している。

この半世紀近くの間に実に７億近く、率にして２．３倍もの増加を見せている。1951

～５７年の７年間は毎年２％乃至それ以上の率で人口増加を続けたが、１９５８年から

1961年の間は人口増加が停滞し、1960年には人口マイナス成長という建国後に例を

見ない現象まで現われた。この期間の人口増加の停滞や減少には自然災害等の要因

が深くかかわっていた。

数年間の停滞を経て、中国人口はすぐに増加の勢いを取り戻し、１９６３年には建国

後の最高値である３３％の増加率を記録した｡その後も中国人口は増加の勢いを緩め
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ず、1962～７３年間にわたって自然増加率は年率２％以上の高さを保っている。そし

て、１９７４年に平常年としては初めて人口の自然増加率が２％を割り込んだ。その後、

それは次第に低下して、年平均１１～14％ほどで変動したが、１９８０年代後半には再

び若干上昇している。その上昇は、1960年代から７０年代初めにかけての長期にわ

たる急速な人口増加のエコー効果によるものである。なお、1990年代に入ってから

は、毎年Ｌ1％程度の人口増加率で推移している。1970年代後半以降、中国の人口

増加率が低下し、若干反動はあったもののずっと低い率で推移してきたのは、言う

までもなく、７０年代初めから行なわれた人口抑制政策の結果である。

1998年に入って、中国では今世紀末と２１世紀半ばまでの人口及び計画生育の目

標を新たに打ち出している。それは第一は、２０００年までに中国の人口を１３億以内

に抑えるということであり、第二は、２０１０年までに総人口を１４億以内に抑えるこ

とであり、第三は、２］世紀半ばには中国総人口がそのピーク（１６億前後と推定され

ている）に達してから緩慢に低下するようになるということである。近年、中国の

合計特殊出生率は置換え水準を下回っている。しかし、人口の規模が大きいため毎

年２０００万人前後の新生児が生れ、１３００万人前後の純増が続いている。このような

状況からして、今後数十年間中国人口は４億近くの増加が見込まれる。

国連の推計によると、表２に示されているように、今世紀末に中国の人口は１３

億を超えないことになる。２０１０年には高位推計で１４億に近づいているが、中位と

低位推計では１３億６千万強と１３億３千万近くになる。つまり、２０１０年までには高、

中、低位ともに現在中国が掲げている目標値以内に収まることになる。なお、２０５０

年には高位推計では１７億を超えるようになり、中位推計でも１５億を超えることに

なるが、低位推計では１２億未満となる。また、高位推計では２０５０年までに中国の

人口は増加を続けることになるが､中位推計では２０４０年以降に若干ではあるが減少

に転じ､低位推計では２０３０年以降にもっと速いテンポで減少していくようになる。

いずれにせよ、将来の中国人口の増加動向は、引き続く計画生育政策つまり人口抑

制政策の実施状況と出生力及び死亡力の変動に左右されることになる。
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表１中国の人口年齢構造推移
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表２中国の将来人口推計

(千人）

低位推計中位推計高位推計年次

1,276,301

1,364,950

1,448,818

1,499,782

1,518,172

1,516,664

1,269,927

1,329,683

1,366,031

1,353,039

1,292,656

1,198,215

1,282,676

1,394,253

1,509,389

1,607,984

1,689,571

1,765,222

2000

2010

2020

2030

2040

2050

資料：WorldPopulationProspects：Thel996Revision,UnitcdNations
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２１世紀を前にした中国の水資源

東京大学大学院総合文化研究科

客員教授ジェームズ.Ｅ･巴ジェームズ.Ｅ･ニッカム





はじめに

私たちは２１世紀、そして３番目の１０００年期に急ぎ足で入ろうとしているが、こ

れは実際にはコンピューターを除いて、本質的な意味を持たない想像的な区切りに

過ぎない。しかしこの区切りは、特に私たちが知る過去と新たな世代が直面しなけ

ればならない未来について思いをめぐらすにはよい機会である。なかでも過去５０年

は、中国とインドにとって政治的・経済的・民主的、そして資源の使用と濫用の点

で、たいへん劇的な期間であった。今後の5ｏ年もこれと同様、またはこれ以上の劇

的な状況が予想されるが、このドラマはまったく異なる規制のもとで進行し、ハッ

ピーエンドとなるか悲劇となるかは予測不可能である。

それではここで水資源の話に移ろう。過去50年の農業・産業・エネルギー・都市

化の発展は、市場秩序の制約をほとんど受けない水資源の使用の増加を前提にして

いる。水・環境・資金的な資源の限界が厳しくなることが、来る数十年の開発の性

質を変えるであろうと考えられる。さらに、1998年夏に中国と南アジアを襲った洪

水は、２０世紀に未解決のまま残された水資源の問題が、水不足だけでないことを私

たちに示している。（１）

事実、水資源は恵みをもたらすが、破壊することもある。水資源は不足時だけで

なく、超過時にも、そして最初の使用者が経済価値が少ない目的のために水を汚し

たり無駄使いする場合にも、開発を妨げる。さらに管理が複雑化することにより、

これらの異なる問題が互いに影響を及ぼし合う。たとえば、水資源が不足している

のに無駄にされている場合は、汚染につながりやすい。河の流れがシルト（浮遊粒

子）を海まで運ばないと、川底が上がり、今までより流量が少なくなり、かつてな

い洪水を引き起こしてしまうこともある。

水資源のさまざまな側面は、中国とインドにおける経済の歴史を制約してきた。

この両国は、その存在理由に安定してはいるが窮屈で前近代的な官僚制度を与える

ことで、この地域の政治的発展を阻害してきた、とまで主張する人もいる。（２）２０

世紀後半の政治的・技術的改革は、人口増による需要を満たすために水資源を管理
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することがついに可能になり、これが主に国家が補助するプロジェクト・ベースの

公共事業によってなされるであろうという希望を両国にもたらした。しかし世界の

ほとんどの国々では、こうした戦略には見直しが必要であるとのはっきりとした兆

候が現れているのである。

本書ではまず始めに、中国とインドについて、両国の主な関心事である現在の供

給量の状況を比較する。その後、部門ごとの水資源利用と現時点での２１世紀予想に

ついて述べる。最後に、すでにストレスが現れつつある２点、都市の水資源供給と

黄河について触れる。

1．中国とインドの比較

すでに第３世界の人口の半分以上を含める中国とインドは、その人口規模がさら

に増えながら中国に近づきつつある。水資源とその使用に関して、実質的にも表面

的にも多くの面でこの両国はたいへん似通っている（表ｌ参照）。中国はブラジル、

ロシアに続き、世界でもカナダとともに第３に水資源が豊富な国であり、その次に

インドネシア、米国と続いている。インドはこれに続き、７番目に水資源が豊かな

国である。しかし中国とインドでは人口に差があるため、中国の－人当たりの使用

水量は中国が2,200立方メートル／人／年と、インドの2,100立方メートル／人／年

をわずかに上回っているのみである。どちらも世界平均の6,900立方メートル／人

／年を大きく下回っているが、通常、深刻な水不足を示す１人あたり1,000立方メ

ートル／人／年よりは上回っている。

しかし両国とも、この1,000立方メートル／人／年を下回る地域が存在する。中

国では黄河流域が593立方メートル／人／年（1990年）(3)、北京、天津、河北、内

蒙古、山西、山東、河南を含む北部が556立方メートル／人／年（1990年）となっ

ている。(4)インドでは、南部のタミル・ナドウ州とアンドラ・プラデシュ州のほと

んどを占める流域と、インド西部のグジヤラート州およびラジヤスターン州南部が、

1,000立方メートル／人／年未満か、絶対的な水不足（数値不明）に苦しんでいると、

ダダ（Tata）エネルギー研究所によって確認されている。(5)
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中国とインドでは、使用される水の４分の３以上が、約5,000万へクタール近く

の灌慨用地に供給されている。両国で生産される穀物もだいたい同じで、穀物生産

量の約40％をコメが占めている（違いは中国の生産量がインドのほぼ２倍という点

である）。どちらの国も、1970年以降、北部の小麦栽培地帯にモータのついている

ポンプ井戸（機井）が設置されたことにより、灌概面積が大幅に増加した（中国で

は河北、山東、河南省、インドではパンジャブ州）。(6)

中国とインドでは、人口の３分の２が依然として村落に居住している。これはつ

まり、都市化による色々逼迫が、２１世紀を待たずに起こるだろうということである。

現在、およそ１０人に1人が大都市に居住している。都市圏の人口が先例のないほど

膨れあがり、経済生産が増加すれば、非農業部門の水需要が増加する。すでに、都

市のインフラは既存の水供給と処理の需要に追いつくのが困難になっている。

２．今後の部門別の使用量

中国における将来の水使用については、異なる推定がいくつもある。表２に中国

水利部の陳家寄氏による、１９９０年の実際の水使用の内訳と、2000年、２０１０年、２０３０

年の予想使用量を示す。これは３つの主要部門である農業、産業、生活ごとに示し

てある。「農業」は穀物のための灌概にのみ供給されうる量を示し、これは需要を

９～16％下回るものと仮定している。飲料水や家畜・放牧・農村の産業用など、村

落でのその他の水使用はこれには含まれない。産業では、その合計の約半分を占め

る火力発電を含む。しかし火力発電は将来減少するものと予想されている。

陳氏の予測では、中国では少なくとも2030年まで、灌漉用が水使用の大半を占め

るものと予想され、それ以降は産業での使用がほぼ同量になると見られている。し

かし2030年以降も農業の水使用が5,000億立方メートルで、産業は2,000億立方メ

ートルで安定するとの見方もある。水の総使用量は２０７０年代に、水資源総量の約４

分の１を使用して8,000億立方メートルでピークに達するものと考えられている(図

１参照）。こうしたおおよその推定は、２つの重要な仮定に基づいている。水資源

使用の効率が農業・産業分野でともに改善され続けることと、人口が2050年前後で
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安定することである。(7)

このような楽観的ではあるが現実的な仮定は、少なくとも量的には、中国全体と

しては水資源が開発を妨げる重大な要因にはなりそうもないことを示している。し

かし、必要とされる品質の水の需要と供給に大きな開きのある地方では、状況は違

ってくるだろう。次にそのような場合をみてみよう。

３．病める河

黄河は水量が比較的少なくシルトの多い大河である。1990年には、年間流量の半

分近くが消費されたと見積もられている（黄河に戻された分を除く）（８）。１９７２年か

ら1997年までの２６年間のうち２０年、それも1991年からは毎年、乾期には黄河か

ら海への流入がなくなっている。この傾向は断流の深刻さを悪化させており、中国

人には黄河が「病める河」だと言い出す人々もいる。

１９９７年には、２月７日を皮切りに年間で断流が１１回発生し、総計では２２２日間

となった。６月から９月の雨期でさえも、黄河が海に流れ込んだのはたった１４日間

だけだった。(9)1997年の断流の深刻さは、開封郊外の河口から703キロメートルに

まで及び、極端に少ない雨量と相まって’951年以来の水不足となった。

しかし、上流．下流双方での河川の水資源に対する需要増は、四季を通じての水

不足の主な原因となっている。黄河から８５の県、市や地方自治体の800万ヘクター

ルに上る土地を灌概するために総計4,000立方メートル／秒の水を引くという、１２２

のプロジェクトがある。これらには、華北平原での生産の高い綿・タバコ畑と水田

にも含まれる。さらに、山東半島の乾いた土地にある青島など、水不足に悩む都市

も、下流域から引かれる水に頼るようになっている。

表３に、黄河から引かれる水の歴史を示す。1980年代までは、環境的な要因、特

にシルトを海に流すために、河に十分な量の水が残されないのではないかとの懸念

があった。，0年後には、上流の河区で水を引くと、下流での使用可能水量にも影響

を及ぼし始めた。国家評議会は黄河の水を使用する１０の省と天津市に対し、拘束力

のない水使用の割当を発表したが、これは比率ではなく絶対量で割り当てられたも
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のであった。この制度では、旱魅の際には上流の使用者の方が有利となった。

しかし黄河の河口流域であり、最も使用量の多い山東省が水を引きすぎるのが、

黄河の問題を引き起こす主な要因であると主張するものもいる。加えて、水量が減

少したときに備えて水を引いて貯水する地方では、この習慣が水量の減少を加速さ

せるという一種の悪循環に陥りつつあるようだ。

黄河流域の上流・下流間の紛争は、ある程度、平等と効率の問題である。上流の

各省は貧しい地域であることが多く、低価値の穀物に水を与えるために、かなりの

補助価格がでている水を大量に使用し、同時に土壌の塩害問題を悪化させている。

下流にある各省は改革後の経済ブームの恩恵を受けており、高価な作物や農業以外

の目的に水を使用している。またこれらの地域では高額な水料金を支払っているが、

それでも全体のコストはカバーしきれていない。

流量の減少に向けた対策案には、より合理的な価格設定、水使用の節約促進、上

流のダム管理規則の変更、流域全体での管理方法の改善、長江からの水の引用、河

流外でのダムの増加、地表水と地下水の混合使用の促進などが含まれる。これらの

解決策はどれも簡単ではないだろう。これは主に、自然環境とその他の代替的な水

使用の変化に対応して、中国が適切な価格制度と特権制度を開発できるかどうかに

かかっている。

４．水不足の都市

中国にある６００の都市のうち、約３分の２が水不足と見なされている。このうち

100を超える都市が「深刻な」水不足に悩んでいる（1997年に発表されたデータ）。

また、大都市ほど影響を受けている。1990年には、人口が１０万人を超える都市６１

のうち５１が水不足であった。地域的には、北部の都市と、海岸沿いで小規模な流域

にある急成長を遂げた都市が、最も影響を受けがちである。

都市部での水不足は、主に水供給プロジェクトが都市の成長に追いつけないこと

が原因である。つまり、地域の水需要が供給能力を超えているのである。いくつか

の都市、特に長江下瀞の都市では、主に都市排水と産業排水による水資源の汚染が
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原因で水不足となっている。このような都市は１８９の水不足の都市のうち１０９の

42％、３８％、６％を占め、残りの水不足は複合的な原因によるものである。（１０）

水不足は工業生産に年間2,300億元（４１兆円）の「影響」を与えているといわれ

ている。これは総生産量のおよそ２％にあたるが、国営企業に限っていえばこの数

字は５％にもなる。この種の数字が開発阻害の程度を測るために経済的に意味のあ

るものであるかどうかは不明だが、天津、大原、北京といった、もっとも影響を受

けている都市でも、ここのところ工業生産は急成長を続けている。工業生産の「ロ

ス」は、成長の絶対的な制限ではなく、より安定した水供給により得られる可能性

のある利益と、貯蔵の改良と水節約の設備への投資によって測られる。

多くの場合、開発の制約となっているのは水よりも資金面である。この制限は、

公共の水供給と下水施設に十分なコスト回収が望めないことによって、さらに厳し

くなっている。中国政府は昨年末に「水利産業の政策」を発表して、「経済」プロ

ジェクトの独立企業に真剣に取り組んでいるようである。灌概プロジェクトは「経

済」プロジェクトではないため、この新政策は都市部と産業における水供給投資の

開発を優先するものになりそうである。

実際、慢性的な水不足に対する多くの都市の対応は隣の水資源の利用であり、こ

の水資源は都市が使用しなければ近隣の農家が灌概に利用するものである。北京と

潅腸では、これはダムから地表水を輸送することを意味する。その他の多くの都市、

特に河北省の南部では、都市の水使用者は、数千キロ平方メートルを超える「円錐

凹地」を現れ、今までにない深さから地下水を引く井戸に頼っている。衡水と槍州

の市では特にひどい状況で、山東省の徳州市でも、地下５０メートルを超える帯水層

から水を引き上げているため、天然のフッ素含有量が多く、長期にわたって飲み続

けた場合の健康への影響が懸念される。（１１）

地下水面の低下は、井戸に依存しなければならない近隣の農民に、汲み上げ費用

の増大をもたらしている。しかし最近、河北では灌慨面積と穀物の生産が増加して

いる。
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まとめ

他の国のなかでも、中国は経済開発を支援するために水供給の増加が必要である

と主張し、その対策として巨大ダム・分水や管井のプロジェクトが進めている。し

かしこのような方策は、まず黄河と河北省の地下水といった辺境地域から終わりを

迎えつつある。しかしこれまでのところ、現在の水使用の非持続性は、それほど開

発に制限を与えていないようである。

この状況は２通りに解釈できる。１つは、中国の現在の開発方式は徐々に明らか

になっている段階で、単に破滅が先延ばしにされている。つまり、２１世紀に悲劇が

起こるという見方である。もう１つは水を利用する全ての人が水を経済価値、ある

ものと考え、水資源使用制度を柔軟なものにする。そうすれば悲劇を避けることは

できるだろう。このストーリーはある人々にとって悲しいニュースで、ハッピーエ

ンドにもならないが多くの人々にとってないのだ。

参考文献
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バングラデシュは1980年代と９０年代初頭に、浅ポンプ井戸を設置するという

「地下水革命」を行った。MarkWRosegrant、「２１世紀の水資源：深刻化する

不足と悪化する水質、そして対策への助言」（WaterResourcesinthe21stCenmry：

IncreasingScarcity,DecliningQuality,andImplicationsfbrAction)UNU/IASWorking

PaperNo3、東京：国連大学、１９９６年：１５

劉と何、1996年：１０１

「黄河流域の洪水と旱越による災害」、鄭州、黄河水利出版社、1996年：１４

何礼恥｢黄河の下流河区における断流の原因分析と対策の研究」、水利部水政

水資源司、「黄河の断流とその対策」、北京：中国水利電力出版社、1997年：

34,「黄河映水形勢及其対策」、北京：水利部水利信息中心、1997年：１－２

「中国の洪水と旱魎による災害』、北京：中国水利電力出版社、1997年:400-401

地下水に影響を与える、地球化学プロセスによるこの種の「自然な」汚染は、

飲料水用にヒ素を含む地下水を使用しているバングラデシュと西ベンガルにお

いても、最近大きな健康問題として認識されている。

(3)

(4)

(5)

(6)

Ｊ
１
１

７
８
９

く
く
く

(10）

(11）

－７２－



表１中国とインドの類似点

中国

1,255,091,000

1,516,664､000

インド

975,772,000

1,532,674,000

169,700,000

人口（1918年現在）

予想人口（2050年）

耕作面積（ヘクタール）

（1994年）

主な栽培穀物

Ｌ
ｌ
２
ｌ
３

130,000,000

北部は小麦とトウモロコシ

南部はコメ

４． 北部は小麦、

南部はコメ

49,213,000５．灌概面積（ヘクタール）

（1992-94年）

６．人口７５万人以上の都市の割合

（1995年）

７．年間の再生可能水資源

（立方キロメートル）

８．使用量

（1人あたり立方メートル）

９．年間の水引量

（立方キロメートル）

10．水資源に対する引量％

11．海に放出される堆積物

（100万メートル・トン／年）

49,806,640

１２％ 119ｌｂ

2,800 2,085

2,231 2,137

460(1980） 3800975）

16.4％ 182％

1,956

このうち1,670はバング

ラデシュを含む

２，ＯＩＯ

このうちＬＯ８Ｏは黄河から

出所：「WorldResou1℃esl998-99」、1998年、245(1,2),287(3[インド]’4),175(5)｡305(6,7,8,9)；
「WaterinCrisisLPetcrH・G1eick編、1993年、156(10）

表２部門別の水使用量予想（＋億立方メートル）

農業 産業

蝿｜皿一吋一ｍ｜麺

総計”｜ｍｌｍｌｍ

440.0

470.0

500.0

500.0

50.0

115.3

181.2

478.3

500.0

602.0

704.2

1014.3

出所：劉昌明と何希吾、１９９６年：９３
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黄河にお ける１０年単位の平均水使用量（＋億立方メートル）表３

上流河区

７．３４

９．５２

１０．２９

１２１１

１３．１７

中流河区

３．００

４９４

６．３４

６．２１

６．０２

下流河区

1.89

３．３１

８．３５

１１．２９

１０．７８

総計

12.23

17./77

24.98

29.61

29.96

燃一職｜鰍｜戦一靴一辮引

1950

1９６０

1970

1９８０

1９９０

利信息中し

下流河区」

,１９９７:8。「上流河区」は内蒙古の頭道拐から上流で、

'よ河南州鄭州近郊の花園口から。

出所

水
ま 黄河が南に曲がる前

図１水の需要計画、1990-2080
9000
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中国の人口・食糧及び農業開発の立場で

見た持続可能な発展

吉林大学東北亜研究院

院長王勝今～





１．はじめに

持続可能な発展に関する研究は、既に国際的な科学テーマの先端的選択の一つと

なっており、各国が発展計画を作成する場合に優先的に考慮する基本的準則の一つ

となっている。

中国経済はめざましい発展を遂げているが、その基本的国情は、人口の耐えざる

増加、限られている－人当たり資源、日増しに強化される生態環境の圧力、長期に

わたって衰えを見せない発展の波動という状況の下で、中国的特徴のある持続可能

な発展の道を歩まねばならないことを示している。人口、資源、環境、政策決定と

いう「四位一体」の高度な整合性は、持続可能な発展の道の基本的核心を成し、人

間と自然の関係の協調のカギとなるものである。

いわゆる発展とは､一つの自然一社会一経済の複雑なシステムの行動軌道であり、

このベクトルは複雑なシステムをより均衡のとれた、より調和した、より相互補完

の方向に進めていくものであると考えられる。この定義の中では、発展の不可逆性、

広範`性、及び自然一社会一経済に関連する複合性が強調されている。従って、この

発展という術語の意味は、はっきりと「プラス方向」の有益なプロセスとして処理

されており、それは異なった空間の尺度として、また異なった発展段階における経

済形態と社会形態の健康度を診断し、検査し、仲裁する一つの基準とすることが出

来る。そこで、筆者は中国の人口、食糧生産、農業開発の立場で、持続可能な発展

について試みすることとする。

2．中国の人口、労働資源に関する事例分析

１．人口総数の増大

人口問題は、中国の現代的発展の長期的制約要因である。中国においては、1950

年代に工業化を開始すると共に､史上かつてない人口倍増の段階に入ったのである。

推計によると、２０００年の総人口は１３億に達し、２０３０年には総人口は１６．２億という
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ピークに達する。もし、計画生育（家族計画）政策が少しでも緩められるならば、

より大規模な人口増加になる可能性がある。これと同時に、中国は相次いで老年人

口と労働力年齢人口のピークに入る。2040年には、６５歳以上の老年人口は３億人を

突破し、現在よりも２億人の増加、その時の中国人口数の約２０％を占めることにな

り、扶養負担は異常に重いものとなる。そして、また15-64才の労働力年齢人口は

2020年にはピークに達し、約１０億人となる。実際の労働力供給人口は8-8.5億人の

間であり、長期にわたる雇用圧力が形成される。東北三省も同じ傾向にある。

東北三省人口・労働力増加及び就業状況のケーススタディ

(1)東北三省における労働力の現状

先ず中国全体の労働力増加についてみると、１９９０年の労働力資源総数は６億

9,732万人、社会労働者５億6,740万人であり、年平均増加率は4.2％と4.6％であ

る。推計によると、1990年代における中国の労働力の増加率は約３％で、新規に

雇用機会を与える必要のある人数は年平均約1,500万人である。雇用圧力の中で

最も突出した問題は、膨大な農村余剰労働力である。統計によると、１９８８年の

農業余剰労働力は約Ｌ4億人、今後農村人口の増加と耕地規模の減少につれて、

農村余剰労働力の非農業への転換は、中国の工業化・都市化実現に当たっての基

本的な課題であると考えられる。

東北三省の場合、第４回人口センサスの結果によると、1990年東北三省の総

人口は9,99336万人】)で、そのうち、生産年齢人口（15-59才）は6,433.3万人で、

総人口の64.8％を占めている。そして、この生産年齢人口のうち、就業人口は

5,2696万で生産年齢人口に占める割合が81996％となっている。

統計によると、1990年全国生産年齢人口の総人口に占める割合の60％に対し、

東北三省の生産年齢人口の総人口に占める割合は64.8％、全国平均水準より高く

なっていることが明らかにされている。三省の生産年齢人口の増加についてみる

と（表１参照）、１９６４年までには生産年齢人口の増加より総人口の増加の方が

著しかったが、１９６４年から生産年齢人口の増加速度は総人口のそれよりはるか

に上回っている。それは、１９５０年代と1960年代の２回ベビブーム期に生まれた

２．
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子供が相次いで生産年齢人口にはいってきたことによる。他方において、1970

年代以来計画生育政策の実施により、出生率が大幅に低下した結果、１９９０年に

総人口増加率は著しく低下した。

また、東北三省生産年齢人口をさらに細分した年齢構造についてみると、典型

的な若年化の状態にある（表２参照）。

表Zは1990年第４回センサスの１０％抽出集計の結果であるが､これによると、

東北三省生産年齢人口のうち８０％以上は青壮年人口であり、労働資源の豊かさを

物語っている。

表３は１９９０年東北三省の就業人口の産業構造を示すものである。これによる

と、農、林、牧、漁、水利業の従業者の割合が圧倒的に高い。その産業構造を見

ると、第１次産業は52.7％、第２次産業（工業と建築業）は27.2％、第３次産業

（第１次と第２次を除いた全てを含む）は僅か20.1％となっている。２）

(2)東北三省労働力人口の将来推計

次に人口センサスのデータを利用して、東北三省における１９９０年-2010年ま

での総人口及び労働力人口について将来推計を行った。

推計は省別で行われたものであるが､その各省の各項目の推計結果を合計する

と、表４の如くである。

表４で明らかな如く、2000年に東北三省の総人口は10,912万人まで増加し、

そのうち生産年齢人口（15-59才）は7,407万で、総人口に占める割合は67.9％

である。さらに２０１０年になると、総人口は11,503万、生産年齢人口は7,959万

人、総人口に占める割合は69.2％になる。このようにして、将来約２０年の期間

において、東北三省の労働力資源は、非常に豊かな状態で続いていくと考えられ

る。生産年齢人口の大きさ及びその年齢構造は過去における出生率及び死亡率変

動の結果である。

(3)1990年代労働力人口の増加

東北三省においては､2000年までに1,622万人の生産年齢人口が新しく増加し、
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生産年齢人口の総数は7,407万へ、２０１０年にはさらに1,653万の生産年齢人口が

増加、三省の生産年齢人口の総数は約8,000万（7,958万人）へと増大すること

になる。したがって、現段階東北三省の労働力については、以下の２つの特徴が

みられる。

第1,1990年東北三省の生産年齢人口は6,433万であるが､実際就業者は5,270

万で、労働力資源の利用率は８１９％となっている。もし、学生、軍人など10％を

除いて、労働力資源利用率を８５％として計算しても、まだ198万人が失業の状態

である。１９９０年代においては、毎年新しく増加した１４６万を雇用するほか、平

均毎年少なくとも就業率の上昇による２０万の就業人口を配置しなければならな

い。このようにして、１９９０年代において、年平均160万の労働力が就業需要と

なっている。換言すれば、年平均新し<増大する労働力の供給量は160万人であ

る。３）

第２、１９９０年東北三省国有企業の従業者は1,6486万人である。これら全民所

有制（政府機関、企業など）の就業状態は、在職でありながら余っている過剰就

業状態であり、これらの潜在的な失業者と見なされるものは330万と推定されて

いる。

東北三省の経済発展において、産業構造の転換と都市化に伴い、さらに農業機

械化の普及及び生産性の上昇によって、労働力過剰の問題が一層深刻化してくる

であろう。

３．東北三省労働力就業の問題点

上に述べた如く、東北三省労働力の現状を見ると、数量的には非常に豊かな状態

にあるが、資質的には比較的低水準である。さらに東北三省労働力の産業構造の不

合理性も加えて、その経済発展にある程度影響をもたらしている。

東北三省の毎年新しく増加した労働力人口が多いことによって、この増加した労

働力人数に適切な就業先が提供されなければならない｡例えば2000年には三省の生

産年齢人口は7,407万人に達するのであって、1990年より973.3万人の増加、年平

均は97.4万、これら新しく増加した労働力は、もし、1990年三省労働力資源利用率
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（81.9％)で維持すれば､2000年には6,0663万人の就業人口となる。その場合､1990

年より７９７５万の就職口を増加させなければならない。これを都市・農村別でみる

と以下の通りである。

（１）東北三省の農村には、過去長期にわたって単一の農業生産構造であって、農

村の新しく増加した労働力は殆どその耕地に制約され、労働力資源として十分に利

用されなかったのである。農村経済体制改革以来、とくに家族を単位とする請負生

産制の実施により、数多くの労働力は農業から非農業産業に移行するようになって

きた。それにもかかわらず、農村においては、まだ膨大な余剰労働力が存在してい

るのが現状である。中国の８省10県農村調査によると、農業の余剰労働力は約40％

であるといわれている。１９９０年東北三省の農村労働力は1,9533万人、三省労働力

全体の435％を占めている。三省の耕地面積は2,435.8万ム4)である。もし農業労働

力１人当たりの耕地面積12.47ムに対し、農業機械を投入すれば、1,217.9万人の労

働力で十分である。そうすると、残り735.7万人が余剰労働力となる。

（２）都市における失業者の問題も明かである。1990年東北三省の都市の失業者

は約９０万人であるが、吉林省だけについてみると、1960-70年代に生まれた子供は

すべで就業年齢に入っているので、現在、都市の失業者数は２０万に達している。し

かし、政府は毎年僅かに４万人しか職業の配置ができない。第８次５カ年計画期

（1991-95年）において都市の就業年齢に達する人口は110万、進学などを除いて、

就業可能人口は年間15-16万人という規模である。

3．耕地開発と食糧生産の立場で見た中国農業発展の潜在力

中国は人口の最も多い国として、その人口増加と食糧の需給については広く注目

されている。特に1996年以来、中国の食糧需給の見通しについて、悲観的予測がい

くつかの関係機構によって発表された。もし予測通り中国が穀物の輸入大国に転落

すれば、世界の食糧需給のバランスは大きく崩れるであろう。
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(1)中国食糧需給に関する悲観的予測

その先鞭をつけたのは米ワールドウオッチ研究所所長のレスター・ブラオン氏の

予測である。同士によれば、中国は２０２０年-2030年頃には現在の世界の総穀物貿

易量に匹敵する２億－３億トンの穀物を輸入することになる。そうなれば世界の穀

物価格は高騰し、中国ばかりか第三世界全体が飢えに苦しむことになる。しかし、

ブラウン氏の予測は根拠が薄弱である。たとえば､非常に重要な指標の一つとして、

作付面積の減少を具体的な予測値で示していないからである。

１９９５年10月に、日本海外経済協力基金（OECF)開発援助研究所も中国の食糧需

給の見通しについて、その予測結果を発表した。ブラウン氏の場合に比較して、１０％

強少ないが、これもまた大量の穀物輸入を予測している。ただし、中国の増産努力

いかんでは、輸入量が半減可能な点も指摘している。

(2)２１世紀における中国の人口増加,耕地開発及び食糧生産の見通し

２１世紀にはいると中国は、果たしてブラウン氏らの予測されたような穀物輸入大

国になるであろうか。

中国国家統計局の発表によると、中国大陸の総人口は1995年２月１５日に１２億に

達した。これは世界の総人口５７億の21.4％をしめる巨大さである。中国の将来人口

増加についてみると、第９次５カ年計画（1996-2000年）期間には１３億以内に抑

えると発表された。さらに２１世紀半ばまでの長期展望では、大陸の総人口を１５億

－１６億に抑え、最終的に人口ゼロ成長を実現する。２０３０年には１６億というピーク

に達して、その後さらに緩やかに引き下げることを目指している。

このような人口増加に伴って、中国は自分で養うことが出来るかどうかは世界的

な関心を寄せているところである。事実上、中国は世界の耕地面積のわずか７％を

占めるにもかかわらず、世界総人口の約２２％の人口を養っている。新中国が成立し

てからの約50年間、人口増加により一人当たりの耕地面積は２．７ムー（畝）から１．２

ムーまでに減少したが、一人当たりの食糧が逆に２０９キロから３８０キロに増加して

きたのである。

中国農業部及び中国科学院生態環境研究センターも予測を行っていたが、その結
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果によると、中国の食糧生産量は１９７３年－９５年までの期間において72.1％増え、

1993年には４億5640万トン、1995年には４億6000万トンに達し、２０００年に５億

－５億２０００万トンに達する。また中国農業科学院マクロ農業研究所は、人口が１５

億に達する2020年前に、食糧収穫量は６億2500万トンから６億7000万トン、一人

当たり４２５キロから４５０キロに達し、食糧の自給は基本的に保証されると予測して

いる。したがって、２０２０年の食糧自給率も９５％以上と見込み、ブラウン氏による

2030年の同自給率予測４１％をはるかに上回る。

中国では、現在食糧輸入量は消費の約２％にすぎず、食糧自給自足は中国の一貫

した国策である。しかも家族計画、環境保護、農地保護という三大基本政策はいず

れも密接に関わっている。中国の耕地面積から見れば、毎年工業建設などによって

大量な耕地が占用されている。しかし、予備耕地資源の開墾によってこれを補充す

る。たとえば、１９９０年から１９９３年にかけて、平均毎年９１０万ムーの耕地を減少し

たが、他方において毎年７０２万ムーの耕地を新しく開墾した。その結果、実際の減

少は208万ムーとなる。統計によると中国の開墾可能な荒地は５億を擁して、政府

の計画では１９９０年から２０００年にかけて、平均毎年５００万ムーを開墾する方針であ

る。この開墾計画を実施することによって、２０３０年までの４０年間、これまでの耕

地面積と共にさらに２億ムーの新増耕地が開墾されることになる。ブラウン氏の予

言されたような「耕地減少」にはならない。

(3)農業科学技術の強化、農業投資の増大、総合開発区の指定による農業発展政策

２１世紀にはいると、中国の経済発展と所得水準の上昇に伴って、国民の食物消費

水準もさらに改善され、－人当たりの直接食糧の消費量が減少し、替わりに動物性

食品、果物、野菜、植物油などの割合が大幅に上昇する傾向となる。また、農業科

学技術の進歩も食糧の増産に大きく貢献されると考えられる。1980年代前半の食糧

大増産は集団農業体制の崩壊による個人経営の確立がもたらしたが、その後の増産

の主役は技術進歩であった｡例えば中国が独自に開発したハイブリット米は１９９０年

には５０％近い水田で栽培され、従来に比べ15-20％もの増産を実現した。中国は現

在毎年約６０００件の農業科学技術成果が取得され、今後技術進歩の農業への貢献は
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益々大きくなると予想される。

中国は農業を発展させるために、1988年に三江平原を全国重点農業開発区に指定

されたが、1990年まで第１期工事で７億元を投入した。そして、1991年から第２期

工事が開始され、2000年までの総投資額は34億元の計画である。

これまで3.5平方キロを開発し、３１３万トンの穀物生産を達成していた。世銀、日

本などの借款を利用して開発を進めているが、さらに開発を促進するために各種の

外資優遇政策も採用されているのである。このようにして、さらに三江平原の土地

改良を主体とした巨大な農業開発プロジェクトを通じて、飛躍的な発展を企図しよ

うとする計画であり、多国間経済協力に発展する可能性も非常に高いと認められる。

このように、三江平原は国家の総合農業開発区として、これまで３０６の開発小

区に分けて、３２６の開発項目を実施した。これは黒竜江省の６９の県・市・区と９６

の農牧魚場に及んでいるものである。黒竜江省と共に吉林省、遼寧省においても彪

大な農業開発計画を進んでいる。中央政府はすでに東北の三江平原、松遼平原、遼

河平原を農業開発の重点地域と指定して、今後大規模な投資をして食糧生産基地の

建設を加速することになるものであると考えられる。

参考文献

1）古林省統計局「第４回人口センサス結果」、1990年。

2）王勝今「北東アジア経済、技術協力における労働力資源の研究」、吉林大学東北

アジア研究センター、「東北亜論壇」、1991年、ｐ36.

3）同上２)ｐ３８．

４）1990年遼寧、吉林、黒龍江三省統計年鑑の各巻より、整理したものである。

１９９１年．Ｐ3６
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表１東北三省の総人口と生産年齢人ロの増加

総人口 生産年齢人口

７５~｢箭三茨云扇！;;i面；
年次

人口数(万人） 前年次より増加％ 人口数(万人）

1953

1964

1982

1990

4,357.3

6,354.4

9,129.2

9,933.6

2,2793

2,840.3

5,272.6

6,433.3

45.8

43.7

８．８

24.6

85.7

22.0

資料： I）1991年遼寧省、吉林省、黒龍江省経済統計年鑑。

2）第四回人ロセンサス資料、1992年。

表２東北三省生産年齢人口の分布

年齢 生産年齢人口に占める割合(％）

62.40１５～3４

３５～4４ 21.97

４５～5４ 1２．８１

５５～5９ 2.82
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表３東北三省就業人ロの産業構成

産業

農林牧漁水利業

工業

地質探査

建築業

交通運輸、郵便通信業

商業、飲食、供給販売と倉庫業

住宅管理、公用事業、住民サービス

衛生、スポーツ、社会福祉

教育、文化、芸術、放送、テレビ

科学研究、総合技術サービス

金融、保険

国家機関、政党、社会団体

その他

合計

人数（万人） 構成(％）

５２．７

24.1

0.2

3.1

２９

６．８

Ｌ６

Ｌ３

３．３

０．３

０．５

3.1

0.1

100.0

2,776.0

1,268.8

１０．７

１６５．４

１５５．４

355.8

８３．６

６７．９

１７２．３

１７９

２８．９

１６１．５

５．５

5,269.6

資料：1990年第４回人口センサス結果によるものである。

表４東北三省の将来人口推計（1995-2010年）
単位：万人、％

1996年 2000年 2005年 2010年

iIliiI
年齢

１５歳以下

15～４９歳

50～５９歳

60歳以上

合計

2,443

6,294

７９９

９１７

23.4

60.2

７．６

８．８

2,422

6,467

940

1,083

22.2

59.3

８．６

９９

2,253

6,454

1,337

1,220

20.0

573

11.9

108

2,098

6,300

1,659

1,446

注：筆者による推計。

統計データの説明：

ａ、総人口数：１９９０年男女年齢別人口数はいずれも中国第４回人ロセンサス時の三省５才階級別の

男女年齢別人口数、

ｂ出生力の仮定：1990年の出生率は第４回人口センサス１０％集計結果による三の再生産年齢女子
人口の合計特殊出生率（ＴＦＲ）を基準として採用した。

省別で見ると遼寧省は1.51,吉林省は131、黒龍江省は１．７１となっている。2010年の出生率は
各省毎年の平均水準、または再生産年齢女子人口の合計特殊出生率によって決定される。この

ようにして、２０】0年の遼寧、吉林、黒飾江三省の再生産年齢女子人口の合計特殊出生率はそれ
ぞれＬ50,1.60,1.51となる。

ｃ、死亡率の仮定：ここで使用された死亡率を示す指標は人口０才時の平均寿命である。そして、

1981年三省の男女平均寿命を基礎として、２０１０年三省男女平均寿命が推計された。
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中国の農業環境及びその対策

吉林大学東北亜研究院人口研究所

講師申斯迎





Ｌ耕地の改良及び拡大

中国は国土が広く、その面積は９６０万平方キロメートルであるが、その内の相当

大きな部分は開発利用の難しい山区、高寒荒れ地または砂漠地域、干ばつまたは半

干ばつ地域に属している。そのため、耕地は割合に少なく、約９４９０万ヘクタールで、

一人当たり耕地面積はわずか0.085ヘクタールで、世界平均水準の四分の一に相当

する。

耕地は農産物生産の基地となるだけでなく、都市、道路、工場、鉱山建築にも欠

かせないものであり、広範な用途を有している。そのため、耕地は都市の拡大、交

通建設など非農業目的に使用されている。現在、中国経済は高度発展段階にあり、

経済活動の総量及び経済規模は引き続き拡大しており、耕地の非農業目的使用問題

が非常に厳しくなっている。中国の耕地面積はいま毎年平均３０万ヘクタールずつ減

少しているが、その主な原因は非農業目的への耕地使用である。耕地が引き続き減

少していると同時に、人口が増加したため、中国の一人当たり耕地面積は大幅に低

下している。１９４９年中国の耕地面積は９８５０万ヘクタールで、－人当たり耕地面積

は0.187ヘクタールであったが、１９５７年の耕地面積は11130万ヘクタールで、－人

当たり耕地面積は0.173ヘクタールであり、1993年には耕地面積が9490万ヘクター

ルで、－人当たり耕地面積は0.085ヘクタールとなり、１９４９年のわずか二分の－に

相当するに至っている。

中国の耕地面積は減少するだけでなく、耕地の質も低下しており、耕地の有機質

含量はすでに平均１％までに低下しており、欧米国家の耕地有機質含量２５～４０％

の水準を大幅に下回っている。重要な農業基地である長江准河流域では、土壌有機

質含量が一般的に１％未満であり、個別的な地域では０３％以下である。1989年の黒

龍江省の抽出調査結果によると、「北の穀倉」と称されている東北黒土地帯の土壌

有機質含量は１～5％であるが、４０，５０年代にはかつて８～10％に達していた。この

他に、アルカリ化、砂漠化、水土の流失と自然災害も絶えず耕地を侵食している。

現在、中国でアルカリ化の危険に直面している耕地は約６７０万ヘクタールであり、
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砂漠化の危険に直面している耕地は400万へクタール近くに達している。1992年関

係部門が遠隔検出技術を応用して行なった最新調査結果によると、水土流失面積は

369万平方キロメートルであるが、その内、水力侵蝕面積は179.4万平方キロメート

ルであり、風力侵蝕面積は187.6万平方キロメートルである。中国で毎年陸地から

河流を経由して近海に運ばれる土壌は１７８億トンに達しており、それに河、湖、ダ

ムなどに滞留している泥砂を加えると、総侵蝕量はｓｏ億トン余りに達している。

1949年以来、中国政府は農業生産条件を改善させるために一連の措置を取ってき

ているが、主として以下の内容である。（１）耕作制度を改革し、間作、二毛作また

は多毛作、輪作面積を拡大させていく。（２）農業開墾事業を積極的に発展させ、黒

龍江、海南島、新彊、雲南などで約3500万へクタールの開墾を行なっており、海を

囲い約65万へクタールの農地を開き、多くの国営機械化農場を建設し、国家の食糧、

綿花、ゴム及び熱帯経済作物の重要な生産基地となっている。（３）収穫高の低い耕

作地を積極的に改造し、水平段段畑約６５０万へクタールを建造し、アルカリ性土地

約450万へクタールを改良し､水土流失面積約4500万へクタールの治水工事を行な

っている。（４）排水灌慨施設を建設し、有効灌概面積は1949年の1600万ヘクター

ルから1995年の49365万ヘクタールに増加しているが､その内32210万へクタール

は機械及び電気排水と灌概を実現している。

人口増加と都市農村建設の発展にともない、人が多く土地が少ない矛盾はますま

す厳しくなってきている。そのため、中国政府は寸土の耕地をも大事にし、寸土の

耕地をも合理的に利用することを一つの基本国策として、今後相当長い期間中に以

下の六つの面に力を入れることにしている。（１）「中華人民共和国土地法」を貫き、

建設占用地指標を抑制する方法を実施し、なるべく耕地を占用しないように、また

は少なく占用するようにする。同時に、工場、鉱山が廃棄した土地を再び開墾する。

（２）荒れ地を適当に開墾し、耕地面積を安定させる。中国の農業に適している荒れ

地は約3500万ヘクタールであるが、主に北緯３５度以北地区に分布しており、東北

地域に最も集中しており、内蒙古、新彊がその次であり、南の一部の省にも少し分

布している。都市と農村の発展にともない、耕地が占用されることは避けられない

が、耕地面積を安定させるために、国家は第八回五ヶ年計画期間に、黒龍江、新彊、
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内蒙古及び南の一部の省または地域で荒れ地を適当に開墾して都市と農村の建設に

占用された土地を補足している。（３）集約経営を実施し、現有耕地の単位面積収穫

高を向上させる。中国の収穫高の低い耕作地は約6500万へクタールであり、耕地総

面積の三分の二を占めている。食糧と経済作物の生産量をさらに向上させるには、

収穫高の低い耕作地を改造し、細かい耕作と集約経営を行なわなければならない。

（４）沿海地域では、干潟資源を総合開発利用する。中国の大陸の海岸線は１８万キ

ロメートルであり、干潟が約２００万ヘクタールに達している｡中部地域（主として

上海、江蘇、断江の49の県または市を含む）は開発が割合に早く、開墾度も比較的

に高く、食糧、綿花、アブラナ、砂糖原料、桑などを植えており、また塩田を開い

たり、エビ、昆布、しおふきなどの淡水養殖を行なったりして、良好な経済効果を

挙げて、他の地域での干潟開発に貴重な経験を提供している。（５）水土の保持をよ

くし、山区耕地を保護する。中国は山地が国土面積の６６％を占めており、三分の－

の耕地は山区に分布しているが、山区耕地が直面している最大の危険は水土流失で

ある。中国の水士流失の修理方針は、各地の自然条件に基づき、小流域を単位とし

て、合理的計画を行ない、総合的、集中的、連続的治水工事を行ない、また生物的

措置と治水措置を平行させ、修理と生産を結び付け、現在の利益と長期の利益を結

び付けるということである。（６）北部の砂漠化土地を修理し、その周辺の耕地を保

護することである。中国北部の砂漠化した土地は３２８０万ヘクタールであり、400万

ヘクタールの耕地が砂漠化の危険に直面し、１２の省の２０７の県と市に分布している。

砂漠化程度と気候類型の違いによって、砂漠化土地の修理措置も違ってくる。自然

条件の割合に良い半湿潤地域では、合理的な資源利用を通じて生態バランスを保持

し、砂漠化した土地が生産能力を回復できるようにする。半干ばつ地域の草原では、

天然植生を保護するほかに、森林保護ネットワークを中心に、丘の間または低地を

利用して人工植生を行ない、牧場の飼育量を減少させる。干ばつ砂漠地帯では森林

保護システムを建設し、節水灌概技術を普及させ、砂防用植物を栽培し、生態バラ

ンスの回復を促進する。
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2．森林資源と林業開発

中国は国土面積が広く、各地の気温、乾湿には大きな差異があるため、生態要求

の異なる各種樹種に成長環境を提供しており、豊富な森林資源を形成している。中

国には木本植物が計8000種類あるが、その中喬木が2000種類ある。その内で優良

用材と特用経済樹種が1000種類に達し、潅木樹種が6000種類に達している。中国

独有の喬木樹種は５０種類余りに達している。

第四次森林資源調査（1989～1993年)結果によると、中国現有の森林面積は13370

万ヘクタールで、13.92％を占め、世界平均水準の２２％を遥かに下回っている。活立

木蓄積量は117.8億立方メートルで、森林蓄積量は１０１３７億立方メートルである。

中国の－人当たり森林面積は０１１ヘクタールで、世界平均水準のわずか九分の一に

相当する。1993年、中国の林木資源消耗量は320億立方メートルで、林木純生長量

は４億立方メートルで、生長量が消耗量より大きい。しかし、第三次森林資源調査

（1984～1988年）に比べると、用材林木成熟材蓄積量は約２億立方メートル減少し

ており、毎年平均5473万立方メートルの赤字となっている。

中国は森林資源が少ないだけでなく、森林分布と林種構造も合理的でない。大興

安嶺西から南に向け青蔵高原の縁まで降雨量が400ミリメートルの等値線を形成し

ているが、この線は中国を森林生長に適している東南半壁と林木生長に不利な西北

半壁に分けている。東部、南部の多くの省では森林面積が30％を超えており、黒龍

江、吉林、漸江、江西、福建、台湾等がそうであるが、西北地区の多数の省では森

林面積が5％未満で、甘粛、寧夏、新彊、青海などがそうであり、１％未満の所もあ

る。中国の林種構造が不合理である主な表現は、用材林の割合が大きく、防風林と

経済林の割合が小さい。このような樹種の構造は森林資源の持続的利用に不利であ

る。また、中国林業用地の利用率も非常に低く、林業用地の中で有林地の割合が低

く、４５％である。これは中国にはまだ’億ヘクタール余りの林業に適している無林

地に造林事業の発展が可能であることを意味している。中国の林地ヘクタール当た

り蓄積は９０立方メートルで、世界平均は１１０立方メートルで、最高のスイスが234
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立方メートルに達している。中国のヘクタール当たり林木生長量は２４立方メート

ルであるが、林業の発達している国ではすでに３立方メートル以上に達している。

1949年以来、中国では中央から地方の各行政レベルに林業機構を設立し、一連の

方針、政策、法令を制定し、植樹造林を大いに行ない、一定の成果を上げている。

遥か古代に、中国の広い大地は多くの森林に覆われていたが、数千年の天災と人災

を経て、森林は容赦なく破壊され、５０年代初め中国の森林面積は8.6％になった。

1949年から現在まで、広東、福建、断江等沿海各省では海防林を造り、江南各省で

は杉の木を主とする用材林、経済林を造り、華北、中原の耕地には農地保護林を作

り、土地が広く人口が少なく、交通不便な山地では飛行機播種による造林を行って

いる。1978年、中国政府は東北、華北、西北地区で「三北」防護林を作りはじめ、

現在まで中国の最大の植樹造林工事になっている。これらの努力を経て、中国の森

林面積は1392％となり、人工造林面積は３３３１万へクタールに達し、森林面積の四

分の一前後となり、絶対数量は世界一となった。中国の自然保護区建設は１９５６年に

始まり、1993年まで７６３の自然保護区を建設し、面積は6618.4万へクタールに達し、

その内の９０％以上は森林自然保護区に属している。これは森林資源の保護に大きな

意味を持っている。１９５０年から、中国政府は林区で森林保護システムの建設を始め、

森林防火システムと森林病虫害防止システムを基礎的に作り上げている。

1970年代末から来世紀中葉まで、中国政府は以下の幾つの方面の仕事に力を入れ

ることになっている。（１）東北、西北の二つの大きな用材林防護基地を建設する。

東北林区は中国最大の木材基地であるが、多くの林業局では元来の森林資源はすで

にほぼ伐採されており、新しい林木はまだ伐採期になっていない。そして、現在の

急務は、伐採跡地の更新をよく行ない、多くの樹木を育て、新しい林区が速く伐採

期に入るようにして、東北林業区の永久的林木生産基地を確保することである。西

南高山林区の森林では、伐採規模を縮小させる。同時に、木材の総合利用を積極的

に展開し、木材と伐採剰余物の利用率を向上させ、林業を主として多種経営を行う。

（２）速成用材林基地を建設する。人工速成林は生長が速く、伐採期が短く、割合に

速く資源を提供できる。そのため、速成用材林基地を発展させることは中国林業建

設の重点の一つとなっている。中国の秦嶺、大別山以南の江西、福建、漸江、湖南、
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湖北、広東、広西、貴州、雲南、四川、江蘇、安徽等省、区は熱帯または亜熱帯地

区に属し、気候が温暖で雨量が多く、樹木生長が比較的に速い。したがって、中国

政府はこの広大な地域を選択して中国速成用材林基地にしている。（３）「三北」防

護林システム、長江中、上流防護林システム、沿海防護林システム、平原農地防護

林システムを完成させる。「三北」防護林システムは西北、華北、東北を貫き、東

西に１．４万キロメートルに延びており、砂漠蔓延と黄土高原の水士流失の防止に重

要な役割を果たしている。長江中、上流防護林システムは速成林を主としており、

その主要目的は長江流域の水土流失を防止することである。中国の海岸線は１．８万

キロメートル余りに達し、干潟資源が豊富であり、また沿海岸の砂荒れ地、荒山、

丘陵などが多い。中国政府はこれらの地域に沿海防護林システムを作ることを計画

している。それによって、台風のもたらす損失を軽減させることができ、沿海農地

の浸かりと沿海荒山丘陵の水土流失を防止することができる｡すでに６００の県､4000

万ヘクタール余りの農地が平原農地防護林システム計画に入っている。

3．淡水資源と農業灌慨

中国の開発利用可能な水資源の総量は２８万億立方メートルであるが、主には地

表水、地下水と氷河水に分かれている。地表水資源の総量は271万億立方メートル

余りであり、世界河川総量の5.7％を占めている。地下水資源は８２５２億立方メート

ルで、氷河総蓄水量は５万億立方メートルであり、毎年５５０億立方メートルの水量

を河川に補給し、長江、黄河、ヤルツアンポ江、インダス河、ガンジス河などアジ

ア巨大河川の上流源となっている。

中国水資源の地域分布は不均衡で、降水量と流失量は東南から西北へと逓減して

いる。

中国水資源の時間分布も不均衡である。というのは、年内分布が不均衡であり、

年間の変化が大きい。年内分布からみると、南の各省の増水期は５～８月の四ヶ月間

で、降水量は年降水量の５０～60％を占めている。北方の増水期は６～９月の四ヶ月

間で、降水量は年降水量の70～80％を占めている。年間変化からみると、水量の多
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い年と少ない年とで格差が大きい｡例えば、海河の水量の多かった1963年の水量は

533億立方メートルであり、少なかった1972年の水量は９９億立方メートルで、こ

の二つの年の間の格差は５．４倍にもなり、水資源の年間変化が大きく、水害または

干ばつが起こりやすく、農業生産に影響をもたらしている。

中国は水士分布が不均衡で、－人当たり水量が少なく、農業生産発展の最大障害

となっている。長江流域以南の地域では、水資源が全国の70％を占めているが、耕

地面積は全国のわずか３１％を占めている。それに対し、長江流域以北地域では、水

資源は全国の３０％を占めているのに対し、耕地は全国の６９％を占めている。そのた

め、南と北のヘクタール当たり平均水量には格差が著しく、南の広東、福建はそれ

ぞれ９万立方メートルと10.5万立方メートルであるが、北の河北、山西ではわずか

5800立方メートルである。中国の水資源の絶対量は決して少なくないが、－人当た

り水量はわずか2700立方メートルで､世界の－人当たり平均水量の四分の一に相当

する。予測によると、２０００年中国の水の総需要量は約７０００億立方メートルである

が、その内８０％前後は農業灌概用である。しかし、半干ばつ年の利用可能な水量は

6500億立方メートルで、不足分は500億立方メートルに達するようになる。農業部

門の統計によると、毎年水の不足で灌概面積あるいは有効灌概回数を縮小せざるを

得なくなり、約５０億キログラムの食糧減産をもたらしている。

また、大量の工業廃水と生活汚水が排出され、地表水または地下水の汚染をもた

らしている。統計によると、１９９１年中国の廃水、汚水の排出総量は３３６億トンであ

るが､その内70％を占めている工業廃水の約半分は排出基準を満たしておらず､30％

を占めている生活汚水の処理率は一割にも達していない。中国の1200本余りの河流

の中で、すでに８５０本余りは汚染されており、七大水系は全部程度不同の汚染を受

けている。水資源の汚染により使用可能な水源がさらに減少した結果、水の需給矛

盾を激化している。

中国の水資源の開発利用は長い歴史を持っており、大昔に大禺治水の伝説があり、

紀元２５１年李氷親子が主となって建設した都江堰は今日もその役割を果たしており、

紀元４８６年には有名な大運河が開通されている。しかし、引き続く戦乱と人類の自

然への征服能力の低下により、水害、干ばつが頻繁に発生している。史書の記載に
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よると、１９４９年までの二千年間黄河下流の堤防切れが１５００回に達しており、重大

な河道変えが26回になっている。

1949年から９０年代半ばまで、中国では多くの水利工事を行ない、水利建設の大

きな成果を上げている。主には、堤防、海岸堤防を２０万キロメートル近く建造し、

各種ダムを８．６万個造っているが、その中で有名なのが長江葛洲ダム水力発電所、

黄河龍羊峡水力発電所で、ダムの総容量は4600億立方メートルに達しているが、そ

の内80％前後は農業灌慨に使用されている。また、北方の干ばつ地域では300万個

所余りの動力電気による井戸を掘っている。これらの水利施設は毎年農業に4500万

立方メートルの水を提供して、4900万へクタールの耕地が有効灌概耕地となってい

る。、そのうち干ばつと水害に絶えられ、豊作が保証される耕地面積は3200万ヘク

タールに達している。中国では、かつて頻繁に氾濫していた黄河を基本的に制圧し、

1949年以来一度も堤防切れが発生しておらず、黄河流域の農業生産及び人民生活を

確保している。

水資源の需給矛盾を解決するため、中国政府は過去の経験を総括したうえで、以

下の点を強化することを目指している。

(1)水資源の実態をさらに把握し、水利区画と計画のもとで、地方によって適当な

方策を取り、段階的に、重点的に水資源の合理的な開発利用を図る。

(2)水利工事施設を増加させる。幾つの大きな蓄水工事を行う。例えば、有名な長

江三峡プロジェクト、黄河小浪底プロジェクトによって水資源の時間分配不均

衡矛盾を解決する。また、流域に跨る水の移動を行う。例えば、長江の水を北

の黄河に運ぶ「南水北調」プロジェクトにより水資源の地域間分布の不均衡問

題の解決を図ろ。同時に、既存の水利施設の役割をも強化する。

(3)節水を重視する。先進技術を導入させ､科学的な用水と計画的な用水を実施し、

水資源の利用率を向上させる。過去には、しばしば灌慨面積の拡大のみを重ん

じ、水の利用率の向上にはあまり目が向けられなかった。そのため、農地灌慨

時に、水溢れ、水漏れなどによる水の浪費が相当多かつた。現在、積極的に節

水農業を実施しているが、その中心は灌慨技術の改革によりスプリンクラー灌

概、点滴潅概技術の普及である。このような潅慨技術の改善で伝統的灌概方式
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より二分の一または三分の二の節水が可能になる。

(4)水源地域と水土流失の激しい地域で、草植え、植樹、水源の維持を大いに行な

い、水土を保持させ、新たな生態バランスを図ろｃ

(5)関連法律または法規を完成させ、管理を強化させる。それとともに、水資源の

汚染と浪費の防止に努める。

参考文献：

余文涛等《中国の環境保護》科学出版社、1987年

中華人民共和国農業部《中国農業資源と企画要覧》、1987年６月

中国自然資源研究青年協会「資源、環境と農業発展」中国化学技術出版社、1992年

国家環境保護局「中国の環境保護２１世紀議事日程」中国環境科学出版社、１９９５年

中華人民共和国農業部「中国農業統計資料（1995年）」中国農業出版社、1996年

中華人民共和国農業部「中国農業統計資料（1996年）」中国農業出版社、１９９７年

－９７－





中国の経済計画と人ロ・水資源・食糧生産

吉林大学東北亜研究院人口研究所

講師王暁峰





中国の経済計画と人口・水資源・食糧生産

中国が1978年に改革開放政策を実施して以来､経済と社会の発展は目覚しい成果

を遂げている。１９８０年以来の三回の五ケ年計画実施を経て、2000年に国民総生産を

1980年の四倍にするという計画を１９９５年にすでに達成している。１９９６年に中国政

府は「第九回国民経済と社会発展五ケ年計画及び2010年への長期目標綱要」を制定

し、新たな目標を打ち出している。それは、２０００年までに人口を１３億以内に抑制

し、－人当たり国民総生産を１９８０年の四倍にし、さらに２０１０年には国民総生産を

2000年の倍にし、人口を１４億以内に抑えるということである。この目標を実現す

れば、中国の社会生産力、総合国力、人民の生活水準はともに大きく上昇し、２１世

紀半ばには現代化をほぼ実現するという目標のためにしっかりした基礎を築くこと

になる。この目標の実現は可能ではあるが、同時にまた多くの困難をも抱えている。

各種の経済的、社会的要因はこの目標の実現に多かれ少なかれ、正面からあるいは

反面から影響を及ぼすからである。それらの影響する要因を分析し、必要な対策を

提出することは、この目標の順調な実現において積極的な役割を果たすことになる。

人口、水資源、食糧生産は、中国の現代化過程においてキーポイントとなる要因で

あることは疑う余地も無い。

Ｌ経済発展と食糧生産

中国の農業は基礎が弱いため、人口増加、生活改善及び経済発展の需要に充分に

堪えられていない。そのため、農業と農村経済の持続的で安定的な成長は、中国経

済発展の中で非常に重要でまた－番困難なことでもある。しかしながら、中国経済

の発展過程で、食糧生産の安定的な発展は最も目覚しいものである。

生産高からみると、1949年新中国成立時に、全国の食糧総生産量は１１３２億キロ

グラムで、一人当たり２０９キログラムであった。1978年、総生産量は３０４８億キロ

グラムで、－人当たり３１７キログラムに達していた。１９７８年から農村では家庭生産
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請負制を主とする一連の改革が行なわれた結果､食糧総生産も3500億キログラム、

4000億キログラム､4500億キログラムへと上昇してきた｡1993年に総生産量は4564

億キログラムに達し、世界第一位となり、一人当たりでは３８７キログラムに達し、

世界の平均水準となった。さらに、1997年の総生産量は４９２５億キログラムに達し

ている。中国は世界の７％しかない耕地で世界の２２％の人口を養っているのである。

第九回五ケ年計画（1996～2000年）での中国の食糧生産目標は、２０００年に4900～

5000億キログラムである。中国の食糧生産は長期的には引き続き上昇する趨勢であ

る。

中国経済発展の歴史経験からすると、国民経済が高速に発展する時期にはしばし

ば農業、特に食糧生産の緩慢な発展時期であり、国民経済の緩慢な発展時期はまた

しばしば農業、特に食糧生産が速い速度で発展する時期であった。中国経済は将来

の十何年間に引き続き比較的に高い成長速度を保つものと思われる。第九回五ケ年

計画と２０１０年遠景目標綱要によると、中国の国民総生産は第九回五ケ年期間には年

平均８％、２１世紀の最初の１０年間には７％となっている。中国の将来十数年間の実

際経済成長率はこの計画値より高くなるとの観測が多く、９％前後に推計されている。

これは世界の平均レベルを大きく上回っているものである。経済の高速な発展によ

り、９０年代に入ってから食糧生産量は引き続き上昇しているが、食糧生産量の年平

均増加率はやや低下している。これが今後の長期趨勢になるのではないかとの懸念

があるが、その答えはノーである。理由は以下の如くである。

(1)政府は生産と輸出入貿易政策において、国内の食糧生産の保護に大きな力を入

れている。これは政府の公表している「中国食糧問題」報告書によって確認で

きる。

(2)国内の農産品、特に食糧市場システムは改革により引き続き改善され、価格弾

力性の食糧生産量の増加への促進作用がさらに増強される。

(3)中国の食糧生産はまだ大きな増加潜在力を持っており、資本、技術、労働投入、

政策、制度などの条件が具備すれば、その潜在力は現実のものとなる。

多くの学者及び国家研究機構の研究（林：1995、季岳云：1996）によると、食

糧生産の政策と制度変遷（例えば請負制）が基本的に安定している状況のもとで、
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中国の食糧生産量の増加は主として耕地単位面積の生産高向上によって実現可能で

ある。1996年６月の全国土地利用現状調査によれば、中国の実際利用している耕地

は133億ヘクタールで、これで計算すると中国の単位面積食糧生産高は１ヘクター

ル当たり約３０００キログラムになる。農業先進国と比べ、大きな格差があり、また国

内の各省の間でも単位面積の生産高には格差が大きく、まだ向上の潜在力を潜めて

いる。耕地の単位面積当たり生産高を向上させるには、中国では主として以下の方

法による。第一は、潅慨の増加であり、第二は、食糧の多毛作指数の向上であり、

第三は、生産高の低い耕地の改造であり、第四は、農業科学技術の進歩である。

中国の現有耕地の三分の二は単位面積当たり生産高が低い耕地であり、食糧の単

位面積生産高は高生産高耕地に比べ同じ気候条件下でへクタール当たり生産量が２

～３トン低い。２１世紀初頭までの十数年間に、政府は全国範囲で計3200万へクター

ル（その内、第九回五ケ年期間中に1400万ヘクタール）の耕地改造を計画している。

河南省の経験に基づくと、１ヘクタールの耕地改造により1000～1500キログラムの

増産となり、全国の耕地改造によって320～480億キログラムの食糎増産が可能とな

る。さらに重要なのは、農業科学技術と単位面積生産高の向上を通して、食糧増産

の可能性はさらに高くなる。１９９７年の夏季食糧生産量は史上最高で、１０７５億キロ

グラムの増産となっているが、科学技術の投入増と良好な気候条件により単位面積

当たりの生産高が大幅に向上したためである。その単位面積当たり生産高の向上に

よって増産された量が全体増産量の95％を占めている（《経済日報》1997.7.31）。

したがって、食糧の単位面積当たり生産量の向上を図っていけば、２１世紀中国の食

糧生産は引き続き増加していくものと思われる。

中国の食糧総生産の年平均増加速度は、1952～1992年間は252％であるが、その

内1978～1984年間は535％と高く、1978～1992年間は304％である。仮に、食糧

生産が1978～1984年間の年平均増加率で増加すると、２０００年の総生産量は6717億

キログラムに達し、1978～1992年間の年平均増加率で増加すれば２０００年の総生産

量は５６２５億キログラムに達することになる。さらに、食糧生産がもし1952～1992

年間の年平均増加率で増加すれば、2000年の総生産量は５４９９億キログラムとなる。

このようにみると、食糎生産が低い増加率で増加しても、第九回五ケ年計画の食糧
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生産目標を達成することには問題ない。

２農業政策と水資源

中国の農業政策は、一貫して基本農産物、特に食糧の安定的な増加を目標として

きた。食糧生産の安定的な増加を確保するための措置が耕地の灌概面積の拡大であ

る。現在、全国の灌概面積は耕地面積の半分に達していないが、全国三分の二の食

糧を生産している。中国の農地灌概面積は世界一を占めており、農業用水の需要が

極めて大きい。しかし、水資源の不足は耕地灌概面積の拡大を制約し、長期的に中

国農業経済、特に食糧生産の持続的で安定的な増加を制約する重要な要因となって

いる。中国の一人当たり水資源は世界平均レベルのわずか四分の一であり、耕地の

平均灌慨水量も世界平均レベルの半分しかない。言い換えると、中国は水資源の不

足が非常に厳しい国である。中国は水資源が不足していると同時に、また以下の特

徴をも持っている。

(1)農業用水量が大きい。全国の総用水量は毎年4767億立方メートルであるが､そ

の内農業用水が４１９５億立方メートルで、総用水員の８８％を占めており、主に

灌概に使われている。

(2)地域分布が不均衡で、南には多く、北には少ない。長江以南の地域では水資源

が全国の約70％を占めているが､耕地面積はわずか全国の３１％しか占めていな

い。一方、長江以北地域では、水資源は全国の３０％を占めているが、耕地面積

は全国の６９％をも占めている。西南地域では、－人当たり水資源の占有量は

38400立方メートルにも達し、全国平均値の１５倍にもなっているが、人口が多

く地域の広い華北地域では－人当たりと耕地の平均水資源占有量は低く、地域

によっては－人当たり水量の占有量がわずか430立方メートルのところもある。

(3)降水量の年間季節の変化が非常に大きく､水害と干ばつが頻繁に起こっている。

南部地域の最大年降水量は一般に最小年降水量の２～４倍に達し､北部では一般

に３～６倍に達している。一年の内に、全国大部分地区の最大四ケ月の降水量は

年降水量の70％前後を占めており、華北平野では８０％以上に達している。降水
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量の年間の著しい差異と年内の高度集中の特徴は、水資源の利用と開発に困難

をもたらすだけでなく、しばしば大面積の干ばつまたは大面積の洪水災害を引

き起こしている。これは中国農業生産が不安定な主要要因である。したがって、

水利建設を行ない、干ばつ、洪水に備えることは中国農業の一つの大きな厳し

い任務となっている。

(4)水資源の有効利用率が低い。耕地灌慨の水の有効利用率は40～65％程度である。

２１世紀に、中国の農業発展を妨げているのは主として水の問題である。この問題

に直面して、２１世紀に向かう中国の農業政策は以下のことが強調されている。－つ

目は、水利建設を強化することである。河川、湖の治水工事を行ない、重点的に世

紀に跨る、総合効果のある大中型水利プロジェクトを建設する。例えば、長江三峡

プロジェクト、黄河小浪底プロジェクト、四川二灘プロジェクトなどを建設して、

洪水、干ばつへの対応能力を向上させることである。そうすれば、２１世紀には農業

生産に必要な自然災害への抵抗能力と農業用水不足の克服の能力が大きく増強され

ることになる。二つ目は、農地の水利を重点とする農業基礎施設を建設し、灌概面

積を拡大させていく。灌概措置を取りいれ、生産条件を改善し、農業生産水準の大

幅な向上を図る゜三つ目は、節水灌概技術を大いに普及させることである。全国の

農業用水４５００億立方メートルで計算すると、水の有効利用率が１０％上昇すれば、

－年に４５０億立方メートルの水を増加したことになり、これは数十個所または百個

所以上の大型ダムの建設に相当する。

これらの措置の取り入れは、中国の農業発展と食糧増産の確保に有利であり、ま

た水資源不足問題をも緩和できる。

3．人口増加と食糧生産

人口数量の大きいのは中国の最も基本的な国'情であり、人口問題はずっと中国近

代化過程におけるキーポイントとなる問題である。中国の第四次人口センサスによ
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ると、1990年大陸の総人口は１１億3368万に達している。1995年中国人口はすでに

１２億に達し、世界人口の21.4％を占めるに至っている。

各関連部門の中国人口推計をみると、1995～2010年間の人口増加は緩やかな趨勢

をたどることになり、またそれは相当長期間続き、結局は人口のゼロ成長を実現す

るようになる。この時期はまた中国の人口目標実現のかなめとなる時期である。中

国政府はその人口を２０００年に１３億以内、２０１０年に１４億以内に抑えるとの目標を

打ち出している。これは、２１世紀の最初の１０年間に１９９５年の１２億からさらに２

億近くの人口増加が現われることを意味する。

計画生育の成功的な実施により、中国の出生率はすでに置換え水準に低下してい

るが、人口の‘慣性のため毎年引き続き1300万人の平均増加を続けている。国連の推

計によると、このような低い出生率水準でも、人口増加は２１世紀の３０年代まで続

き、その時総人口は最高で１６億前後に達する見通しである。まだ、見逃してはなら

ないのは、現在の出生率水準には大きな地域間の格差が存在しているということと

非常に不安定であるということである。出生率水準の不均衡と不安定ということを

考えれば、今後もし出生率に反動が生じた場合、将来の総人口が１７億を突破し、ひ

いては１８億を突破する可能性も大きい。２１世紀に入って、膨大な人口規模と引き

続く人口増加から産まれる食糧需要は、中国の食糧生産に巨大な圧力をもたらすこ

とになる。食糧生産量は引き続き増加しているが、その多くの部分が新たに増加し

た人口によって消費されている。

しかも、人口増加と経済発展に起因する土地面積の減少により、中国の－人当た

り耕地面積は建国初期の０１８ヘクタールから１９９６年には０１１ヘクタールに低下し

ている。特に、長江、珠江デルタ地域の経済発展と人口密度の上昇は、中国の食糧

生産に一番適している耕地を他の用途に転じさせ、食糧の生産と供給に大きな影響

を及ぼしている。

今、中国は経済の高度成長期にあり、今後の近代化過程において、食糧問題の解

決は大きな課題となる。中国は人口大国である。人口規模の小さい国または地域な

ら輸入によって食糧問題の解決が可能であろうが、大国となるとそれはそんなに簡

単なことではなくなる。現在、世界の食糧総生産量は世界総人口の需要を満たせる
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が、多くの国と地域ではやはり食糧不足の状況にある。中国は食糧供給において、

自力更生を堅持し、高度の食糧自給率を保つことが必要であり、これはまた持続可

能な発展を保証する根本でもある。実際のところ、中国ではずっとこの道を歩んで

きている。

膨大な人口の食糎需要を満たすためには、中国の農業は長期的に生産量の最大化

を追求するほかにないｃしかし、生産量の増加につれ、収穫逓減法則が働き、農業、

特に食糧生産の物質消耗率は直線的に上昇し、１９８４年は３０％、１９９２年は35.6％、

1993年は42.5％に達している。これは、農業生産の限界費用の急激な上昇をもたら

すようになる。現在、中国国内の食糧価格は国際市場の価格と同じ水準にあり、食

糧価格の継続的な上昇は中国が途上国として先進国のみが実施可能な農業保護政策

を実施することを意味し、資源の工業部門から農業部門への回流をもたらし、工業

化の進展を阻害する恐れがある。

現在中国の人口増加率は多くの国に比べ高いとは言えない。しかしながら、この

ような食糧生産の制約のもとで、引き続き計画生育政策を実施し、人口増加を抑制

させ、人口のゼロ成長を目指していくべきである。これは、中国の将来の発展に関

わるだけでなく、世界人口の将来の局面にも直接関わることであり、また世界の資

源環境と社会経済の協調発展にも関わり、人類が持続可能な発展軌道に乗れるか否

かにも関わる。

参考文献：

第四次人口センサス結果

全国農業企画委員会《中国農業資源と企画要覧》１９８７年６月

陳俊生「中国農業の若干問題」中国青年出版社、1992年２月

胡煥庸「人口発展と生存環境」華東師範大学出版社、1992年１２月

康暁光「中国農業の持続的な発展戦略研究報告」「戦略と管理」1994年３月

林毅夫「中国食樋生産の単位面積と増産前景」《人民日報》、1995年３月10日

季鵬「国民経済と社会発展第九回五ケ年計画及び２０１０年遠景目標綱要に関する報

-107-



告」《光明日報》、1996年３月１９日

｢中華人民共和国国民経済と社会発展第九回五ケ年計画及び2010年遠景目標綱要」

《光明日報》、1996年３月２０日

李岳云「誰が中国を養うかの論争及び啓発」「農業経済問題』1996年10月
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第Ｓ章

インドにおける人ロ

ー政策・動向一

日本大学文理学部

教授井上俊





1．インド人口の推移

1998年（年央）のインド人口は、９億8700万人と推定されており、一両年中には

10億人の大台に達するものと思われる。言うまでもないが、インドは中国に次ぐ世

界第二の人口大国であり（中国の人口は１２億６０００万人）、１平行キロメートノレあ

たりの人口密度は２８５人で、主要な発展途上国のなかでは、バングラデシュととも

に最高の人口稠密国である。インドは、1951年に始まる第１次５カ年計画のなかで

世界で初めて家族計画を国策として採用したことによっても知られているが、それ

にもかかわらず人口増加率は現在でも1.8％と依然として高く､毎年の増加数は1700

万人を越え、年間増加数としては中国のそれを大きく抜いて世界最大である。こう

した人口増加は、インドの発展を支える諸条件、なかんずく食糧生産・水資源の確

保に対して大きな問題を提起することになる。本章では、こうしたインド人口の特

徴のいくつかを点検し、その要因を考察することによって、人口サイドから見たイ

ンドの将来を展望してみたい。

インドがイギリスの植民地支配を脱し、パキスタンとの分離を経て独立を果たし

たのは1947年であった。それ以後現在に至るインド人口の増加は極めて大きい。独

立後最初に行われた１９５１年の人口センサスによると、インドの総人口（国境紛争の

ためセンサスが行われなかったジヤムー・カシミール州を除く）は３億5700万人で

あったが、４０年を経た１９９１年センサスではおよそ２３倍の８億３８５８万人（ジヤム

ー・カシミール州の推定人口を加えると８億4400万人）となったｃこの期間の人口

増加率を平均すると年率2.1％である。

人口動態の推移の観察を基礎として作成された国連の将来人口推計によると、イ

ンド人口は今後も活発な増加を続け、２０１０年前後に１２億人、2025年頃に１４億人、

2040年頃には１６億人の大台を越える見通しである。年間の増加数も２０１５年頃まで

は１５００万人を越え、それが1000万人に縮小するのは２０３０年代の後半になるものと

予測されている。

インドの人口推移の特徴は、中国と較べると一層明らかになる。インドの人口増
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加率は現在（1995～2000年）18％で、中国のＬ0％と較べて格段に高いが、この開

きは将来も大幅に縮まることはない。四半世紀後の2020-25年になっても、中国の

05％に対して、インドは1.0％と倍の高さを維持するものとみられている。その結

果、中国では人口増加が急速に減速してゆくのに対して、インド人口は活発な増加

を続け、国連推計（中位）によれば来世紀の半ば近い2045年には中印の順位が逆転

し、インドが世界最大の人口国となるとされている。（図lおよび図２参照）

このように対照的な中印両国の人口推移は、1970年代の後半からその違いが顕著

になってきた。まずインドの人口増加率は1980年代後半まで２％を下回ることなく、

高位で安定していた｡それが顕著で持続的な低下傾向を示し始めたのは1980年代の

後半である。これに対して中国では、1949年の中華人民共和国成立以来、その人口

増加率は異常に大きく変動した。すなわち人口増加率は、共和国成立直後のベビー

ブーム期を経て、1950年代後半には一旦1.5％まで低落した。しかし増加率はその

後上昇に転じ、大躍進政策から文化大革命に至る1960～1975年の期間には２％を越

し、とくに1960年代後半にはインドを大きく抜いて2.6％となった。しかし’970年

代後半になると、中国の人口増加率は再びＬ5％まで急落し、その後もインドとの差

を保持したまま低下を続けているのである。（図３参照）

このように人口について見る限り、インドは中国とは異なって、今後も活発な成

長を続ける見通しである｡社会経済的諸問題に対する人口増加の重要性を考えると、

インドの将来人口を左右する要因とそれに影響を及ぼす諸条件を慎重に検討し、見

通しを誤らないことが大切である。

２．人口増加の要因

く死亡率の推移＞

インドは独立以来、国民の栄養状態、公衆衛生、医療サービス等の改善によって、

着実に死亡率を低下させてきた。１９５０年代初頭、年間死亡率は人口1000人あたり

２５人であったが、その後大幅に改善し現在では，人前後まで下がっている。これを

平均寿命で見ると、独立直後は４０歳を下回っていたものが、現在では６２歳を越え
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ようとしており、乳児死亡率（出生数1000人あたり）も同じ期間に１９０から７２へ

60％以上の低下を示している。

しかしながらインドの死亡率低下は、中国の劇的な変化と較べると色あせて見え

る。中国の死亡率は1950年代初頭には人口］000人あたり２５で、インドと同じ水準

にあったが、２０年後の1970年代初頭には７を下回る低水準となった。この間乳児

死亡率は１９５から６１へ、平均寿命は３９歳から６２．５歳へと、インドの５０年間に相

当する改善を２０年間で達成したのである。インドと中国の大きな差は、単に医療技

術の発達やその国民的普及度の違いによって説明出来るものではなく、中国におけ

る教育普及と社会構造の変革が農村を含む全土で徹底的に進んだことによるものと

見るべきである。逆に言えば死亡率改善の格差は、インドの社会的近代化の相対的

遅れを反映するものであり、その事実を認識することが人口増加の将来を展望する

うえでも重要である。

く出生率の推移＞

死亡率の低下は、出生率の低下を伴わない限り人口増加を加速させる。1950年代

から1970年代前半にかけて、死亡率の低下にもかかわらずインドの人口増加率が

2.3％前後の水準を維持したのは、出生率も緩やかに低下していたことを示している。

合計出生率で見ると、インドでは１９５０年代前半の６０から１９７０年代前半には５４ま

でまるゆるやかに低下した。ところが1970年代後半になると、インドの出生率の低

下は加速する｡合計出生率は１９５０年代前半から１９７０年代前半までの20年間で､0.54

ポイント下がったが､1970年代前半から１９９０年代前半までの２０年間はＬ６８ポイン

トの低下で、そのスピードは３倍以上となった。

しかしながら１９７０年代後半に出生率低下が加速した原因を、社会的・経済的要因

に見出すことは非常に難しい。当時、インドは天候不順による飢鐘およびオイルシ

ョックに端を発するインフレ等の政治的・経済的困難に見舞われていた。第２次イ

ンディラ・ガンディー政権は、こうした困難を克服するため強権的な諸政策を援用

していたが、その一環として断種手術を中心とする家族計画の推進を強行したので

ある。したがってこの時期に出生率低下を加速させ得た唯一の要因は、この政策に
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あったと考えられるのである。しかしながら断種手術の強行は国民の強い反感を買

い、やがて総選挙で国民会議派が大敗を喫する原因の一つとなった。

人口動態は、政府の政策だけで自由に動かすことは出来ない。とくに出生に関し

ては、一般大衆の間に少子化をもとめる広範な要求が存在しなければ、家族計画は

所期の成果を収めることが出来ない。仮に一旦出生率低下を加速することは出来て

も、その成果を維持発展させることは難しい。しばしばインドの家族計画の遅れの

原因を非能率な官僚制や、組織的強制力のない政治体制に帰する議論があるが、そ

れだけで充分な説明になるとは思われない。インドの将来を考える上で、この点を

正しく認識することが極めて重要である。

3．人口転換と地域格差

インド国内ではその南端にあるケララ州を先導として、雁行的な人口転換が進ん

でいる。１９９１年のケララ州の合計出生率は1.8で、人口置換水準（2.05）を大きく

下回り、欧米先進国や日本等と比肩される低さに達している。これを追って同じく

インド東南端のタミル・ナドウ州の合計出生率は２２（1991年）で、人口再生産水

準に迫ろうとしている。このほか南部地域のカルナタカ州（3.1）、アンドラプラデ

シュ州（3.0）等は、中東部地域のマハラシユトラ州（3.0）、グジヤラート州（3.1）、

ウエスト・ベンガル州（32）等とともに、インドの平均合計出生率３．６を大きく下

廻って出生率の低下がかなり進んでいる。（人口２００万人未満の州および政府直轄

地を比較から除く。以下同じ。）

これに対してインドの出生率を全体として押し上げているのは、人口の大きさで

総人口の４２％をしめる北部のいわゆるヒンデイーベルト地帯の５州、すなわちビハ

ール州、ハリヤナ州、マデイヤプラデシュナトl、ラジャスタン州、ウシタープラデシ

ュ州である。これらの州では出生率が極めて高く、1991年の合計出生率はいずれも

4.0を越え、ウツタープラデシユ州では５．１に達している。これはケララ州の２８倍

にあたる。１９８１年には、ウシタープラデシユ州（6｣）とケララ州（29）との格差

は２．１倍であったから、両者の格差はこの１０年間に拡大している。全国的に出生率
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低下の傾向が見られるなかで、南部諸州が先行し北部諸州が立ち後れている状況が

生まれたのである。1991年以後についても、南部や中・東部諸州と北部諸州の出生

率格差はさらに拡大傾向がみられる。

インド国内にありながら、地域によってなぜこのような大きな出生率格差が発生

したのであろうか。それは一般に予想されるように経済格差とか都市化水準の違い

から説明することは出来ない。まず注目されるのは出生率が高水準にある北部諸州

が、いわゆるヒンデイーベルトにあることである。これらの州ではヒンディー語を

母語とする人口が80％を越えており、それ以外の州との際だった違いとなっている。

1991年人口センサスによれば、ヒンデイーベルト以外の州でヒンディー語を母語と

する人口比率が最も高いのは、パンジャブ州の１５％、マハラシユトラ州の７％であ

る。しかし使用する言語の違いが、それだけで出生率の低下を妨げるということは

あり得ない。その背後により実体的な原因が潜んでいるはずである。

そこで'991年の人口センサスを中心とする統計データから、様々な社会的・経済

的・政策的な要因を取り出し、これを各州について計数化した結果を出生率水準と

比較して相関係数を計算してみると、各州の平均所得、都市人口比率、工業化率、

特定カースト比率、政府の家族計画予算額（住民１人あたり）、医師・病院の密度

等については出生率に対する有意な相関関係が見られず、次ぎに述べる事項が重要

な要因として浮かび上がってくる。

まず、出生率に対してマイナスの相関係数が最も大きかったのは就業者全体に占

める被雇用労働者の割合（以下、雇用者率と呼ぶ）である。インドの雇用者は、都

市の商工業部門に見られるだけでなく、広く農村において土地を持たない農業労働

者という形で存在し、後者は農業従事者の403％、全就業者の23.7％をを占めてい

る。これに全就業者の9.0％をしめる周辺的労働者（季節的需要に応じていろいろな

仕事に就く不規則的な労働者）2800万人と都市部の非農林業従業者（雇用上の地位

は不明）の相当部分を加えると、インドの雇用労働者は全就業者の４割前後に達す

る。この比率は州によって大きな開きがあるが、これが各州の合計出生率と最も高

い相関係数を持っているのである。次ぎに重要な要因は女子の識字率である。識字

率は男女別々に得ることが出来、いずれも出生率と有意な相関関係にあるが、特に
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女性のそれが高い｡出生率に対する相関係数が３番目に高いのは乳児死亡率であり、

４番目は保護夫婦率である。夫婦保護率とは、中央および地方政府のおこなう家族

計画によって、希望しない妊娠の危険から有効に保護されている再生産年齢にある

夫婦の割合をいう。

社会的・経済的諸要因は相互に複雑に関係しあっているので、単純な相関係数だ

けから結論を導くことは危険である。そこでこれらに統計的処理を加えて回帰方程

式に置き換え、各変数がどれだけ出生率の地域格差に寄与しているかを示す標準偏

回帰係数を計算してみると、圧倒的な影響力を持つ変数は雇用労働者率、はるかに

弱いが有意な影響を持つ変数は女性識字率と保護夫婦率という結果となる。

合計出生率に対する

単純相関係数

合計出生率に対する

標準偏回帰係数

賃金労働者率

女性の識字率

乳児死亡率

保護夫婦率

２
０
７
７

９
８
７
５

０
０
０
０

－
一
一
一

-0.81

-0.10

-0.04

以上を要約すると、インドの出生率低下を先導する地域では、賃金労働者率すな

わち農村における農業労働者の割合および非農林業就業者の比率が高いということ

である。逆に言えば伝統的な土地持ち自営農民が多い州では、出生率の低下が遅れ

ている。地域格差から見る限り、雇用関係の近代化が出生率低下の基本的原動力に

なっていることが窺われる。教育投資による女性の識字率向上、あるいは政府主導

の家族計画が出生率低下にそれなりの効果を収めていることも明らかではあるが、

その成功の前提として、雇用関係の近代化を通じて小家族の利益が大衆のなかで実

感されることが必要であることがうかがわれる。
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４．インド人口の将来

インドの人口転換は、中国と比較して、かなりゆっくり進行している。両国とも

未だに農業部門の比率が高いから、人口転換の速度を左右しているのは農村の近代

化の状況である。独立後のインドでは農地改革が不十分で、植民地時代からの農村

構造がそのまま引き継がれている。この点が改善されない限り、インドの人口転換

の速度を急激に加速させることは難しいであろう。

国連の将来推計を見ると、人口転換が急展開することを想定した低位推計では、

２１世紀にはいると人口増加率は加速度的に減少し、２０４０年頃には総人口１３億ｓ千

万人前後で増加を停止するとされている。先に述べた中位推計の１６億人と比較する

と、２億５千万人（16％）少ない。これに対して社会・経済の近代化の遅れから人

口転換が遅滞する場合､来世紀中葉のインド人口は２０億人に達する可能性さえある

（高位推計）。

将来人口は決して確定したものではなく、社会や経済の近代化、教育や家族計画

に対する政府の取り組み等に応じて変化する。しかしいずれにしても急増する人口

を支える基盤の確保が、今後のインドにとって重要課題となることは間違いない。

とくに水資源を確保し食糧増産を進めることが重要である。もし死亡率の持続的な

低下を維持することに成功しなければ、将来人口の推計は根拠を失い、まったく別

の局面を迎えることになる。
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図１－人口の推移：インドと中国
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人口増加率の推移図３ インドと中国
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成長の制約と２１世紀の戦略

一人ロ・水資源・食料生産をめぐって－

大阪市立大学経済学部

助教授大野昭彦





１経済発展と農業

1-1「人口と食料」そして経済発展

インドの人口規模は１９５１年の3.63億人から１９９６年には９．３２億人と急増して

おり、７０年代と８０年代の１０年間には、わが国の人口規模(1.25億人:1995年推定）

を上回る人口増加がみられた。こうした人々をいかに養うかは、経済運営の重要

な課題となる。しかし「人口と食料」の問題は、その直裁的関係で論じるだけで

は不充分であり、経済発展との関わりという枠組みで議論する必要がある。特に

インドについては、「人口と食料」問題は開発資金の調達に深くかかわっており、

それ故に経済発展の進度を大きく規定することになる。

開発途上国が離陸を果たすには、開発資金の調達が重要な政策課題となる。Ｎ正Ｓ

や東南アジア諸国は直接投資や借款を通じて外国資本に依存する戦略を採用し､中国

は農業搾取政策により開発資金を国内で調達した。しかし中国と同じく膨大な開発資

金を必要とする重工業化路線を歩もうとしたにもかかわらず､インドでは中国型の資

金調達方式はとられることはなかった。これは、インドでは農業生産活動が基本的に

は市場メカニズムに委ねられているためである。別の観点からいえば､経済発展の初

期段階で人民公社や産業資本の国有化などに代表されるような所有権構造そのもの

の制度改革を通じて資本蓄積メカニズムを榊築した中国に対して､インドでは土地改

革は不充分にしかなされておらず､独立前の所有構造がほぼそのまま残されている。

ながら〈インドの政権党の座にあった国民会議派の主要構成グループのひとつがザ

ミンダールとしてしられる富農層であったことも､中国で採用されたような農業搾取

政策を禁じ手とさせていた。事実、中央及び州政府税収において農地課税と農業所得

課税の占める比率は、1950年代には７％であったものが1960年代に急減していき、

1970年代では２％前後、そして1980代に入ると１％以下に低下している。

さらに、植民地支配という苦い経験から、インドは海外直接投資の受け入れも忌

避した。こうした環境のもとでの工業化戦略は、インドの開発戦略に深刻な資金制約

を突きつけることになった。それは対外的な外貨制約と、国内における財政制約とに
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分けられる。結論を先取りすれば､独立後しばらくは外貨制約が、そして現在に至る

と財政制約が深刻となっている。その背景には、増加する人口を養うために採用され

た農業政策が深く係わっている。

1-2開発資金の逼迫

輸入代替工業化を実現するうえでの資本財輸入の増加は、１９６０年代のわが国

の経験からしてもそうであったように、国際収支の天井に経済を突き当たらせる

ことになる。特にインドの場合には、輸出産業の育成ではなく輸入代替を目指し

た重工業優先政策が採用された。その結果、確たる輸出産業を持たないインドで

は、輸入代替工業化に誘発された資本財輸入の増加が貿易赤字を拡大させて外貨

を瞬く間に枯渇させた。たとえば、貿易赤字/GNPの比率(第1-1図)は１９５７年に

はひとつのピークをむかえており、と同時にそれまで１以上あった外貨準備高／

輸入額比率(第1-2図)も急減していることからその事実を垣間見ることができよ

う。その後も貿易赤字/GNP比率は高い水準にとどまり、後述する1960年代半ば

の経済危機にいきつくことになる。また対内的には、５カ年計画の遂行の過程で

財政赤字が深刻化していった。経常歳入で賄われない財政支出は、借款と贈与を

含む外国資本借入と国内資本借入で補われる。それでも不足する予算部分は、赤

字財政として実体経済の裏付けのない貨幣増発により埋め合わされる。第1-1表

は初期の５カ年計画の総予算に占める借入と赤字財政の比率である。これから、

インドの財政基盤の脆弱さが見て取れよう。ただし、この問題が深刻化するのは

1980年代に入ってからである。

1-3リカードの成長の罠と農業危機の到来

開発資金の調達に苦しむインドの現状を、農業との関連で見ていこう。インド

のように膨大な過剰労働力を抱える経済が離陸するための主要な条件のひとつ

として、ルイス型の無限弾力的労働供給の恩恵を工業部門ができるだけ長期にわ

たり享受しうることがあげられる。しかし過剰労働の存在にもかかわらず実質賃

金が上昇してしまい、工業部門の成長が抑圧されることがある。すなわち支出に
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占める食料支出の比率が高い低所得経済では、食料価格が上昇すると、工場労働

者の生存を保証するために食料価格の上昇にインデックスして賃金も上昇する

ことになる。その結果として賃金制約がうまれ、それが工業部門の利潤を圧迫し

て工業化が頓挫するという、いわゆる産業革命期の英国経済について指摘された

リカードの成長の罠として知られる論理である(第１－３図)。

西欧諸国は新大陸から安価な食料の供給を受け、またわが国は植民地化した朝鮮

半島や台湾からの移入米などにより成長の罠から離脱しえた。しかし今日の開発途上

国は、こうした解決策に期待することはできない。もしここで食料輸入により需給バ

ランスを回復しようとすれば、それは外貨準備高を減らすことになり、輸入代替工業

化に不可欠な資本財や技術の輸入が制約を受けてしまう。その結果、やはり工業化が

頓挫することになる。こうした外貨制約による工業化の停滞を「外的罠」とよび、賃

金制約による「内的罠」と区別しておこう。この枠組みは、過剰労働を抱える経済が

離陸を試みるときに､農業部門が工業部門に及ぼしうる影響を考察するための有効な

視点を提供している。

インドは、独立直後から、急速な人口増加による`慢性的な食料問題に悩まされて

いた。しかし、６０年代半ばに発生した２年連続の旱魅により食料問題が危機的事態

にいたるまで、農工間交易条件（第１－４図）は農業に有利に振れるどころか、むし

ろ悪化していたのである。この時期の第２次・第３次５カ年計画は工業優先戦略を採

っており、工業化のための安価な食料供給が要請されたためである。そのために、食

料不足は輸入で賄われることになった。１人１日当たり穀物消費量（豆類を含む）を

みると､農業危機(1965/66年度)以前10年間の平均は450.45グラム(標準偏差SD=19.74

グラム)であり、その後の1967/68-1994/９５度までの45865グラム(SD=24.90グラム）

とほぼ同水準にあった。しかし６０年代半ば以前の水準は国内供給のみにより達成さ

れたものではなく、食料援助も含めた大量の穀物輸入によるものである。穀物輸入は

50年代後半から本格化して、総輸入額に占める穀物輸入額の比率は1960年代にはい

ると常に１０％を上回るようになった。これは工業化にとっての外貨制約を強めるこ

とになる。そして農業危機の発生した1966/67年度では、総輸入額の31.3％が穀物で

占められていた。穀物輸入量は、米の場合には国内で市場化きれる量の１０％以下で
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あったが､小麦では５０年代後半から100％を超え、1966年には230％にも達している。

穀物輸入が穀物の国内需給バランスの回復に与えた影響の大きさがわかろう。

すなわち６０年代半ばの経済危機は、食料輸入が外貨制約を強めるという形で５０

年代末に既に準備されていたといえよう。そして、農業危機を契機とする外貨危機に

より経済の破綻が露呈することになる。これは、穀物輸入による外貨制約の深刻化と

いう外的罠にインドが陥ったことを示している。

インドが「内的罠」ではなく「外的罠」に陥るにいたったのは、食料価格の安定

を政策上の至上命題とするインド的文脈に理由を求めることができる｡不平等度の高

い私的所有権構造に抜本的改革を施すことなくきたインドでは､貧困は最も深刻な政

策対象である。インドでは、貧困は貧困線(povertyline)という概念で数量化されてい

る。貧困線は生存に必要な１日当たり摂取カロリー（農村では成人男子で2,400カロ

リー、都市では2,100カロリー）を賄いうる支出で定義され、それに満たない支出の

家計を貧困層と呼んでいる。貧困層の比率は1960/61年度で55.2％そして1983/８４年

でも37.4％にもなるが､このことは依然としてインド経済がリカードの成長の罠に捕

らわれやすい状況にあることを示唆している｡食料価格の上昇への対応手段をもっと

も欠く貧困層の生存を保証するためには､穀物需給のインバランスには価格調整では

なく輸入による数量調整で対応せざるをえないことになる。さらに利害関係の異なる

多様な社会階層と地域で構成され､選挙制度が定着しているインドでは、ポピュリス

ト的政策運営が採用されやすくなる。こうした環境では､穀物価格の上昇は極力回避

されるべき事態である。事実、経験法則として、インドではインフレ率が１０％を越

すと政治危機が発生するという指摘もある。こうした事情が、インド経済を内的罠で

はなく外的罠に陥らせることになった。

1-3工業化の停滞：失われた１０年

６０年代半ばの農業危機は、脆弱な開発資金調達基盤のままで輸入代替工業化

を遂行しようとしたインドの工業化戦略の矛盾を表面化させた。それは、旱害と

いう短期的な危機にとどまらずに、「失われた１０年」ともいうべき長期的な経

済危機を招来することになった。第1-2表は、製造業部門において付加価値生産
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額の大きい主要な９部門の実質成長率の変化を、失われた１０年とその前後の時

期について示している。インド政府が開発資金を傾斜配分した重工業部門（素材

金属・金属製品・非電気機械）で成長率の低下が著しく、食料品・綿製品では成

長率の鈍化は相対的に小さい。これは、成長率の減退が賃金制約という内的罠に

よりもたらされたのではないことを示唆している。というのも、もし賃金制約が

工業部門の停滞の原因だとするならば､成長率の鈍化は労働集約的産業である食

料品・綿製品部門で顕著になったはずである。農業の低迷が最終消費財の需要を

制約した、さらには原料としての農産物供給の制約が工業部門の停滞をもたらし

たという主張もなされているが、それらも同様の理由により反論されよう。

この時期の経済成長の低迷の主たる理由は､外貨制約による開発資金の陸路に

もとめることができよう。この陸路は、ふたつの側面で表面化している。ひとつ

は外貨制約によって、資本財輸入や技術・資本提携件数が６０年代半ばを境に減

少していること（第1-5図）である。もうひとつは、次節で触れるように、農業

危機により工業優先から農業重視へ政策転換が求められたことである。第２次５

カ年計画の開始とともに急増した工業部門の実質資本形成額（第1-6図）は、６０

年代半ばから７０年代後半までの「失われた１０年」の期間は低迷をみせている一

方、農業部門の資本形成は増加している。すなわち開発資金の規模そのものが制

約を受けるなかで、さらに資金配分が農業に傾斜していき、工業部門への資金陸

路が顕在化していったといえよう。

では何故、経済の低迷が10年も続いたのであろうか。その理由も、農業に求

めることができる。穀物増産を目指した「緑の革命」によりインドが外的罠から

抜け出すには、農業危機から１０年の歳月を要した。というのも緑の革命の普及

に時間を要したばかりでなく、化学肥料の多投が必要条件となる緑の革命のもと

で、インドは化学肥料を輸入しなくてはならなかったからである。総輸入額に占

める穀物と化学肥料の輸入額（以下、農業関連財輸入額）は、農業危機以前では

20％を下回っていたが、1964/６５年度には２３３％となり、それ以降の３年は25.4％、

36.596,33.2％と高い比率が続いた。農業危機から1975/７６年度までの平均比率は

24％であり、これは輸入代替工業化にとっての外貨制約を深刻なものとした。そ
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れがひと桁に落ち着くのは1977/78年度以降であり、その後は機械類輸入額指数

と技術･資本提携数は回復に向かっている。対外関係から観察される失われた10

年である。

これまで検討してきたことから、インドでは「人口と食料」のバランスの如何が、

工業化戦略を大きく規定してきたことが指摘できよう。

２農業重視政策への転換：緑の革命と農業問題

農業が経済発展の足柧となりはじめたことから、政府もそれまでの工業優先から

農業重視への政策転換を迫られることになった。農業危機が発生した頃には耕地面

積の外延的拡大は限界にきており、穀物増産は土地生産性の増加に頼らなくてはな

らない段階に達していた。同じ頃、多くの開発途上国も人口増加に耐えきれずに穀

物を輸入に依存していた。こうした事態に対処するために、1960年代後半から小麦

と米の高収量品種(HighYieldingVariety)を基盤とする新農法､すなわち緑の革命が展

開をみせはじめた。インドは、その恩恵を最も受けた国のひとつであろう。

緑の革命による穀物生産の増加により、1970年代後半には、インドは穀物輸入への依

存体質から脱却していった。といっても緑の革命の前後の期間で１人１日当たり穀物消

費量に変化がなかったことから明らかなように穀物生産の増加は穀物輸入を代替した

だけであり、国内の穀物の需給関係に根本的な変化がみられたわけではない。また緑の

革命は、リカードの罠からインド経済を離脱させはしたものの、新たな問題を派生させ

た。それを（2節-1)地域間格差の拡大と(2節-3)農民の市場経済への関与(市場ネクサス）

の拡大の２点からみていこう。そしてこのことが、３節で議論される農民の圧力団体化

と今後の食料不足の可能性という、農業問題に絡むインド経済のふたつの撹乱要因につ

いての議論につながっていく。

2-1地域格差

緑の革命は、高収量品種・灌概そして化学肥料を三位一体として成立する農法
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である。潅概を中心とする農業インフラの整備を必要とする高収量品種の導入

は、それまでのポピュリスト的な平等主義的農村開発から、比較的インフラ条件

の整った地域に農業投資の重点を置く集約的農業地域計画(IntensiveAgricultural

AreaProgramme:1964/65年)へと､公正よりも効率性を追求する農業政策への転換

をもたらした。州別にみた土地生産性は、灌慨設備の整った地域を中心に緑の革

命が普及していったことを示唆している（第1-7図）。その結果、英領インド時

代に用水路網が整備されていたパンジヤーブ州、ハリヤナ州そしてＵＰ州西部と

いうインド北西部に穀倉地帯が形成された｡緑の革命がひとまずの普及を見た７０

年代後半(1978/７９年)についていえば、全インドの耕地面積の5.596を占めるにす

ぎないパンジヤーブとハリヤナ両州は、全国の小麦生産の２５％、米の10％近くを

生産している。緩衝在庫や貧困階層への低価格販売のための政府買上穀物量のう

ち、このふたつの州は、小麦と米をあわせて７０％前後を供給している。まさにこ

の地域がインドを養っているのであり、インドの食料安全保障の要となっていっ

た。

緑の革命が地域的に偏ったことは、地域格差の拡大を意味する。緑の革命前を

含む４期間で州(主要１５州)別の1人あたり穀物生産量の変化をみてみよう（第

1-3表）。パンジヤーブとハリヤナ州（1966年に旧バンジヤーブ州が分離してふ

たつの州となる）が急速な穀物余剰の増加を見せている。その結果、このふたつ

の州は、格段の工業地域をもたないにもかかわらず、インドでは最も高い１人あ

たり所得水準を誇っている。１人あたり穀物生産量の変動係数も、緑の革命前の

３６から現在は８０近くまで高まっており、州単位でみた市場化余剰に大きな格差

が生じている。その結果、緑の革命の前後における州間の穀物移動(第６．７列）

を比較すると、パンジヤープ・ハリヤナそしてＵＰ州という緑の革命が普及した

地域では移出が大幅に増加して、他の州では総じて移入が増加している。灌概率

の高低が、この変化の主たる説明要因であることはいうまでもない。

第1-8図は、緑の革命がある程度の進展をみた時期において、北西部の先進２

州と最貧州の名に甘んじているビハール州について、土地所有者と農業労働者の

1人当たり支出の分布（所得分布と近似）を比較している。いずれの州において
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《)土地所有者の所得が農業労働者のそれを上回っているのは、よく指摘される地

域内における階層間格差を表している。しかしより注目すべきは、インドの農村

人口の約３割を占めるとされる農村最貧層の農業労働者についてさえ、北西部の

農業労働者の支出分布はピハール州の土地所有者のそれにほぼ重なっているこ

とである。緑の革命が農村社会にあたえた影響の大きさが窺えよう。同様のこと

は、貧困線以下の人口比率でも確認されうる（第1-4表）。この比率は、パンジ

ヤーブ州では既に一桁にまで低下しているが、ピハール州はオリッサ州についで

高い数値を示している。さらにいえば、北西部諸州の農業労働者についての貧困

線以下の人口比率は、ピハール州の土地所有者のそれよりも下回っている（第

1-5表）。

ここで、インドが穀物自給を達したことの意味が明瞭となる。すなわち緑の革

命による穀物自給の達成は、あくまでも穀物を輸入しないという意味にすぎず、

食料不足に苦しむ膨大な貧困層が依然として存在している。土地を中心とする資

産配分の高い不平等度に対して有効な対策を講じることなく残存させたことが、

これから指摘するようにインド経済の撹乱誘因となっていくことになる。

2-Ｚインドの灌概

地域格差をもたらした最大の要因は緑の革命の進展度の差であり、その背後に

は灌慨率の差が係わっている。しかし、単に灌概率で緑の革命の進展度を説明す

るには問題が残る。第2-6表と第2-7表から見て取れるように、1970/71年度から

1990/91年度までの20年間で､小麦作の灌概率は25％ポイント向上したのに対し

て、米作では７％ポイントしか向上していない。作付面積も小麦で増加率が高く、

生産高の上昇も小麦で高くなっている。まさに、緑の革命は小麦革命であったと

いえる。

では、米と小麦でこのような格差が生じたのは何故であろうか。その最大の要

因は､小麦よりも米の高収量品種がより十全な水管理が必要となるためである。

そのために良好な水管理が可能な圃場にのみ、米についての緑の革命が可能であ

った。このことは第２－７図から理解できるように、小麦の場合、灌概率が100％
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近くではヘクタール当たり３トンの土地生産性が達成されるが、灌慨率が２０‐

40％でも生産性はヘクタール当たり1.5-2ﾄﾝになる。ところが米の場合には、灌概

率が100％近くあるパンジヤーブ州やハリヤナ州では生産性はヘクタール当たり

3.5ﾄﾝ以上になるが、灌概率が50％では１－L５トンと大きく土地生産性が落ち込ん

でいる。すなわち灌概の効果は米で大きくなっているが、これは米が水使用的作

物であることを物語っている。その結果、緑の革命は先ず小麦の高収量品種導入

から始まり、水管理の必要な米ではやや遅れることになる。

良好な水管理をある一定規模の農地で可能とするには、用水路灌概(canal

iITigation)と管井戸(tubewell)が有力な方法である。用水路灌i既が機能するには、

水配分を管理して水利費を徴収するする水利組合(waterusersassociation)が不可

欠になる。しかしインドに限らず、用水路灌概の維持・管理には多くの問題が残

されている。水利費の徴収率が5o船にも達しないというのが、現状である。また

用水路の建設には多大な公共投資が必要となるが、後に述べるように、財政赤字

に悩むインドでは用水路建設が暗礁に乗り上げている。このために用水路よりも

効率的水管理が可能となる管井戸が､特に米の高収量品種導入に不可欠となる。

ここしばらく、ガンジス河下流域の西ベンガル州やピハール州といった貧困州で

も土地生産性の上昇が見られるが､それは管井戸の導入が進んでいるためである。

ところで､効率的潅概には農地の交換分合(landconsolidation)も不可欠となる。

インド農業のひとつの足珈は、男子への均等相続から生じる分散圃場にある。こ

のことは、ある程度の規模の経済性を有する管井戸の導入を阻害することになり、

また水路建設･管理の困難さなどから水資源の効率的利用そのものが妨げられる。

土地の交換分合の必要`性は独立前から指摘されており、ハリヤナ州を含む旧バン

ジャーブ州では英領インド時代からその試みがなされていた。その動きは独立後

に本格化して､パンジヤープ州とハリヤナ州では60年代までに整備事業は完了し、

「緑の革命」のための制度的条件が整えられていた。’しかしビハール州や西ベ

ンガル州では、その事業は今持ってほとんど進展していない。またインド北西部

の交換分合が､農地の区画化により１筆を１エーカーの正方形に統一したのに対

して、ガンジスの下流地域では土地の交換に止まり農地の形状にまでは規制が及
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んでいない。いうまでもなく、農地が区画化されれば効率的な水路設計などによ

り水配分が効率化されることになり、また機械化にも望ましい効果を与える。し

かし小作関係や土地改革法から逃れるためなどにより土地所有関係は重層化し

ている現状では､経済的には有効である交換分合の事業もほとんど進展していな

い｡２すなわちガンジス河下流域での食料増産は、比較的資金に余裕のある、そ

して管井戸の経済効率を達成するだけの耕地規模をもつ農家を中心になされて

いるものと推測される。それは増産の限界を示唆するとともに、農村内の所得分

配を不平等化に向かわせる危険性をも孕んでいる。

農民と市場ネクサス

緑の革命は、さまざまな形態で、農民を市場経済という新たな世界に巻き込ん

でいった。この農民の市場ネクサス（市場利用の程度）を、生産物と投入財につ

いて検討していこう。

第1-9図は、緑の革命の普及がほぼ完了した時点での、パンジャーブ州におけ

る農家経営規模別にみた小麦(冬作)の市場化率を示している。市場化率は経営規

模がO4ha程度の農家でプラスとなり、約O6haで５０％に達して、約３haで９０％

になる。パンジヤープ州の平均経営規模が377haであるから、ほぼ全農家で小麦

の市場化がなされている。また米(夏作)については、この地域では米を食する習

慣がないために、ほとんどが他州に移出される。事情は、ハリヤナ州やＵＰ州西

部でもほぼ同じである。この地域では、市場化余剰をもつ新興富農が新たな社会

階層として形成されていった。同様のデータは、他州では入手できないが、ビハ

ール州でなされた調査結果(第1-8表：1979-81年調査)を例に取ってみよう。l-2ha

の経営面積では市場化余剰は発生しておらず、１０ｈａ以上の農家でも６７％でしか

ない。この州の平均経営規模はo86haとパンジヤープ州の１/4以下でしかなく、

また土地生産性が1/3でしかないことを考慮すれば、平均的農家ですら米の自給

が困難であることがわかる。生産物市場価格の動向は、余剰農産物をもつ農民に

とっては関心の対象とならざるをえない。しかし、余剰農産物の販売という形態

での市場ネクサスは、農家の経営規模は当然のことながら、地域によっても大き

2-3
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な差異が認められる。その結果、農産物市場価格への農家の反応も市場ネクサス

の程度に応じて一様ではなくなる。

次に農業投入財をみてみよう。第1-9表は、北西部先進州とビハール州におけ

る米の生産費構造の比較である。農機具・種子・化学肥料・殺虫剤そして灌概費

といった現金支出を伴う近代的投入財が総生産費用に占める比率は、パンジャー

プ州で59.47％、そしてハリヤナ州で54.87％であるのに対して、ピハール州では

19.53％でしかない。投入財についての市場ネクサスの程度もまた、インド北西部

では高く、ビハールのような貧困州では低くなっている。従って、補助金・農業

金融政策の影響を含めた近代的投入財の価格動向もまた、緑の革命を推進する農

民にとって、より重大な関心事となる。

緑の革命については、その食料増産効果だけでなく、農産物と農業投入財の双

方において農民の市場ネクサスを強めていったことに注目すべきである。この市

場ネクサスは、緑の革命の普及の地域差や経営規模面積と関連して、農業政策に

かかわる農民の利害関係を多様化させていくことになる。例えば、農産物市場価

格を高める政策は、インド北西部の農業先進州の農民には歓迎されても、市場化

余剰をもたないピハール州の農民には生産増加の誘因とはならない。それどころ

か､穀物を購入しなくてはならない非自給農家の生活を圧迫することにすらなる。

農地改革など農業生産にかかわる制度の改革がなされることなく経済発展を追

求しようとしたインドは、開発資金調達の制約のみならず、緑の革命の過程で地

域間・地域内格差から生じた利害調整という困難な課題に直面することになった。

これは政治問題と結びつくことによって、インド経済の撹乱要因となっていく。

６０年代半ばから始まった「緑の革命」による穀物生産の増加は、結果的には、

穀物輸入への依存体質からインド経済を脱却させていった。といっても１人１日

当たり穀物消費量に変化がなかったことから察せられるように､穀物生産の増加

は穀物輸入を代替しただけであり、国内の穀物の需給関係に根本的な変化がみら

れたわけではない。また、新農法が化学肥料使用的であったことから、化学肥料

の輸入を含めた農業関連財の輸入額が総輸入額に占める比率は1977/78年までは

高い水準にあり、工業化を推進するために必要となる資本財・技術の輸入を阻害
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していた。これは例えば、ドル・タームでみた機械類の輸入額指数が農業危機以

降に低下して、しばらく回復できなかった事実からも確認できよう（第1-5図）。

すなわち農業危機から７０年代後半までインド経済は「外的罠」に捕らわれて、

「失われた10年」ともいうべき停滞を経験することになる。３「緑の革命」の恩

恵により総輸入に占める農業関連財の輸入額比率が低下するのは、１９７０年代後

半からである。と同時に、外貨ポジションが回復してインド経済は「外的罠」か

らの離脱を漸く果たし、８０年代にはいってからの経済自由化の前提を整えてい

った。４

３農業政策の再転換と農民運動

3-1農業政策の変化

既に第1-4図でみたように、６０年代以前は、穀物需給が逼迫していたにもかか

わらず､穀物輸入によって賃金財としての穀物価格を低く抑えるという工業化優

先の経済政策のもとで、交易条件は農業に不利に動いていた。しかし農業危機以

降には、農業補助金の増加や穀物買い上げ価格の上昇などの「緑の革命」を押し

進めるための政策誘導の結果､交易条件は急激に農業に有利に展開することにな

る。

農業優先政策への政策転換は、インド北西部のようなインフラの整った地域を

インドの穀倉地帯にかえた。その－面を農業への公的金融貸付について観察しよ

う（第1-10表）。パンジャーブ州とハリヤナ州は、公的金融機関からの借入比

率が高く、負債額中の農業資本投資目的の比率も高い。その結果、特に固定資本

投資支出額がもっとも高くなっている。農家当たり固定資本投資額は、パンジャ

ープ州Rs915そしてハリヤナ州Rs652であるのに対して、ビハールナトｌＲｓ４３と西

ベンガル州Ｒｓ５４でしかないことは対照的である。ここに支持価格制度や各種の

補助金を通じて、農業優先政策をとる政府と新興富農層との蜜月関係がはじまっ

た。

「緑の革命」の結果、穀物輸入が急減して、インドはリカードの外的罠の脅威
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を減じていった。しかし、こうした補助金政策は財政危機を招来することになる。

この事態を踏まえて、ラージ委員会(TheCommitteeonTaxationofAgricultural

Wealthandlncome)は、1969/70年度において、パンジヤーブ州の農業関連税が当

州の農業所得のわずか0.24％でしかないことを明らかにして、課税による富農か

らの所得移転を勧告した。しかし農業所得への課税権限をもつ州政府は富農の抵

抗をおそれ、その勧告に従うことはなかった。そこで中央政府は、農業関連補助

金の削減や農産物価格制度の見直しを余儀なくされることになる。その結果、近

代的農業投入財の価格は上昇し、また穀物の実質庭先価格は逓減していった。従

って、交易条件は、穀物輸入の必要がほぼなくなった７０年代後半になると急速

に農業に不利に展開することになる。それはまた、工業化には有利な環境が整え

られたことを意味しており、その後の経済の自由化の再開につながることになる。

しかしこの動きは、当然、富農層の農業収益を圧迫して彼らの反発を招き、新興

富農層と会議派の蜜月関係は早くも終焉に向かうことになった。８０年代のパン

ジャープ動乱とインデイラ・ガンデイ首相の暗殺もその延長線にある。

3-2農民の圧力団体化５

１９７０年代に農工間交易条件が農業に不利となるに従い、新農民運動(New

Farmers'Movements)が活発化した。その中核となったのは伝統的農民(Peasants)で

はなく、農産物の市場化余剰をもち近代的農業投入財の購買者として市場経済に

巻き込まれた近代的な商業農民(Farmers)であった。新農民運動の共通する特徴は、

新民運動のイデオロギー的支柱となったシヤラド・ジョシー(SharadJoshi)のスロ

ーガン、，lIndia（都市としてのインド）vsBharat（農村としてのインド）Ⅱに象徴

されるように反国家(anti-state)であり反都市(anti-urban)であった。「緑の革命」以

前の（旧）農民運動のスローガンは、「土地を耕作者に(LandtotheTiller)」であ

り、政策課題は土地改革や地主・小作問題であった。しかし７０年代の「新農民

運動」のスローガンは、農産物・近代的投入財の価格そして補助金という市場ネ

クサスに係わるものであり、それについてのロビー活動が盛んとなる。

１９７７年の総選挙で独立以降の連邦政府を一党優位のもとに掌握してきた国民
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会議派が敗退してジヤナタ（人民）党が政権の座に就いたが、ジヤナタ党は新農

民運動に代表される富農層を取り込んでいた。この時期こそ、インドの農業政策

の分岐点となる。それまでの国民会議派とは異なり、ジャナタ党は脆弱な政権基

盤からポピュリスト的性格の強い政策運営をおこなった。この時期に農業優遇、

それも商業農民の利益を念頭におく政策が採られることになる。州政府レベルで

は、新農民運動の影響はさらに顕著であった。ただし新農民運動は非党派性を保

ち、その要求に従い支持政党を変更するという典型的なレント追求型のロビー活

動をおこなっている。そして農民運動が選挙結果に直裁的に連動するようになる

と、政府も農民の利益に抵触する政策採用に及び腰になる。その結果、穀物緩衝

在庫が適正規模を越え、また財政赤字が深刻化しているにもかかわらず、補助金

の削減が遅々として進んでいない。‘

しかしながら既にみたように、市場ネクサスの程度は、農村階層によってもま

た地域によっても相当の濃淡をもっている。そのために、単に「都市」対「農村」

という枠組みだけではなく、農民運動も多様化していった。ここしばら〈のイン

ドの総選挙では地方政党が躍進しているが、これも農業についての多様化した利

害関係のひとつの表出と捉えることができよう。かつての国民会議派の一党優位

は終焉し、インドは連立の時代に入って政治的混迷が続いている。そのひとつの

理由が、農業問題への対応から派生した利害対立であるとすれば、インド政治の

混迷は容易には解消されないであろう。

穀物の市場価格の上昇は「リカードの成長の罠」問題を顕在化させるばかりか、

消費者の反発を招いて政治変動につながる。といって穀物の物庭先価格の低下は

商業農民の反発を招き、政治不安につながる。そこで生産者と消費者という利害

が対立する階層の狭間にあってポピュリスト的政策運営を余儀なくされている

政府は、緩衝在庫が史上最大となり過剰在庫が懸念されているにもかかわらず、

穀物庭先価格を一定水準に保つために大量の穀物買付をおこなわざるをえなく

なる｡政府緩衝在庫は１９８０年から1997年の平均(１月１日基準)で1721万トン(標

準偏差626万トン)であり、最大時には3654万トン(1995年６月)にも達している。

この間の穀物生産高が15310万トン(標準偏差1738万トン)であり、また穀物の市
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場化率が約４割であることを考えれば、緩衝在庫の大きさが理解できよう。

これらは経済の論理では説明されず､新農民運動の圧力やそのロビー活動の影

響といわざるをえない。政府買上穀物は公共配給制度(PDS：PublicDistribution

System）のもとで全国に４０万以上ある公正価格店で貧困層向けに買上価格より

も安く販売され、その逆ざやが政府補助金で補填されて財政赤字を増加させてい

る。緩衝在庫が適正規模を越えているにもかかわらず、1990年代に入っても配

給価格は据え置かれる一方、買上価格は上昇している。１９８０年代後半からはイ

ンドは穀物輸出を始めているが､貧困線以下の膨大な人口の存在を考えるとき、

これは飢餓輸出とすらいえる。といって過剰在庫分を市場に放出して穀物の市場

価格を下げることは貧困者には歓迎されても、市場化余剰を持つ農民の反発を招

くだけでなく、逆ざやの拡大により財政負担を増加させることになる。在庫が累

積する傾向が強い現状からして、経済論理からは適切とはいえない農業政策を採

用せざるをえないところに、インド農政のジレンマがある。そして政治的理由か

らの膨大な農業補助金支出は、財政赤字ばかりか、農業生産に係わる市場の歪み

をもたらして農業の国際的な市場競争力の形成を損なう可能性もある。さらに、

農業部門における公的資本形成の減少という新たな課題を投げかけている。

４農業固定資本形成からみた農業問題

4-1財政赤字の深刻化

1970年代後半に規制緩和が進むに連れて、輸入増加による貿易収支の赤字も

広がりつつあった。このときには既に農業関連輸入額は低下しており、また出稼

ぎ労働者からの送金があったことから、インドの外貨準備高は比較的潤沢であっ

た。たとえば1980/81年度の外貨送金は27億ドルであり、貿易赤字(1980/81年度

は７３．８億ドル)への重要な緩衝となっていた。そのために輸入についての規制緩

和のトレンドは維持されたまま、それまでほぼ均衡を保ってきた国際収支構造を

大きく拡散させていった(第1-10図）。そうしたなかインドは、1979/８０年の不作

（穀物生産の前年比マイナス17.6％成長）と第二次石油危機を契機とする経済危
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機にみまわれることになる。

ジヤナタ党政権はこの経済的混乱を収拾できずに内部分裂を経て崩壊し、1980

年にはインデイラ・ガンデイが政権に返り咲くことになった。しかしその政治基

盤も脆弱であり、ジヤナタ党政権のとった補助金を軸とするポピュリスト的政策

を踏襲せざるを得なかった。その結果、対ＧＤＰ比でみた中央政府の財政赤字は

増加の一途をたどり、1980年代後半には８％前後に達した。また中央政府の国内

債務残高は、ＧＤＰ比でみて1980/８１年度で35.6％であったものが1980年代後半

には50％を上回り、インドはそれまでの均衡財政から大きく外れていった。

対外収支についても同様であり、インデイラ・ガンデイが再度政権の座に就い

たときには貿易収支の赤字幅が大幅に膨らんでおり、貿易赤字／ＧＮＰ比率は過

去最悪の水準に達していた（第1-1図参照)。彼女は､ＩＭＦの拡大融資枠(Extended

FacilityFund)からの５０億ＳＤＲという、それまでにＩＭＦが加盟国に行った最大規

模の融資によって経済危機を乗り切ろうとした。この拡大融資枠の融資はコンデ

イシヨナリテイを要求するものであり、産業および貿易政策で諸々の自由化措置

がとられた。しかしこの自由化に対しては、それがインドの経済哲学である自助

に抵触し、また６０年代後半の苦い経験もあることから、国内で強い抵抗がみら

れた。そうした背景もあって、統制経済の基本的枠組みはそのまま残された。す

なわち、統制経済体制を維持したままでの経済自由化とこの時期を位置づけるこ

とができる。

経済自由化の過程で製造部門は８０年代を通じて７％程度の比較的高い成長率

を達成したが､輸入代替工業化の宿命として貿易収支の赤字基調が続いていた。

この間の対ＧＮＰでみた貿易赤字は、６０年代半ばの経済危機と同じく高い水準に

あった(第1-1図参照)。1980年代前半の経常収支赤字は外国援助を中心にファイ

ナンスされてきたが、１９８０年代後半になると在外インド人の預金と外国商業銀

行からの借入がその比率を高めていった｡外国援助と対外商業借入により債務返

済比率(DebtServiceRatio)も急激に高まり、1980年代半ばには危険水準の２５％を

越えていった。また在外インド人の預金はホットマネーの性格を強く持っており、

1991年の経済危機の際には資金の引き上げが起こって事態をさらに深刻化させ
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ている。こうして経常収支の赤字傾向が強まるなか、１９９７年のタイの通貨危機

の前夜に似たマクロ的環境が生まれていった。政治面でも、1987年には国民会

議派は総選挙で敗退して、以降、不安定な連立政権が続いた。

こうしたマクロ経済の不均衡化（貿易収支不均衡と財政赤字）を容認した背景

に簡単に触れておこう。インドは伝統的にストップ.アンド・ゴー政策をとって

マクロ・バランスを維持しようとしていたが、１９７０年代後半からこうした均衡

主義が崩れはじめた。そこに至る論理は、次のように説明できる。食料自給を目

指した緑の革命は農民を市場経済に巻き込み、価格に反応する多数の富農層（社

会的には中間層を構成）をつくり出した。貧困層もまた、市場価格よりも低廉な

穀物を供給する公共配給制度への食料価格に敏感になった。その結果、補助金が

膨らむにつれて、農民や貧困層は選挙という民主主義を通じてレントシーカー

化していった。政治的覚醒(politicalawakcning)が政治的腐敗(politicaldecay)をもた

らしたと指摘される現象であり、クルーガーのいうレント追求社会が農業部門や

低所得者層にも広がっていった。１９７０年代後半からの確固とした一党優位を確

保できなくなった政権与党は、社会がレント追求化するにつれてポピュリスト的

政策運営に傾斜していき、拡張財政を抑制することなくマクロ不均衡が顕在化し

ていった。開発と民主主義（または開発独裁）については多くの議論があるが、

インドでは民主主義が開発に及ぼすネガテイヴな側面が顕在化していくことに

なる。

4-2農業固定資本形成の動向

今日のインド農業についての中心的議論のひとつに、農業固定資本形成の動向

がある（第１－１１図）。そこでは、(1)ひとつには農業部門の実質資本形成額の成

長が80年代に停滞したことと、また(2)８０年代半ば頃から公的部門による資本形

成が減少し始めたのに対して民間部門による資本形成が増加に転じており、併せ

れば農業部門の資本形成成長率が僅かではあるが増加し始めていることが指摘

される。

８０年代半ばまでは公的投資と民間投資がパラレルに変化していたことから、
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公的投資が民間投資を誘発するという議論がなされ､それ故に公的投資による資

本形成の頭打ちが民間投資に悪影響を与えるのではないかと問題視された。７し

かし８０年代後半からの公的と民間投資による資本形成の動向の乖離から、新た

な解釈の必要性が生まれてきた。特にここで注意すべきは、７０年代後半に農業

に不利に動いた農工間交易条件に有意な変化がみられないにもかかわらず、８０

年代後半から民間による農業固定資本形成が増加していることである。

民間による資本形成は７０年代末に急増しているが、その＿時期を異常値とす

れば比較的コンスタントな増加傾向をみせている。1977年には国民会議派が総

選挙で敗退してジヤナタ党が政権の座に就いている。ジャナタ党は、脆弱な政権

基盤からポピュリスト的性格の強い政策運営を余儀なくされたばかりか､その中

枢にはＵＰ州西部穀倉地帯の富農層の代弁者であるチャラン゛シン(CharanSingh）

がいた。８彼は、僅かな期間ではあるが副首相兼蔵相にも就いている。この時期

に農業優遇、それも商業農民の利益を念頭におく政策が採られることになる。そ

の典型が、農業金融を含む農業補助金の増加である。，こうした補助金は、いっ

たん制度化されると受益者にとって既得権益化するために、その削減にはラチェ

ット効果が働き、再び政権に返り咲いた会議派も農業補助金の削減はなしえなか

った。農業部門での民間資本形成にどれほど政策的関与があったかは不明である

が､農業部門における民間の固定資本形成額に対する農業制度金融貸出額の比率

が70年代には29％であったのが80年代に入ると６０％へと急増していることから、

民間部門の資本形成に対する政府の財政支援の増加が窺えよう（第１-,2図）。,。

しかし政府財政の赤字基調が本格化するなか､政府は開発支出の削減を余儀なく

され、８０年代後半以降の農業部門における民間と公的固定資本形成の乖離が発

生した'1･中央政府も農業部門の固定資本形成のための公的投資の減少を問題視

しながらも、それは「州の管轄事項である」としている。１２しかし州政府財政は

中央政府のそれにも増して深刻であり、多くの用水路建設事業が計画段階で止ま

ったままになっている。

民間部門による固定資本形成は、管井戸(tube-wel,)やトラクターといった外部

効果の少ない領域に集中している。これに対して、用水路潅概などの外部効果を
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もつ農業インフラ建設に向かうべき公的資本形成が減少していることは、インド

の農地潅慨率が30％強でしかない現状を考慮するまでもなく、長期的な食料安全

保障を脅かす危険をはらんでいる。

５もはや食料問題は政策課題ではないのか

国内の食料需給に関して、インド政府内では、かなり楽観的見通しが支配的であ

る。これは、ここしばらくの良好なモンスーンによる過去最高レベルに達した緩衝

在庫を背景としている。無論、これまで幾度となく経験したモンスーンの不安定化

による穀物輸入再開の可能性は避けられないであろうが、中・短期的にはインドの

食糧自給は確保されているとみなして差し支えないであろう。問題は、長期的な食

料自給が可能であるかにある。

今後の食料需要については幾つかの予測がなされているが、２０１０年の穀物需要予

測は世銀予測の19,100-20,500万トンからＯＳ・バツラの２０１０年の24,300-25,900万ト

ンまでの幅をもっている。’３世銀に代表される低い推計は経済成長とともに穀物需

要が逓減することを前提としており、逆にバッラなどは経済成長とともに牛乳・乳

製品・肉そして卵といった需要の所得弾力性が１以上の財の派生需要としての飼料

穀物需要の増加を考慮している。ここで推計の妥当性を議論する紙幅はないが、次

の事実を確認しておきたい。

第1-13図は､主要州についての支出階層別の－人当たり穀物消費量(米･小麦別）、

そして第１-11表は主穀（米と小麦）消費額の支出弾力性を示している。Ｍここから、

次の３点が指摘されうる。第１に、弾力性は農村部で0.42と非常に高い水準にある。

ここで留意すべきは、高い支出階層（従って高所得階層）においても穀物が劣等財

化しておらず、経済成長過程での穀物需要の高い増加率はしばらくは続くものと考

えられる。また低所得州では第２位の穀類がトウジンビエやモロコシといった雑穀

となるが、所得増加が雑穀から穀物に需要をシフトさせることが考えられる。例え

ば、カルナータカ州やグジヤラート州では弾力性が異常とも思えるほど高い数値を

とっている。これはモロコシやトウジンピエといった雑穀消費量が米や小麦の消費
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量よりも高く、高所得者層では雑穀が劣等財化して米や小麦に消費がシフトしてい

るためである。このシフトを考慮すれば、世銀推計は過小推計である可能性が強い。

第２に、階層別の穀物消費に相当の格差があるということは、経済成長過程での所

得分配の変化の如何により、穀物需要は大きく変動することになる。第３に、穀物

消費の支出弾力性が大きいのは、米を主食とする地域である。すなわち、今後に穀

物需要の増加が予測されるのは、他の事情が等しければ、小麦ではなく米である。

穀物の支出弾力性が全国平均で０．４として、１人当たり実質所得の成長率が年率

で５％で続くとすれば、穀物需要は年率２％ほどで増加する。これは人口増加(1.9％）

による穀物需要の伸びとほぼ同じとなり､併せて４%程度の穀物需要の増加が見込ま

れることになる。これは、約１８年で需要が倍増する率である。もちろん所得が向上

していけば、弾力性は低下するであろう。しかし食肉需要の増加の派生需要として

飼料穀物需要が増加すれば、弾力性の低下にそれほどは期待できないであろう。イ

ンドの食料問題というとき、一般には人口増加が問題とされてきたが、もし今後と

もにインドの経済成長が続けば、所得効果による穀物需要の増加がより問題となる

、

.）。

では、経済発展過程での穀物需要を賄うだけの増産がなされうるのであろうか。

農業先進州では既に高収量品種の普及がほぼ完了しており、また北西部のみならず

インドでは作付け面積の外延的拡大にも多くは期待できない。従って、インドの食

料需要を賄うためには農業後進州での農業生産（土地生産性）の増加が必要となる。

またそれが実現されないと州間における穀物需給の不均衡が拡大して地域間の利害

対立が先鋭化することになり、政策上の選択肢の自由度がさらに狭められる。

ここしばら〈ガンジス河下流域の諸州（西ベンガル州・ビハール州そしてオリッ

サ州）で米の増産がなされていることは、歓迎すべき傾向である。この増産は、基

本的には管井戸の導入により達成されている。しかし、この動向がインド北西部と

同様の穀倉地帯をガンジス河下流域にも形成するかについては、懐疑的にならざる

をえない。

こうした事情を考慮すれば、もし食料事情が逼迫する事態に至ったとき、インド

は潅厩や土地の交換分合を含めた農業インフラが未整備な地域での食料増産を余儀
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なくされることになる。すなわちそのときには、英領インド時代のインフラという

過去の遺産にたよった６０年代半ばの食料増産とは質的に異なる環境で食料増産を

図ろという困難な現実に直面することになる。この意味において、農業インフラの

整備が外部効果の薄い民間投資を中心になされて、逆に用水路建設といった外部効

果のある公的投資が逓減傾向にある現状は、長期的な食料安全保障の観点からは憂

慮すべき事態である。

６経済自由化と農業問題

インド経済のマクロ不均衡は、1991年４月に外貨準備高が年間輸入額の２週間分

にまで払底するという経済危機につながった。インドはＩＭＦと世銀から構造調整融

資(SAL)を受けることにより、この難局を乗り切ろうとした。しかしこの融資にはコ

ンデイショナリテイが伴っており、インド経済は自由化を余儀なくされた。この時

点で、インドの財政赤字は危機的水準にあった。

1991/92年度の「経済白書」は「財政」をはじめの章として、次のような書き出し

ではじまる。「1980年代を通じて緊迫していた財政事情は、急激な財政赤字の悪化

とともに1990/９１年に危機的状況に陥った。財政赤字は、国際収支に悪影響を及ぼ

すとともにインフレ圧力をも生みだしていた｡対ＧＤＰ比でみた中央政府の粗財政赤

字は、1970年代半ばの４９６，１９８０年代はじめの６％と比べて、1985/８６年度以降は８％

以上となっている。こうした財政赤字は維持不可能であり、国家をデット・トラッ

プ（筆者注：国債利払費が新規国債発行額を上回る現象であり、インド政府は州政

府も含めて既にこのトラップに陥っている）に導く可能性がある。財政危機の主た

る要因は、削減できない非開発支出(筆者注：国防・公債利払費・補助金など)と公

的部門の低い投資効率である」。

赤字財政の主たる原因が農業部門への補助金（化学肥料と食料）であることを考

えれば、その縮小には既得権益集団の反発がともなう。盤石の政権与党が成立しな

い限り、この問題の解決は容易ではないであろう。また別の観点からいえば、公共

配給制度のための食料補助金は、膨大な貧困層へのセーフティ・ネットの提供を意
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味している。すなわち、セーフテイ・ネットの提供が市場原理に反するとしても、

それはインド社会という文脈を基盤とする政策理念に基づいていることである。政

策介入の排除が経済効率を高めるものであったとしても、政策介入が社会的厚生を

高める役割を果たしていた場合には､政府介入の排除=自由化には社会的厚生を配慮

した補償措置が伴わなくてはならない。

政府緩衝在庫が史上最大規模に達しているにもかかわらず、農民の反発をおそれ

て､政府は穀物買付価格を下げることができずにいる。また膨大な貧困線以下の人々

が存在するにも係わらず、財政赤字の拡大を引き起こすような配給価格を引き下げ

ることもできないでいる。このインド農政最大の矛盾の解消が、これからのインド

農業の重要な課題となるであろう。

注

交換分合の際に、土地の平準化(leveling)もなされた。これは潅概の効率性を

高めるための重要なインフラ事業である。

例えば、ビハール州における米のＨＹＶ化率は、1970年代半ばでは１５％程度で

あり、８０年代後半に漸く３０％に達している。これに対して、水管理が容易な小

麦については、７０年代半ばに７０％に達したが、その後は停滞している。因みに、

パンジャブ州では小麦･米ともにＨＹＶ化は７０年代半ばには９０％に達していた。

本稿では農業部門から工業の停滞を説明したが、それは停滞の原因のひとつ

に過ぎない。工業停滞論争については、例えば次が詳しい。AhluwaliaLI，

1

２

３

lndustrialGrowthinlndia：Sta2nationsincetheMid-Sixties Delhi，Oxford

UniversityPress,1985,

1977/78年度の『経済白書」は、「これまで経済成長を阻害してきた食料不足

や外貨不足は、もはや制約とはならない」とかなり楽観的見通しを述べてい

る。この見通しは、現在の政府関係者で支配的な見通しでもある

農民運動については、JoumalofPeasantSmdies,ＶＯＬ21,No.3/4,ApriUJuly,1994

４

５

－１４４－



が特集を組んでいる。本稿の記述も、それに負っているところが大きい。

。農民のロビー活動については、次の研究がある。ＫａｍｉｋＡ．＆Lalvani

Ｍ・’''1nterestGroups，SubsidiesandPublicGoods-FarmLobbyinlndian

EconomicandPoliticalWeekl ,Marcｈ30,1996,pp818-820．Agriculture'''

７例えば、;次がある。ＲａｏＣＨ， RnculturalGrowthRuralPovertvａｎｄ

,OxfOrdUniverSityPress,Delbi，１９９４および

1reBriefReviewofRecentTrendsM、Economic

ｎｖｌｒｏｎｍｅｎａｌＤｅｒａｄａｌｌｏｎｍｌｎｌａ

ShettySL.，1,InvestmentinAgriculturc,BriefReviewofRecentTrendsM，

andPoliticaIWeeklMVo1.25,Ｎ0.7＆8,Feb.，1990,ｐｐ､17-24.

８都市(India)偏重の政策運営を批判して農村(Bharat)の利益を主張したチャラ

ン・シンは反会議派の立場をとり、ＵＰ州の首相を勤めた。その後、インド

人民党(BharatiyaLokDal)を率いて幾つかの反会議派勢力を結集してジヤナタ

党を結党し、1977-1980年にかけて会議派にかわり連邦政府を掌握している。

，インドに限らず、開発途上国では多くの農村制度金融の資金回収率は5o死強

でしかなく、農民は融資を補助金とみなす傾向がある。

ｌｏＭｉｓｈｒａＳＮ・andRamashChand，miPublicandPriva[eCapitalFormationinIndian

Agricultu正一CommentsonComplementarityHypothesisandOthers",Economicand

PoliticalWeeklyJune24,1995.pp､A64-A79．

'１国内総生産に対する財政赤字の比率は、１９６０から７０年代では596前後であっ

たが、８０年代前半では８％に、そして後半には10％に増加している。JoshiV．

Macroeconom】csandPolncalEconoml964-l99lWorldLittle，India＆ＬＭＤ．

Bank,Washington，１９９４

l2GovemmentofIndia，

'〕詳しくはＧＳＢｈａ

,NewDelhi，１９９５．

iculturalPolicyin

TheCentralBud2etl995/9６

MGlobalisationationandAgriculturalPolicyinIndiaI'，Indian

,ＶＯＬ50,Ｎ01,Jan-March,1995,pp7-26を参照

期間の経済成長率が3-5.5％であるとしている。

Bhalla，

ＤＩ１ｌＢＵＩＴｎｒｎ

されたい。バラの推計は、当該期間の経済成長率が3-5.5％であるとしている

なお、人口増加率は、1991-2001年が1.94％そして2001-2011年がL8096と予

－１４５－



測している。

いずれも農村部のデータであるが、これは都市部では穀物を使用した加工食

品や肉類という飼料穀物の派生需要をもつ食品などが多く消費されており、

1４

これらを穀物換算するに足る資料が入手できないためである。
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第1-1表初期の５カ年計画の財源としての借入と赤字財政

（財源櫛成比：％）

第一次

1951-56

第二次

1956-61

第三次

'961-66

国内借入

赤字財政

外国資本

24.6

1３．２

28.2

各年版。出所）ReserveBankofIndia， ｎｄＦｉｎｍｎｃReDortonCurTmc

第1-2表製造業部門における実質付加価値生産額の年平均成長率

ＪｆＭＶｈ－ハノノ6

（１）J７ｆＶ－ＨＷｕＩ

付加価値構成比（%）

8.01
￣

7.97

1951/５２
￣

1980/8１

注）経済の混乱した６０年代半ばは省いてある。

出所）“NationalAccountsStatisticsoflndia-4",PcolmmicamPoliticalWeeklX,Dcccmber,1995から計算。
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第1-3表州別に見た１人あたり穀物生産量（kg）

米･小麦純移出高

（1000トン）

穀物作

付地の

潅概率

（冊）

1990

-92

1984

-86

1960

-62

1972

-74
州名

ﾊﾞﾝｼﾞｬｰﾌﾟ(PJ)・

ﾊﾘﾔﾅ(HA）

ＵＰ・

ピハール(BI）

西ベンガル(ＷＢ）

アッサム(AS）

オリッサ(OR）

ｱﾝﾄﾞﾗ･ﾌﾞﾗﾃﾞｯｼｭ

(AP）

J＆Ｋ･カシミール

ﾗｰﾂﾞｬｽﾀｰﾝ(RJ）

ｸﾞﾂﾞﾔﾗｰﾄ(GU）

マディャ･ﾌﾞﾗﾃﾞｼｭ

(ＭＰ）

ﾏﾊﾗｰｼｭﾄﾗ(ＭＡ）

カルナータカ(KA）

ケーララ(KE）

ﾀﾐﾙﾅｰﾄﾞｳ(1Ｎ）

主要州平均

変動係数

84.9

－６６３1７６９

卸
一
“
｜
珂
一
錘
一
沖

－４０１１３６．９1４０

-1017１７８．８1５１０

－６１２121.1

－２６９

52.0

－１］３２１４．９１１３９

加
一
脚
一
理

‐1９２２３０．２１８０．４

110.1103.5

20.4

１４６．１1２０１１０．０１６５．０

噸
一
山
一
鈍
一
唖
一
沖

－１８４185.0１６１．６

－１２９９６１９

‐８１３１４３．４１４６．６ 】３４．１１６０．９

１７８９

６０

注）穀物生産は３年間の平均｡バンジヤープとハリヤナ州および』&K(ｼﾞｬﾝﾑｰ･ｶｼﾐｰﾙ)と

ヤル・プラデシュ)は合計値。
、，

出所）第1-3列は、Ｕ【saPatnaik，“PoliticalEconomyofStatelnterventiominFOodEconomy

ＨＰ.(ヒマーチ

ｏｎｏａｎ

SlatisticalAbstracu967及びPoliticalWeeklvl,Ｍａｙ17-24,1997.穀物移出入は、Govemmentoflndia，
1989.他は第11-1表と同じ。
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第1-4表貧困線以下の人ロ比率（％）

】972/7３】977/7８１９８３ 1987/8８

ガンジス流域州
パンジャプ

ハリヤナ

ウヅタル・プラデシュ

ビハール

西ベンガル

ヒマーチャル・プラデシュ

ジャンムー・カシミール

アッサム

アンドラ・プラデシュ

オリッサ

ラジャスターン

グジャラート

マディヤ・プラデシュ

マハラーシュトラ

カルナタカ

ケララ

タミル・ナードゥ

平均

13.89

13.89

36.83

52.24

60.96

10.24

19.20

36.07

5222

58.59

８．４８

11.74

32.60

5054

48.64

９
３
３
０
７
６
８
９
８
２
８
８
１
３
７
９
０

９
４
４
４
６
５
２
７
３
２
３
２
８
２
４
２
０

６

６
１
９
０
４
９
泊
調
⑬
妬
皿
応
羽
孤
軍
四
苑

４
１
２
４
３

’1.75

17.78

34.73

40.77

6692

34.56

40.12

5325

56.74

34.27

51.73

45.97

22.72

2438

3881

29.15

62.54

2599

３Ｌ52

53.08

54.27

38.37

41.47

48.34

11.06

1050

21.63

18.74

50.29

24.67

1492

37.15

34.28

27.81

27.05

40.79

４２．９３４０．１２３１．４０

出所）DepartmentofStatistics,MinistIyofPIanning,GovemmentofIndia､sawekshan聖ＶＯＬ２，No.３，ｌｌ８６８
ＶｏＬｌ５,No.１，１９９１．

第1-5表農村階層別に見た貧困線以下の人口比率（1983年、％）

土地所有者 農業労働者 農村労働者

ガンジス流域州

パンジャプ

ハリヤナ

ウッタル・プラデシュ

ビハール

西ベンガル

ヒマーチャル・プラデシュ

ジャンムー・カシミール

アッサム

アンドラ・プラデシュ

オリッサ

ラジャスターン

グジャラート

マディヤ・プラデシュ

マハラーシュトラ

カルナタカ

ケララ

タミル・ナードゥ

平均

３．２７

8.72

32.64

42.43

35.82

18.73

24.53

51.83

73.85

74.50

刀
妬
劉
羽
館
砠
拓
乃
叫
砺
刀
“

“
７
７
２
４
５

３
０
３
８
１

７
４
８
２
１
７
２
０
７
７
２
８
３
８
９
８
３

６

１
２
４
７
７
１
２
４
２
６
３
２
５
４
３
３
５

４

13.99

1172

24.49

16.69

51.14

30.04

21.63

27.34

32.12

24.44

2399

34.82

“
“
α
科
犯
幻
胆
顧
扣
刃
扣
疋

４
２
８
８
８
６
７
４
２
１
１
６

１
２
３
２
６
３
２
５
５
４
４
５

30.43 49.36

出所）DepaltmentofStatistics,MinisIHyofPlanning,GovemmentoflndiaSawekshanaVol13,Ｎ0.1,1989.
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第1-6表米と小麦の作付面積(100万ha)と灌潔率の変化

１９８０/８１ １９８５/8６1970/7１ 1990/91

19.2(45.1）

19.3(71.8）

39.5(37.8）

16.4(405） 17.7(43.0米

小麦、

穀類合計

14.4(38.4

１５．６(69.7 １７．５７６．３9.9(54.3

35.8(33.8 38.5(37.228.1(27.6

注）かっこ内は灌厩率･

出所）EcmomicSuwev.I”3/9４

第1-7表米と小麦の生産高の推移100万トン

小麦 小麦／米比率(％）

３１３９

３１．８］

56.44

67.70

74.22

８０７６

1950/51

1960/61

1970/71

1980/81

1990/91

1995/9５

】１００

８１１０

出所）Govemmen【oflndia,EcommicSurveV・'995/9‘

第1-8表ビハール州における農家経営規模と市場化余剰

４８F

資料）Pmsad,Ｉ MarketableSumlusandMarketPcTfbrTmnce MittaIPublications,DeIhi，１９８９．
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第1-9表米作生産費の比較（Rs/Ha）

ビハール

(1987/88）

パンジャブ

（1989/90）

ハリヤナ

(l989pO）

労働

賃労働

家族労働

計

役畜労働

賃貸

所有役畜

計

農機具

賃貸

所有

計

種子

肥科

化学肥料

堆肥

計

殺虫剤

灌慨

その他

合計

Ａ

511.87

657.50

1169.37

99015

492.06

1482.21

1042.98

７１５．９１

１７５８．８９

Ｂ

28.46

519.61

548.07

2.16

200.55

202.71

0.04

168.19

168.23

Ｃ

10.14

3.27

13.41

146.70

355.36

416.76

772.12

177.21

261.52

43875

1５２９８1５５．６４

Ｄ
ｌ
Ｅ

626.36

37.66

664.52

242.34

６７１５

309.49

0.00

42.68

49.15

2278.87

894.24

95.55

989.79

192.16

ｌ１２Ｌ２５

１１８．１５

４６１４．９１

220.13

755.44

12603

4704.07

Ｆ
ｌ
Ｇ
ｌ
Ｈ

出所）MinistryofAgdcuIluに｡CovemmentofhBdia， ReponsofthcCommission-morAETicultumlCostsaM

PricesonPricePoIicyfbrCropsSｏｗｎｉｎＩ９９１‐g2-SeasonandI992‐g3seasonNewDelhi，1993.
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第1-10表耕作者の融資利用と農業投資

固定資本
投資額

公的機関から
の借入比率

副債額中の：
業資本投資
目的の比率

（船）

資本投資額

（Ｒｓ）

陶
一
、
別
個
迩
唾
、
、
麺
駆
、
刈
羽
肥
劉
祀
剥
一
ｍ

％

アンドラ・プラデシュ

ァッサム

ビハール

グジャラート

ハリヤナ

ヒマーチャル・プラデシユ
ジャンムー・カシミール

カルナータカ

ケララ

マディヤ・プラデシュ

マハラーシュトラ

オリッサ

パンジャープ
ラジャスタン

ウッタル・プラデシュ

西ベンガル

全インド

841

３６３

４１４

７４３

１７７２

８２９

１３５７

１２６１

１６７１

６４０

９７５

450

2336

９８５

８６３

４９６

38.11

18.28

35.67

47.70

６５．３１

36.52

１９．２３

64.62

168.60

５２５８

47.70

44.79

69.57

36.24

48.34

34.59
３
７
７
－
５
２
２
４
４
６
８
６
７
６
４
５

５
３
８
６
３
４
８
７
７
４
７
４
７
４
２
３

●
●
●
。
●
●
０
■
■
□
●
ｂ
●
●
●
●

３
０
８
１
０
３
５
８
８
７
７
３
６
２
９
５

４
２
４
７
８
７
４
７
７
６
８
８
７
４
５
６

注）数値は耕作者のみ。制度金融機関には市中銀行を含む。非制度金融機関には、地主・金貸し
親類などが含まれる。

出所）ＣＣＶ・oflndia・SarvekshanaoVoLXLN0.1.1987.

(1998年）第１－１１表米・小麦消費の支出弾力性

２
８
２
８
２
２
１
３
７
８
１
５
９
８
２
０
３

値
’
２
２
９
９
５
９
４
４
２
ｌ
４
６
８
０
５
５

ｌ
５
９
３
３
７
７
８
０
６
９
９
７
０
ｌ
２
９

Ｔ

２
３
９
５
５
５
６
８
２
０
９
０
６
２
２
４
８

９
７
８
９
９
８
８
８
９
８
８
９
８
９
９
９
８

□
Ｂ
□
ｃ
●
の
●
●
■
■
■
日
●
●
●
●
◆

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

舛
団
州
氾
犯
沁
刃
駆
⑲
お
い
扣
倶
堀
元
刃
幻

●
■
●
●
●
●
●
ｇ
■
■
■
Ｃ
■
の
●
■
■

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

Ｒ
Ｗ
Ｒ
Ｗ
Ｗ
Ｗ
Ｗ
Ｒ
Ｒ
Ｗ
Ｗ
Ｒ
Ｗ
Ｗ
Ｒ
Ｒ
Ｒ

注）Ｒ：米、Ｗ：小麦。弾力性は次の式で求められた。

log(ｌ人当たり米・小麦消費量)＝a+blogU人当たり支出)。
所得データが入手できないために、支出で代替されている。

Ｔ＞３．２５(p＜1.0％）

出所）第２－１３図と同じ。
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第1-1図貿易赤字／GNP比率
６

５

４

３

２

is滝笈哉農８Ｂ２承監ざ討筥獣５１昼ｇ＆匿霊ｇ周追
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
筥己溌国Ｂ２ＢＳＳ３コ剴引ゴゴ弓＝曽爵雪三田温

出所)GovemmenIofIndia,EcomomicSurveyl996／97から作成．

第1-2図輸入額／外貨準備高比率
1.6

1.4

1.2

１

０．８

0.6

0.4

0.2

０

ＵＵＵＵＵＵＵＵＵＵ●、｡、●、Ｏ、。、～』～」～Ｉ～」Ｊ０℃ｏＯＯＣＯＯＯＣ（･、。、Ｃ
ＣＯＪ－０、００●１Ｊ一・、ＣＯＣＱ、」－．、｡。●１Ｊ一・、◎｡●１Ｊ←

、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
(ＪＵｔＪＵＵＵＵＵ（｣Ｕ｡、●、｡、｡、。、～】～』～』～』～」◎ＣＯＣ●◎。。０．、◎、◎、Ｃ
￣い）Ｕ､－J、･－し》ＵＵ～』、･－《JＪＵＵ～』（･￣し）（ＪＵ～】、。－１JＪｕｎ

出所)第２ ｌ図と同じ。
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第1-3図リカードの成長の罠

人口増加……－………………、

←非農業人口の増カル…－…←食粗需要の増加工業化

停滞的農業 ……………!……………
ｉ

食ｉ↑凰不足

〔内的罠〕！…－－－

食糧価格の上昇
ｉ

実質賃金の上昇
ｉ

工業部門の利潤低下

一…･…､〔外的罠〕

穀物輸入

外貨不足

資本・技術輸入の制約

－－－}……………
；

工業化の頓挫

第1-4図農工間交易条件の推移

(1971／72＝100）
120

110

100

9０

8０

7０

6０

岡豊獣葛Ｓ日＆Ｓ８Ｂごｉごｊ三ｓｌ易きＳ雲霞：：ｇｌＳＺ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
ＵＵ（Ｊ１ＵＵ（｣１Ｃ、｡、Ｏ、｡、。、－コゴー」－ｺ－ＪｏＯＯＣＯＣＯＤｃｃ、◎、◎、●
い、（ＪＵヨ｡－し〕Ｕ、～』（。－ｕＤＵＵ－Ｊ（･￣い、tｊ１～』、･￣し）ＵＵ

出所）インド農業省内部資料
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ドル建て機械類輸入額と

（1965/６６＝

技術

100）

･資本提供承認件数指数第1-5図

伽
的
卯
叩
㈹
伽
伽
印
叩
０

９
８
７
６
５
４
３
２
Ｉ

(JｂＵＵ１ＪＵ｡､。、｡、｡、｡～」～」～』－J～」Ｏ□０℃●｡｡｡②、、ｃｃ￣
Ｕ､～』￣－しDLJ、～」、Ｃ－．し」Ｕｂ～」、Ｃ－℃」ＵＵ－Ｊ、Ｃ－１÷ＤＱＪＤ

、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
獣呂ＳＢ２３ｇご召三討討ｇｓ望忌：：ｇｉＳ逼患

(1)〃r）機械餓輸人額：第２－】図とlIilじ。ただし各ｲﾄﾞ皮版。

技術・溢水捉鵬件数：EconomiclnIcIIigenceSewice.Ｂ鵡iｃ
StiMislicsRelalingIolheIndianEconomy.Ｖ01.1.Ａ１ＩＩｎｄｉｍ

1989.ただし'987／88ｲ|§皮以降は、１１本貿易振興公「ジェトロ''''''二

投溢綱、ｌｌＩ:界とⅡ本のilij外[i11接投櫛1996」
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第1-6図製造業・農業の実質資本形成の推移
（1億ルビー：1980/81年価格）
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第1-7図灌潔率と土地生産性（米）
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第1-8図農家家計１人あたり支出額の分布

（ルピー／月)(1982年）
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第1-9図パンジヤーブ州における農家経営規模別の小麦市場化率
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第1-10図輸出入・貿易収支・外貨準備高
（100万ドル）
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第1-11図農業部門における実質固定資本形成額の推移
（1000万ルピー：1980／81年価格）
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第1-12図農業信用供与額／私的固定資本形成額比率
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第1-13図支出階層別穀物消費量
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世界人ロの制約条件としての水資源

国立社会保障・人口問題研究所

副所長阿藤誠





はじめに

２１世紀の世界人口増加は人々の生活水準向上の大きな制約条件となり、経済発展

と結びついて地球の資源・環境に大きな影響を及ぼすが、世界人口の増加それ自体

も資源・環境の制約を受ける。資源・環境が有限である限り、１８世紀末にマルサス

が予言したように人口増加はどこかでチェックされざるをえない。多くの資源のな

かで淡水は、今日、飲料水として、食料生産の必須資源のひとつとして、また工業

用水として､人間の生活に欠かせないものであるが､これまで一部の砂漠地帯の国々

を除けば、水（不足）の問題はそれほど大きな資源制約条件とは考えられてこなか

った。しかるに、２１世紀の世界人口の増加は５０年間で倍増に近い勢いを見せ、食

料増産のための潅概化が不可欠であり、工業化・都市化により民生用、工業用の水

需要の増大が続くなかで、多くの国で水が希少資源となる可能性が大きくなってき

た。本稿では、世界人口の主要地域別の将来見通しを概観するとともに、水資源が

世界の主要地域においてどの程度人口増加の制約条件となりうるかを検討してみた

いｃ

1．世界人口の見通し

(1)国連による将来人口推計

世界の人口は来年には６０億人に達しようとしている。人口増加率は1965～７０年

に2.04％でピークを迎えた後、低下を続けているものの、今日(1995～2000年)なお

年率1.37％の高さである。とりわけ世界人口の７９％を占める途上地域の人口の増加

率は年率165％の高さである。極端な論者によれば、今日の世界人口ですら地球環

境、資源、エネルギー、食料からみて「持続可能」でないとみるが、（１）ましてや２１

世紀の世界人口がどこまで増加を続けるかによって、まさに地球は破局を迎える恐

れすらある。

最新の国連人口推計(1996年版中位推計)によれば、(2)世界人口は２０２５年に８０億
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人、２０５０年に９４億人、2100年に104億人、２１５０年に108億人に達するものと予想

されている（表ｌ）。ローマ・クラブの第２報告書は、１９９０年時点で世界の出生率

が置換水準に変われば世界の人口は７７億人で安定し､少なくとも1世紀間は｢破局」

のない世界を送れるものと予想した。(3)しかし国運の中位推計による世界人口は、

ローマ・クラブの「持続可能な」人口を2020年頃には上回る勢いで増加することを

示している。

地域別には、先進地域の人口は２１世紀中は大きな変化はないが､途上地域の人口

は、2050年までにはなお３６．９億人増加して８２０億人となるであろう。(4)絶対値とし

てはアジアの人口増加は大きく、1995年の３４４億人から２００億人増加して２０５０年

には５４．４億人に達する。なかでも２つの巨大人口国の中国とインドの人口は、1995

～2050年に、各々122億人から１５２億人へ、９．３億人から１５３億人へと増加する｡

増加率の大きいのはアフリカの人口であり、同期間に７．２億人から２０．５億人へと２．８

倍増となり、２０５０年時点で世界人口の218％を占めることになろう。

(2)世界人口に関する楽観論

２１世紀における世界人口の伸びはなお著しいものがあるが､90年代に入って発表

された２年毎の国連推計によれば、例えば2025年と２０５０年の世界人口の見通しは

850億人と１００．２億人（92年推計）、８２８億人と95.8億人（９４年推計）、80.4億人

と93.7億人（９６年推計）というように、毎回下方修正されてきている。(5)これは、

主として途上地域の人口増加率ならびにその主な決め手である出生率が、年々予想

以上に低下してきていることが分かってきたからである。

６０年代､７０年代には途上国の出生率の将来に関しては悲観論が支配的であった。

その時代に出生力転換の過程にあったのは経済発展が進む－部の小国に限られ、近

代化がなければ出生力転換が起こりえないという考え方が強かった。しかるに、８０

年代から９０年代にかけて、アジアやラテンアメリカにおいて、中国に代表される多

くの人口大国、経済発展が進まない国々でも出生率低下が始まり、それは途上地域

で｢例外どころか当たり前の事実｣となってきた。’６)特に南アジアやサハラ以南のア

フリカの最貧国と言われる国々でも出生率低下が始まったことは、よく管理された
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家族計画プログラム、ならびに社会開発プログラム(貧困撲滅、基礎保健の普及、基

礎教育の普及、女性の地位向上など)は出生力転換の促進要因になりうることが証明

された結果と言える。

２水の供給量と水不足

(1)水の供給量

地球上の水の総量は約１４億立方キロ(km3）にのぼるが、その96.5％は海洋の塩分

を含んだ水であり、淡水はわずかに253％（約3500万km3）にすぎない。さらに地

球上の淡水の６９６％は氷河などの形で閉じ込められており、地下水ならびに河川・

湖沼に存在するのは、各々、30.1％（1050万km3）ならびに034％（1Ｌ９万k㎡）に

とどまる。（７）

水の循環システムによって毎年降水の形で陸地に供給される水は約１１万3000km３

である。このうち63.7％の７２万ｋ㎡は蒸発と植物からの蒸散によって大気圏に戻

り、残I)の３６３％（４１万km]）のみが河川・湖沼に注ぐか地下水となる。人間が利

用しうる年間に更新される水資源（年間更新可能淡水有効水量）は世界全体では

41,000km3ということになる。

これを地域別にみると、表Ｚの(1)、(3)欄の通りである。主として途上諸国からな

るアフリカ、アジア、ラテンアメリカの淡水有効水量は世界全体の各々10％、２７％、

29％を占める。この分布を世界人口の地域別分布（表２の(4)欄）と比べてみると、

水の供給量と水の潜在需要（人口）の間に大きなギャップがみられる。アジアは人

口に比して水の供給量が著しく少なく、ロシアを除くヨーロッパ、アフリカもやや

その傾向があるｃそれに対して、オセアニア、南米、北米、ロシアは人口に比して

水の供給量が著しく大きい。

(2)Falkenmarkの「水不足」の尺度

Falkenmarkは、1人当たりL700m3（＝トン）以上の年間更新可能淡水有効水量の

ある国を「水不足のない」状態とし、1,700トン未満、1,000トン以上の国を「水ス
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トレス」状態、1,000トン未満の国を「水不足」状態にあると定義した。（８）

この定義に従うと、1995年時点で、世界ならびに主要地域全体としては「水不足

のない」状態である（表Ｚの(5)欄）。しかしなが国別にみると、「水ストレス」の

国は１１カ国（270億人）、「水不足」の国は１８カ国（166億人）ある。世界人口

に占める割合は、各々4.7％と２９％である。(，)これらの国の多くは、中近東、アフ

リカの砂漠地帯に位置している。

今後、人口の増加にもかかわらず、少なくとも2050年までは、世界、主要地別に

みる限り、水不足状態は起きないが、２１世紀後半にはアフリカ、アジアは全体とし

て｢水ストレス｣に近い状態に陥る恐れがある。二大人口国のうち、インドは２０世紀

にはいると「水ストレス」状態に陥り、中国も2050年までには水ストレス状態に陥

るであろう。国別には、２０５０年には、「水ストレス」の国は１５カ国（23億人）、

「水不足」の国は３９カ国（１７億人）に達するものと予想される。その時点で、そ

れらの国の世界人口に占める割合は各々24％と１８％となる。（'０）

3．水資源からみた最大許容人口

(1)Cohenの（水資源からみた）地球の最大許容人口

Cohenは、もし人間が地球上の年間更新可能淡水有効水量を、飲料水など家庭用

に必要な最低限の水と穀物生産のための灌概農業に必要な水としてだけ用いたとし

たら、－体何人の人口を養うことができるかを試算している。（'')彼の方法は以下の

通りである。

まず、１キログラムの小麦粉を生産するには、２キログラムの小麦が必要である。

蒸散率を500％とみると、そのために必要な水は1,000キログラム（＝２キログラム

×500＝１㎡＝1ｔ（トン））である。小麦粉１キログラムは3.500キロカロリーの熱

量を生み出す｡１人１日1,000キロカロリーの熱量を1年間消費するのに必要な小麦

を生産するのに必要とされる淡水は100ｔ（トン）である。

さて、１人の人間が１年間灌厩農業から生産される穀物で必要な熱量を摂取する

のに必要な淡水量（Ｗｒｍ３）は次式で表される。
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，
Ｗｒ＝

[１０ｘＵｘＵ－Ｌ)］

ここで、Ｄ＝人間が１日の活動に必要とする熱量（kcal）

１０＝100ｔの水が１年間に、1,000kcal/人日のエネルギーを生み出すこと

を示す係数

Ｕ＝年間更新可能淡水有効水量の利用率(％）

Ｌ＝生産から消費までの段階で失われる穀物割合（％）

この式は、まず、人間が１日の活動に必要とする熱量（kcal）１年分を生み出す穀物

を生産するのに必要な水（Ｘ＝DkcaU［(LOOOkcaU日/人年)／]00t/人年]）を求め、

ついで、人間の淡水利用率（Ｕ）を考慮した必要水量（X/U）を求め、最後に、穀物

消失(L)を考慮した必要水量［（X/U）／（l-L）］を求めている。

このようにしてＷｒが求められれば、これに家庭用の所要淡水量（37㎡）（'2)を加

えて、1人の、人間が1年間に消費する食糧の確保と日常生活のために必要とされ

る淡水量を計算できる。最後に、水資源からみた最大許容人口（Pmax）は、

Ｗａ＝人間が利用しうる更新可能の淡水量とすれば、

Ｗａ
Ｐｍａｘ＝

(Ｗｒ＋３７）

で求められる。

Cohenは、

①Ｕについては、Ｚｏ％（より現実的な水準）113)と100％（最大可能値だが非現

実的水準）

②Ｄについては、2,350kcal（平均摂取熱量）('4)と10,000kcal（米国の消費水準）

③Ｌについては、１０％（きわめて効率的だが非現実的）と４０％（世界の平均

的な水準）

④Ｗａについては、41,000K㎡（世界の有効淡水量）、14,000K㎡（現実に利用

されている淡水量の推定上限値）、9,000km３（同推定下限値）

の仮定を置いて、各々の組み合わせに基づく最大許容人口を算出している。

その結果、水を最も利用するケース（Ｕ＝20％、Ｄ＝10,000kcal、Ｌ＝40％）では、

Ｗａに応じて４９億人、１７億人、１１億人となる。現実の世界人口はこれらを大きく超
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えていることは言うまでもないが、これは、世界のすべての国が現在の米国並の賛

沢な食生活をすることは、水資源の観点からする限りほとんどありえないことを示

している。逆に、水を最も利用しないケース（Ｕ＝100％、Ｄ＝2,350kcal、Ｌ＝20％）

では、Ｗａに応じてＬ375億人、470億人、302億人となるが、有効淡水量を100％使

用することは全く考えられず、こちらの方はその点であまりに非現実的であり、水

資源からみた世界の最大許容人口はこれを大幅に下回ることは言うまでもない。

世界の水利用の現状に比較的近いと思われる標準ケース（すなわちＵ＝20％、Ｄ

＝2,350kcal、Ｌ＝40％）では、Ｗａに応じて205億、７０億、４７億となる。水資源から

みる限り、世界の最大許容人口はそれほど大きなものではなく、逆に見れば、２１世

紀の世界は全体として水資源の利用効率によりかなり制約されうることを示してい

る。

(2)「標準ケース」と「7596効率改善ケース」における主要地域別最大許容人口

いまＣChenの式において、Ｕ＝20％、Ｄ＝2,350kcal、Ｌ＝40％とし、Ｗａ＝年間更新

可能淡水有効水量（世界の場合は41,000km]）とする標準ケースについて世界の主要

地域別の最大許容人口を求めると表３の(2)欄のようになる。

この「標準ケース」における最大許容人口を世界の主要地域別の現在と将来の人

口と比べてみると（表４の(1)欄）、1995年現在の人口は、いずれの地域も最大許容

人口を下回る。しかしながら２０５０年になると、アジアの総人口は５４．４億人となり

最大許容人口（540億人）を上回り、アフリカの総人口も205億となり最大許容人

口(21.01億人)に並ぶ､世界の二大人口国である中国とインドについてみると、1995

年現在ではインドの人口はすでに最大許容人口（９３億人）と一致しており２０５０年

には最大許容人口を６億人下回る。中国の人口も2025年以前に最大許容人口（140

億人）を超え、２０５０年には1.2億人上回る。

Cohenの式においてＵ、Ｌはともに水資源の利用効率を表している。ここで、両

者を合わせたＵ（l-L）を「標準ケース」に対して７５％改善した場合（75％効率改

善ケース）について同様の計算をした結果を表３の(3)欄（ケース２）、表４(2)欄に

示す。この場合、最大許容人口は、世界、主要地域について「標準ケース」に対し
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て７２％増大し、アジア（中国、インドも含め）、アフリカの人口も２１世紀全体と

してこれを下回ることになる。

(3)熱量の２０％を肉類から摂取した場合

食肉から１ｋcalを摂取するには、穀物から１ｋcalを摂取する場合に比べて、１０倍

の植物（土地、水）を必要とする。したがって、もし食肉の割合を高めれば、「水

ストレス」はより強くなる。いま、2,350kcalのうち２０％を食肉からえるとすると、

Cohenの式における定数項１０は、［ｌＯｘＯ８＋１×0.2＝8.2]となる。これを用いて「標

準ケース」と「75％効率改善ケース」の最大許容人口を修正すると表３の(4)、（５）

欄と表４の(3)、(4)欄となる。

「標準ケース」の修正ケース（食肉２０％）の場合、世界全体では169億人となり、

2050年はもちろん２１５０年の将来推計人口（108億人）をも上回っているが、アジア

の人口は早くも２０２５年には最大許容人口（４５億人）を上回り、アフリカの人口も

2030年代には最大許容人口（１７億人）を上回る（2050年には、アジア、アフリカ

において最大許容人口を各々9.9億人と３２億人上回ることになる。二大人口国の中

国とインドの1995年人口はすでに各々の最大許容人口（115億人と７６億人）を上

回っている。

これに対して標準ケースに対して水利用率を７５％改善した（食肉20％）ケースで

はアジア、アフリカの将来人口は最大許容人口（各々３０億人と７７億人）を超える

ことはない。また、二大人口国のうち中国の人口も最大許容人口を超えることはな

いが、インドは２０２５年には最大許容人口（ｄ２３２億人）を超え、２０５０年には2.1

億人上回ることになる。

おわりに

主として先進地域のオセアニア、北米、ヨーロッパ、ならびに主として途上地域

の南米については、２１世紀においても、部分的にはいざ知らず全体としては、水資

源が食糧ならびに人口の制約要因になることは考えにくい。これらの地域について

－１７１－



は、かなり厳しい条件（表３のケース３の場合）の下でも水資源には十分な余裕が

あり、先進地域はもちろん、南米の場合は今後の工業化の進展、都市化、生活水準

の向上による水需要の増大を考慮に入れたとしても、水不足の問題は起こりそうも

ない。

しかるに今日世界人口の４分の３を占め、２１世紀中には８割を超えるとみられて

いるアジアとアフリカは、水資源の確保が大きな政策課題になるであろう。特にア

ジアでは、すでに西アジア諸国の多くは水ストレスの状態にあり、一部では海水の

淡水化などによる改善を図っているが、巨大人口国のインドと中国（両国で世界人

口の３８％を占める）の水不足問題は両国の食糧増産、工業開発の足かせになる恐れ

があるばかりか、穀物市場の需給を通じて世界の食糧事情にも大きな影響を及ぼす

可能性がある。（'6）

中国とインドは生活水準の向上を目指して市場経済化に踏み切り、経済開発を急

速に推し進めようとしている。その過程で両国は、人口増加と生活水準の向上にと

もなう食糧需要の増大、工業化・都市化にともなう工業用、民生用の水需要の増大

により、急激に水ストレス、水不足に陥る危険がある。両国とも、今後の開発戦略

を策定するに当たっては、ダムの増設、運河の設置など取水効率を高め、農業なら

びに工業を水使用効率の高いものに転換し、水質の汚染を防ぐなどの政策努力を組

みこんでいく必要があろう。
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表１世界の主要地域別の人ロ推移

(単位百万）

1950１９７０１９９５２０２５２０５０２１００２１５０

世界

先進地域

途上地域

アフリカ

アジア

中国

インド

ラテンアメリカ

およびカリブ海

北米

ヨーロッパ

ロシアを除く

ロシア

オセアニア

2,5243,7025,6878,039

８１３1,008１，１７１１，２２０

１，７１１2,694４，５１６６，８１９

２２４３６４７１９1,454

1,402２，１４７3,4384,785

５５５８３１1,2201,480

３５８５５５９２９1,330

１６６２８４４７７６９０

9,367

1,162

8,205

2,046

5,443

1０，４１４１０，８０６

2,646

5,850

1,535

１，６１７

８８９

2,770

6,060

1,596

1,669

９１６

1,517

1,533

８１０

172２３１２９７３６９３８４４０１４１４

５４７６５６７２８７０１６３８５７９５９５

４４５５２６５８０５７０５２３

１０２１３０１４８１３１１１４

１３１９２８４１４６４９５１

(注）UnitedNations，Ｗｏ｢IdPopulaIionPmspecls：nnel9g6Revision，1996．UnitedNations，World

PopulaIionPrqjectionsto2150,1998.
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表２世界の主要地域別、年間更新可能な淡水の有効水量。人口、１人当たりの淡水量

iiiJiIiifiiliJfiif
地域

世界

アフリカ

アジア

中国

インド

ラテンアメリカ

およびカリブ海

北米

ヨーロッパ

ロシアを除く

ロシア

オセアニア iliiiiliiii1ljlllJIi1ll
淡水量は1995年～2050年について不変と仮定する。

人口は表Iの資料、淡水量はWorldResour℃eInsti【ute,WorldRcsou正esl994‐95,Ｏｘｆｂ【dUnivcrsity

PrEss,1994.

(注）

(資料）
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表３世界の主要地域別、水資源から見た最大許容人ロ(Pmax）

（人口単位：億人）

（１）

Ｗａ(km3）

（２）（３）

Ｐｍａｘ Ｐｍａｘ

(ケース１）（ケース２）

（４）

Ｐｍａｘ

(食肉２０％）

(ケース３）

（５）

Ｐｍａｘ

(食肉２０％）

（ケース４）

世界

アフリカ

アジア

中国

インド

ラテンアメリカ

およびカリブ海

北米

ヨーロッパ

ロシアを除く

ロシア

オセアニア

41,000205.5

4,18421.0

10,78154.0

2,800１４．０

1,8509.3

11,943５９．９

354.7

３６．２

９３．３

２４．２

16.0

103.3

169.1

１７．３

４４．５

１Ｌ５

７．６

４９．２

292.6

２９．９

７６．９

20.0

１３２

８５．２

5,379

6,438

2,395

4,043

２，０１１

27.0

32.3

12.0

203

10.1

46.5

55.7

20.7

35.0

17.4

２
５
９
７
３

Ｄ
●
●
■
の

２
６
９
６
８

２
２

１

38.4

46.0

179

289

14.4

(注）Ｗａ＝年間更新可能淡水有効水量(Km3)．ケース１は標準ケース、ケース２は７５％水使用効率改善

ケース、(4)のケース３と(5)のケース４は１と２の各々について穀類80％・食肉20％とした場合。

-177-



表４水資源から見たケース別最大許容人ロと現在人口(1995年）・

将来推計人ロ(2050年>との差

（人口単位：億人）

（１）

(Pmax(1)-P）

1995２０５０

（２）

(Pmax(2)-P）

1995２０５０

（３）

(Pmax(3)-P）

1995２０５０

（４）

（Pmax(4)-P）

１９９５2050

235.7198.9

２２．７9.4

425.0２２．５

７．８４．８

３．９‐2.1

８０．４７７．１

世界

アフリカ

アジア

中国

インド

ラテンアメリカ

およびカリブ海

北米

ヨーロッパ

ロシアを除く

ロシア

オセアニア

148.6１１．８

１３．８０５

１９．６‐0.4

１．８‐1.2

０．０‐6.0

５５．１５１．８

217.8261.0

29.015.7

５８９３８．９

１２０１．０

６．７０．７

９８．５９５．２

1１２．２７５．４

１０．１‐3.2

１０．１－９．９

‐0７‐3.7

-1.7‐7.7

４４．４４１．１

24023.2

25.0２５．９

６．２６．８

１８．８１９．２

８．６９．６

４３．５４２．７

４８．４４９．３

１４．９１５．５

３３．７３３．９

１７．０１６．９

1９．９１８４

１８．７20.1

４．１４．７

１５．２１５．６

8.0７．８

35.4３４６

３８．７３９．６

１２．１１２．７

２７．４２７．８

１４．１１３．９

(注）Pmax(1)～(4)は表３のケース１～４のPmax
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